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要約 

 

１．背景 

近年事業実績がないアフリカの中でも事業環境が厳しい国や地域（紛争終結

国等）を対象に現地調査を行い、協力準備調査等を含む無償資金協力実施に際

し、事前に確認すべき相手国の制度、計画・設計・積算に配慮すべき事項、相

手国側に確認し、事業成立に必要となる事項、実施を求める事項、新たに配慮

すべき事項・課題等を整理することを目的として、本プロジェクト研究を行っ

た。 

具体的な確認事項は以下のとおりである。 

■協力準備調査段階で確認すべき相手国の制度 

■計画・設計・積算に配慮すべき事項 

■相手国側に確認し実施を求める事項 

■無償資金協力実施に当たって新たに配慮すべき事項・課題等 

また、研究成果は、業務指示書、積算ブリーフィングの内容、積算ガイドラ

インの運用のあり方、中期的には積算ガイドラインやその他無償資金協力制度

全般の改善に反映されることを想定した。 

 現地調査団員、調査行程は 5頁以降の「第一章 調査概要」に示す。 

 

２．研究方針 

 本プロジェクトの研究方針は以下のとおりである。 

■現地調査はコンゴ民主共和国、スーダン共和国を対象とする。 

■主管及び事務局については、資金協力支援部の協力を得つつ経済基盤開発部

が担当することとし、研究の進捗管理及び品質管理を目的として、研究会を開

催する。内部関係者（企画部、アフリカ部等）及び外部関係者（コンサルタン

ト企業、施工会社等）に対しては、研究会への協力・参加を求める。 

■【無償資金協力実施環境調査】、【調達事情調査】の役務提供コンサルタント

を傭上する。 

■外部関係者に対しては、海外建設協会（OCAJI）を通じ、アンケートへの協力、

研究会等への参加を依頼するとともに、外務省にも研究会等への参加を依頼し、

本研究の品質確保を図る。 

■本基礎調査での検討は、今回対象とするような国・地域の事業環境を大枠で

把握し、事業方針や調査計画に役立てることが主眼であり、個別の案件におい

てはさらに詳細な調査を実施した上で個々の状況・内容に応じた具体的な対応

策を検討することになる。 

 



 

ii 

３．現地調査の内容 

以下を含む事項について、現地調査により確認し、調査結果の分析を踏まえ

て提言を行った。【無償資金協力実施環境調査】、【調達事情調査】のコンサルタ

ントは、それぞれ 1)～7)、8)～13)を担当した。 

1) 無償資金協力を実施する上で関連する法制度（税制、免税、通関手続き、発

注/調達方法、設計審査、環境社会配慮等）、運用実態との乖離 

2) 相手国のキャパシティ、先方負担事項の履行能力 

3) 安全対策の方法、費用、工事関係の許認可 

4) 計画・設計・積算で配慮すべき事項 

5) 最近の類似工事の実績（規模、契約金額、契約履行の実態） 

6) 現地での商（ビジネス）慣行、その他邦人企業が事業を行なう上で留意すべ

き事項 

7) 金融インフラ、工事保険制度の有無 

8) ローカルの資材調達環境（流通品目・状況、品質、価格、価格変動など） 

9) ローカルコントラクターの有無、能力（過去の施工実績、工程管理及び品質

管理の実績、トラブルの有無、財務状況組織規模、技術者数、保有機材・施

設、関連業務実績、契約単価等）、価格、現地労務者の調達事情 

10) 第三国コントラクター/本邦コントラクターが参入するにあたっての法的な

障害の有無、問題等（労働者のビザ発給等） 

11) 主要資材/機材の調達事情 

12) ローカルコンサルタント、その他委託先（測量、地質調査、水質調査など）

の有無、能力、価格 

13) 骨材・土採掘地、廃土処分地の有無等の一般工事環境に関連する事項 

 

４．提言 

 現地調査結果を踏まえての本プロジェクト研究の提言は以下の通りである。 

（１）基本方針 

実態（他ドナーの実績等）にあった積算を行う（例：他ドナーが建機の損料

は全損で見ている場合は、それが妥当と判断される場合は同様の対応とする等）。 

（２）積算上の具体的な対応方針 

次頁に示すとおり、想定されるリスクを①物価変動、②労働生産性の低さ、

③政府の許認可、承認手続きの遅延、④先方負担事項の不履行、⑤免税の不履

行、⑥治安の悪化、⑦工事の中断、撤退、⑧工事関係者への嫌がらせに大別し、

それらリスク毎に、1) 短期的な課題：現行の制度の運用にて対応、2) 中長期

的な課題：現行制度での対応は困難で別途対応を検討すべき事項（制度、契約、

積算、精算等）に区分して対応方針の検討を行った。 
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リスクへの対応方針案 

対応（案） リスク リスクの詳細 

 短期 中/長期 

物価変動（他

国と比べてリ

ス ク が 大 き

い） 

スーダン： 

・ 粗骨材以外を殆ど輸入に依存している。 

・ 輸送ルートをウガンダのみに頼っている 

・ 天候に左右され易い 

・ スーダン/ウガンダ国境、ウガンダ/ケニア

国境の越境・通関での嫌がらせ。 

コンゴ民： 

・ 粗骨材以外を殆ど輸入に依存している。 

・ 現地調達も可能であるが市場が独占的で

在庫量に応じて購入価格が大幅に変動。 

・ マタディ港からのみ輸入 

・ 免税措置で嫌がらせ 

 

・ 価格リスクを勘案し、妥当な場合は

輸入価格で積算 

・ 輸送保険は安全サイドの保険料率

で見積り 

・ 輸送手続きにかかる時間は Risk 

High Case を想定する 

・ 事務所/実施監理体制強化 

・ 予備費の計上 

・ コスト+フィーや BQ 精算方式等 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

△ 

○ 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

？ 

労働生産性の

低さ 

スーダン： 

・ 著しく労働生産性低い 

コンゴ民： 

・ 入札上限額の大幅な超過、入札やり直し、

価格の見直しのケースが続出（他ドナー）

 

・ 日本人作業員の増（現地労働者の歩

係り補正はしない） 

 

○ 

 

政 府 の 許 認

可、承認手続

きの遅延 

スーダン： 

・ 能力不足、時間かかる 

コンゴ民： 

・ 手続きへの嫌がらせ、遅延、 

・ 手数料の要求 

 

・ 事務所/実施監理体制強化 

・ 手数料の裏付けを確認し、公的に規

定されているものがあるようであ

れば積算も可能 

 

△ 

○ 

 

○ 

 

先方負担事項

の不履行 

スーダン＆コンゴ民： 

・ 能力不足、時間かかる 

 

 

・ 先方負担事項として行うことが不

適当（予算措置能力を含む）と判断

される場合は、日本側の負担事項に

含めて実施することを検討する。 

 

○ 

 

 

 

免税の不履行 スーダン： 

・ 関税は免税可能、ただし現場レベルではト

ラブルあり、国内税は無税（要確認） 

コンゴ民： 

・ 関税は免税可能、ただし現場レベルではト

ラブルあり 

・ 間接税は実態として徴税されていないが、

製品によっては販売者が独自に課税して

いるケースが報告されている（要確認） 

 

・ 国内税/間接税は実態として機能し

ていないものとして積算（無税） 

・ ただし、課税/免税がはっきりして

いる製品かつ免税手続きが行い易

い電気量料金や燃料等は免税価格

として見積る 

・ 徴税されていない＝100％の金額を

無税で見積る 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 
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治安の悪化 スーダン： 

・ 南北政府間関係の不安定化の可能性 

・ 安全を確保できる宿泊先の宿泊費が高い 

コンゴ民： 

・ 依然として正常が不安定であり、暴動、略

奪が突発的に発生し、大規模化する可能性

が高い。また、一旦略奪が始まると誰もが

略奪に参加する可能性がある。 

・ 安全を確保できる宿泊先の宿泊費が高い 

 

・ 安全対策要員の配置、宿舎等の警

備、通信手段確保等にかかる経費を

現場管理費として計上 

・ 宿泊費を実費ベースで支給 

・ 経費率の増 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

工事の中断、

撤退 

スーダン： 

・ 政情 

コンゴ民： 

・ 治安 

 

・ 工事保険の適用 

・ 戦争保険の適用 

 

○ 

 

 

工事関係者へ

の嫌がらせ 

スーダン＆コンゴ民： 

嫌がらせ、業務への妨害 

・ 公用旅券発給の可否確認 △ 

 

 

○：JICA 内で検討・意思決定で対応可 

△：JICA 内で検討・意思決定部分的に対応可、外務省との協議が必要 

 

なお、2009 年 10 月閣議案件である「コンゴ民主共和国キンシャサ市・ポワ・

ルー通り補修及び回収計画」で、実際に取られた通常の無償資金協力案件とは

異なる対応は以下の通りである。 

■予備費：カントリーリスクに応じた予備費の計上を行う。 

■相手国負担事項：現実的に先方による実施が困難あるいはスケジュールに多

大な遅延をもたらすと危惧されるものについては日本側で実施する。 

■ベースキャンプの外構工事、電灯の設置等の見積り計上を認める。 

■安全対策のクラーク雇用を認める。 

■現地ワーカーの効率が低いことに対しては、現地ワーカーの歩掛りを増やす

のではなく、日本人のワーカーを増やすことで対応する。 

■建機の損料については、全損処理と損料輸送費込みの費用/要する手続き比較

を行ったうえで、コスト的に有利であった日本発着の輸送費込みを採用する。 

■税金については、原則どおり免税、徴税機能が働いていないものについては

無税扱いとする。 

■一般管理費において治安対策等で経費の増が見込まれるので、その分を技術

費の上限を 10%増やすことで対応する。 

■不可抗力（緊急退避航空費、篭城日数分のホテル代、ホテル～空港までの移

動、工事中断期間の建機損料、ベースキャンプ/建機が破壊された際の復旧費）

については、工事中断保険にて対応する。 
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第１章 調査概要 
1-1 調査の目的 

2008 年 5 月の TICAD IV 横浜宣言、同年 7月の洞爺湖サミットにおいて、アフ

リカ支援強化の方向性が各国首脳により確認される等、アフリカを重視した援

助方針は今後も継続されることとされている。我が国無償資金協力においても

アフリカのシェアは年々増加してきているところであるが、今後、他の地域以

上に施工・調達環境が厳しいコンゴ(民)、スーダン、ブルンジ、リベリア、シ

エラレオネ及び中央アフリカ等の紛争終結国についても支援を再開し事業を展

開していくことが必要となってきている。 

このような状況から、JICA は、アフリカにおける紛争終結国及び近年事業実

績がない国における無償資金協力事業（施設案件）にかかる実施環境を調査し

事業成立に求められる要件について検討を進めることとなり、コンゴ(民)及び

スーダンに調査団を派遣することとなった。 

 

1-2  調査団の構成 
総括              西宮宣昭 JICA 経済基盤開発部審議役 

    調査計画           金縄知樹  JICA 資金協力支援部設計・積算審査室 
    無償実施環境調査  下村則夫 (株)福永設計 
        調達事情調査      小林正明 (株)福永設計 
    通訳         平松直子  (財)日本国際協力センター 
 
1-3  調査日程 

官団員

西宮　・　金縄 下村 小林 平松（通訳）

1 3月7日 土

2 3月8日 日

3 3月9日 月

4 3月10日 火

5 3月11日 水

6 3月12日 木

7 3月13日 金

8 3月14日 土 移動：東京→パリ（JL405)

9 3月15日 日 移動：パリ→キンシャサ（AF894)

調査日程

10 3月16日 月

日順
役務コンサルタント団員

月日

移動：東京→パリ（JL405)

SAM　SPRL（建設会社）再訪問ﾋｱﾘﾝｸﾞ、JETRA（建設会社）ﾋｱﾘ
ﾝｸﾞ

JICAコンゴ民事務所と打ち合わせ、東京設計（ﾝｶﾞﾘｴﾏ浄水場調査団ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）と打合せ、NTCｲ
ﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱宿谷氏より状況聴取

資料整理

資料整理

JICAコンゴ事務所打合せ

移動：パリ→キンシャサ（AF894)

日本技術開発㈱米田氏より状況聴取

M.W.AFRITEC（建設会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ、SAM　SPRL（建設会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

世銀よりﾋｱﾘﾝｸﾞ

BCECOよりﾋｱﾘﾝｸﾞ、GEECよりﾋｱﾘﾝｸﾞ、財務省よりﾋｱﾘﾝｸﾞ

在コンゴ日本大使館表敬　ｱﾝｼﾞｪﾛｾｯｸ（産業道路調査団ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）打合せ  
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11 3月17日 火

12 3月18日 水 ﾝｶﾞﾘｴﾏ浄水場視察 官団員、JICA事務所と協議

ﾆｼﾞﾘ開発調査道路視察 官団員、JICA事務所と協議

14 3月20日 金 移動：キンシャサ→ナイロビ（KQ435）

15 3月21日 土 移動：ナイロビ→ジュバ（JO831）

16 3月22日 日 資料整理

17 3月23日 月

JICA南スーダン事務所打合せ、南「ｽ」政府　地域協力省
ﾋｱﾘﾝｸﾞ、南「ｽ」政府　財務、経済計画省ﾋｱﾘﾝｸﾞ、南｢ｽ｣
政府　労働・公共サービス・人的開発省ﾋｱﾘﾝｸﾞ、ｾﾝﾄﾗﾙｴｸ
ｴﾄﾘｱ州政府　インフラ省ﾋｱﾘﾝｸﾞ

18 3月24日 火
GTZﾋｱﾘﾝｸﾞ、USAIDﾋｱﾘﾝｸﾞ、UNOPSﾋｱﾘﾝｸﾞ、ｼﾞｭﾊﾞ在住本邦
コンサルタンﾄ、コントラクターとの打合せ

移動キンシャサ→パリ
（AF899）

19 3月25日 水 JICA南スーダン事務所打合せ 移動パリ→東京（JL406）

20 3月26日 木 移動：ジュバ→ハルツーム　在スーダン日本大使館表敬

21 3月27日 金
移動：ハルツーム→アジスアベバ→ナイロビ
JICAケニア事務所打合せ

資料整理

23 3月29日 日 移動：ナイロビ→ドバイ（EK720）

24 3月30日 月 移動：ドバイ→関空（JL5090）　関空→成田（JL188）

25 3月31日 火

26 4月1日 水

27 4月2日 木

28 4月3日 金

29 4月4日 土

30 4月5日 日

31 4月6日 月

32 4月7日 火

33 4月8日 水

34 4月9日 木

35 4月10日 金

36 4月11日 土

37 4月12日 日

38 4月13日 月

39 4月14日 火

40 4月15日 水

インフラ・公共事業・国土整備省　インフラユニットﾋｱﾘﾝｸﾞ

産業道路調査団（官・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）と協議

移動　キンシャサ→ヨハネスブルク（SA051)

EDS（コンサルタンﾄ）ﾋｱﾘﾝｸﾞ
移動：ナイロビ→ドバイ（EK734）

移動：ナイロビ→ジュバ（BS813）、JICAジュバ出張所事務所
打合せ、システム科学ﾋｱﾘﾝｸﾞ

移動：ジュバ→ハルツーム（SNR401)

移動　ヨハネスブルク→ナイロビ（KQ461)

JICA南ア事務所打合せ

資料整理

JICAケニア事務所打合せ、鴻池組海外事業部ケニア事務所ﾋｱﾘ
ﾝｸﾞ、建材サプライヤー価格調査

資料整理

22 3月28日 土
団内打ち合わせ

SPENCON(建設会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ、MOTORWAYS（建設会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

ROY TRANSMOTORS（運送会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ、
JICAケニア事務所報告

片平エンジニアリング・インターナショナルﾋｱﾘﾝｸﾞ、アーバ
ン利根、東京設計ﾋｱﾘﾝｸﾞ

13 3月19日 木

CHITEC（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

建築家協会ﾋｱﾘﾝｸﾞ

ｱﾝｼﾞｪﾛｾｯｸ（産業道路調査団ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）、東京設計（浄水場調査団ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）と協議、　JICAコンゴ事務所進捗報告

南スーダン政府教育省ﾋｱﾘﾝｸﾞ,SDV(運送会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

USAIDﾋｱﾘﾝｸﾞ

三菱商事ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸ支店ﾋｱﾘﾝｸﾞ、南ア日立建機ﾋｱﾘﾝｸﾞ

資料整理

資料コピー　整理

資料整理

UNOPS打ち合わせ、EU打合せ

資料整理

南スーダン政府　住宅・計画・環境省ﾋｱﾘﾝｸﾞ

SPENCON(建設会社）ジュバ事務所ﾋｱﾘﾝｸﾞ

IBTP（国立建築学校）ﾋｱﾘﾝｸﾞ、Const-Soco（建設会社）ﾋｱﾘﾝ
ｸﾞ、TRANS-IMPORT（建設会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

世銀ﾋｱﾘﾝｸﾞ、インターフレート（運送会社）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

Power Consult(コンサルタンﾄ）ﾋｱﾘﾝｸﾞ

JICAスーダン事務所打合せ

移動：ドバイ→関空（JL5090）
      関空→成田（JL188）  

 

1-4  調査概要 
1-4-1  調査概要 
(1) 調査団は、全行程 40 日間にわたり、コンゴ(民)(キンシャサ)及びスーダン(ジ

ュバ及びハルツーム)において、先方政府、ドナー、建設会社、コンサルタ

ント及び輸送会社等から現地の建設事情についてヒアリングを行い、また

南アフリカ(ヨハネスブルク)及びケニア(ナイロビ)において、主に資機材の

調達環境について関係企業よりヒアリングを行った。 
 

(2) コンゴ(民)においては、(株)アンジェロセック、(株)東京設計事務所、NTC イ

ンターナショナル(株)及び日本技術開発(株)の各社が、また、スーダンにお
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いては、(株)アーバン利根、(株)片平エンジニアリングインターナショナル、

システム科学コンサルタンツ(株)及び(株)東京設計事務所の各社が、本件調

査団と同時期に JICA 事業の具体的な個別案件に係る調査を実施中であっ

た。このため、訪問先とのアポイント取付けの都合上、調査の一部を各社

と合同または分担して実施することとなった。また、先行して個別案件の

調査を開始していた各社からは多大な関連情報の提供を受けた。これら各

社から寄せられた情報についても本報告書の一部として扱われている。 
 
(3) 本報告書は、主に、世銀他ドナー等により公表されている資料及び訪問先

から聴取した情報に基づきまとめられたものである。入手した情報につい

ては可能な限りクロスチェックを行い、信頼性が高いと判断された情報を

報告している。しかしながら、ヒアリングに際し当方から依頼した質問表

に対する回答書を受取ることが出来たのは数件に過ぎず、ほとんどは口頭

での回答によっている。このため、情報が断片的であることは否めず、断

定的な判断を下すことは困難である。 
 
(4) 訪問先の多くからは、可能な範囲内において、建設資機材にかかる価格につ

いても聴取した。これら情報及び「Spon’s African Construction Costs 
Handbook」を参考として、コンゴ(民)、スーダン、南アフリカ、ケニア及び

日本での建設資機材の価格の比較を試みた。 (資料 1-1 建設単価比較表)。 
 
1-4-2  主な面談先 
(1) コンゴ(民) 

・在コンゴ(民)日本大使館 
・JICA コンゴ(民)駐在員事務所 
・Ministry of Finance 
・Ministry of Public Works and Infrastructure 
・GEEC (Groupe d’Etudes Environnementales du Congo) 
・世界銀行（WB） 
・Bureau Central de Coordination(BCECO) 
・Unite de Coordination des Projects(UCOP) 
・United Nations Offices for Project Services (UNOPS) 
・European Union (EU) 
・現地施工会社 ( M.W.AFRITEC 社、SAM 社、CONST-SOCO 社、他) 
・現地コンサルタント (CHITEC INTERNATIONAL 社、他) 
・その他 (国立建築学校(IBTP)、建築家協会(SAC)) 
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(2) スーダン 
・在スーダン日本大使館 
・JICA スーダン駐在員事務所 
・JICA スーダン駐在員事務所ジュバ出張所 
・南スーダン Ministry of Regional Cooperation 
・南スーダン Ministry of Finance & Economic Planning 
・南スーダン Ministry of Labour, Public Services & Human Resource 

                 Development 

・南スーダン Ministry of Physical Infrastructure 
・南スーダン Ministry of Housing, Physical Planning & Environment 

・南スーダン Ministry of Education, Science & Technology 

・世界銀行（WB）  

・United Nations Office for Project Services (UNOPS) 

・United States Agency for International Development (USAID) 

・Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit (GTZ)  

・現地施工会社 (SPENCON 社ジュバ現場事務所他） 

・現地コンサルタント(POWER CONSULT 社、EDS 社) 
・輸送会社 (SVD LOGISTICS 社、INTER FREIGHT 社) 
 

(3) 南アフリカ（南ア） 
・JICA 南アフリカ事務所 
・三菱商事(株)ヨハネスブルク支店 
・日立建機(株)南アフリカ支店 
 

(4) ケニア 
・JICA アフリカ地域支援事務所 
・現地施工会社  ((株)鴻池組ケニア事務所、SPENCON 社、MOTOR WAYS 社) 
・輸送会社  (ROY TRANSMOTORS社) 

 
1-5 調査結果及び提言 
(1)コンゴ(民) 

紛争の終結に伴い、建設事業にかかる実施環境が未整備なまま、国際援助

機関、各国ドナーによる大規模なインフラ復旧整備が展開されている。実施

環境の未整備は、行政面において顕著である。金融をはじめとするビジネス

環境一般についても、不明瞭であり信頼性に問題があるとの指摘がなされて
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いる。施工業者及び資機材の調達については、調達環境が整備されつつある。 
1)  行政及び諸制度について 

行政機構は再構築の途上にあり、公務員制度も不充分である。また、予算

の編成・管理にかかる体制整備も遅れており、予算管理には部分的に WB、

財務府が関与している。新憲法に基づく法律整備も遅れていると推察され、

行政上必要とされる規定の多くは、現在のところ大臣令（省令）という形で

運用されている。 
公務員給与は、未払い・遅配が常態化しており、2009 年 2 月末には、世

銀が、公務員給与、政府の電気・水道代金等を対象とする緊急支援 1億米ド

ルの供与（無償）を承認している。 

コンゴ(民)政府の現状を考慮し、ドナーの多く(ほぼ全てと思われる)は、

案件の管理を政府機関に委ねず自ら実施している。WB においても、財務省

内に Bureau Central de Coordination（BCECO）を設置し、実質上自らが案

件を管理している。BCECO の Director General は、この事情を次のように説

明している。「コンゴ(民)政府による公的資金の不十分な管理、ロジスティ

ックの未整備、政府内の人材不足という重大な課題を抱えながら WB スタン

ダードに基づき事業を実施するため、WB は BCECO を設立し、自らが案件の

管理を行う必要があった。コンゴ(民)政府による調達プロセスは信頼できず、

事業資金を紛失した経験をもつ外国企業は多い」。 
援助関係者の間では、施設建設にかかる許認可について、所管する省庁

の権限内容が不明瞭であるとの根強い不満が存在する。許認可権限が不明

瞭なことにより設計変更を強いられるケースも生じている。 
同国においては、地方分権化の推進により、2010 年より新たな州制度の

導入による 26 州体制へ移行が計画されている。本年９月からは、順次地方

分権化が施行される予定で、行政上の所掌権限の見直しが検討されている。

地方への権限委譲、26 州体制への移行が円滑に取り進められるか否か、ま

た、援助案件の実施にどのような影響が生じるかは明らかではない。 
外国からの資金援助による公的な事業実施にかかる免税措置については、

2004 年 3 月 29 日付財務省令により規定され、同規定は 2004 年 6 月 19 日付

財務大臣名の回状により政府内部に周知されている。輸入関税にかかる免

税措置（還付ではなく免税方式）については、申請手続きにかかる遅延は

指摘されているものの、ほぼ例外なく適用されており、ドナーからも特段

問題視される事項は報告されていない。但し、実際の通関に際しては、引

き取りまでに長時間を要した事例や税官吏による嫌がらせを受けた事例等

が指摘されている。 
国内で生産される物品の価格には 15％の間接税(売上税：ICA)が課せられ
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ている。外国援助案件については ICA を国庫が負担し、受注した企業は、(承
認を受けた後に) 税引き後の価格で物品の購入が出来る旨規定されている。

ICA は、資機材の輸入に際しても発生するが、外国援助資金による公的事業

については、輸入時の ICA についても免除されることとされている。しか

しながら、現在の課税システムにおいて、ICA がどのように徴税され、どの

ように販売者に還付されているかは明瞭ではなく、実態として徴税システ

ムは機能していないと判断される。 
 

2)  ビジネス環境 
WB は、2004 年以来、各国のビジネス環境を一律の基準で調査・評価し、

国際比較を試みるレポート「Doing Business」を毎年公表している。同レポ

ートは、①起業のし易さ、②建設の許認可、③雇用に対する法的規制、④所

有権の登録、⑤信用力、⑥投資家保護、⑦課税、⑧二国間・多国間貿易、⑨

契約の履行、⑩ビジネスからの撤退 の 10 項目に及ぶ評価を総合的にまと

めたものであるが、同レポート 2009 年版によれば、コンゴ(民)は、調査対象

となった 181 カ国中 181 位、最も環境が整備されていない国に位置付けられ

ている。 
同レポートの「建設の許認可」の評価は、約 1,300 ㎡の２階建て倉庫を建

設する場合を想定し、必要とされる許認可について各国の手続きの効率性を

比較したものである。コンゴ(民)では、14 項目の許認可が必要で、全ての許

可を取得するのに 322 日を要すると報告されている。（環境社会配慮事項に

要する手続きを含まない。倉庫内で保管する物品の種類によっては、更に追

加の許認可が必要とされる）。また、全ての許認可を受けるのに要するコス

トは、一人当たり所得金額の 17 倍 (1,725.8% of Income per Capita) と

算出され、国際比較の結果、「建設の許認可」の効率性を 181 カ国中 141 位

に位置づけてられている。なお、コンゴ(民)の項においては、「算定された

費用には賄賂分を含まない」との注書きがあり、さらなるコストの追加が推

定される。 

コンゴ（民）で事業を行う関係者の一部からは、在コンゴ(民)の銀行機能

に対する信頼性、安全性への疑問が指摘されている。このため、同関係者の

多くは、資金の移動を現金に頼っている。同国に支店を構えるCiti Bank は、

外資系銀行として信頼性、安全性が確認されているが、非常に高い手数料

(10%)が設定されている。このような事情を踏まえ、国連職員はケニアに、

JICA 事務所員はベルギーに個人口座を開設している事例があった。現地施工

業者は、ほぼ全ての企業が国外の銀行に複数の口座を保有し、国外での決済

が一般化している。現地施工業者によれば、国外銀行を通じた決済は違法で
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はないとのことである。 

 
3)  施工業者 

公共事業を受注するためには、公共事業省令により、登録と認可が必要

とされている。外国援助案件の入札については、公共事業省による登録と

認可は義務付けられていない。公共事業省による登録と認可を受けた施工

業者は、カテゴリー(企業規模)別に 213 社存在する。この他に、SOGER 

SATOM(仏)、MALTA FOREST(ベルギー)等、登録と認可を受けておらず外国援

助案件のみに関心を有しているヨーロッパの大手企業が数社存在している。 

登録された現地の大手施工業者又は欧州からの進出企業の中には、本邦企

業の下請けとして施工を行う能力があると考えられる企業が存在している

ものと考えられる。なお、援助案件にかかる下請け企業については、登録

及び認可を必要としないが、公共事業省は、可能な限り登録及び認可を受

けた現地企業を採用して欲しいとの意向を有している。 

 
4) コンサルタント 

コンサルタントについても施工業者と同様に、公共事業を受注するため

には、公共事業省令により、登録と認可が必要とされている。公共事業省

による登録と認可を受けたコンサルタントは、カテゴリーA（6社）、同 B（7

社）、同 C（ 3 社）が存在する。この他、測量会社等が数社存在している。 
 

5) 資機材の調達  
キンシャサ市内には小規模な建材小売店は散在するが、無償資金協力によ

る建設案件に対応できる規模のサプライヤーは存在しない。建設資材はセメ

ントを除きほぼ全てを輸入に依存している。大規模工事に必要な資機材は、

コントラクターが自ら輸入するのが一般的である。 
セメントについては 2008 年後半に販売価格が高騰した。セメント価格は

概ね 10 米ドル/50Kg 台であったものが昨年後半には 一時 50 米ドルまで上

がった。同価格の高騰の背景には、国内工場が水害により操業不能となった

ことや南アでの需給が逼迫したことが原因と推察される。（この時期、南ア

自身がザンビア、モザンビークからセメントを緊急輸入した）。現在は、６

ヶ月間にわたる輸入税免除措置がとられており 25 米ドル台で推移している。

その他資材についても国内価格の変動が大きいことが指摘されている。 
鋼材、アスファルトは、主に南アから輸入している。現地施工業者によれ

ば、南ア製品には、フランスやベルギーより安価なものが多いとのことであ

る。鉄筋は国内電気炉による生産品が調達可能である。キンシャサ周辺では、
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良質な骨材の供給源が限られており、自前の採石場を有している施工会社は

少ない。公共事業省は材料試験を義務付けており、特に外国援助案件につい

ては厳格に適用されるとのことである。 
ほとんどの建設機械は大手施工業者が保有しており国内で調達可能であ

る。建設機械の不足を指摘する意見は聞かれなかった。現在のところ、不足

が生じた場合には国内施工業者間で融通しているとのことである。建設機械

をリースする会社は存在しない。 
 

6) 治安状況、安全対策 
外務省の渡航情報によれば、キンシャサ特別州（首都キンシャサ市を含む）

には渡航延期の注意喚起がなされている。現在のキンシャサ市内の情勢は比

較的安定しているが、高い失業率及び国軍兵士、警察官、公務員等への給料

の遅配等の状況は改善されておらず、国民の不満は解消されていない。更に、

2008 年 8 月末以降悪化している東部情勢に加え、世界的経済危機の影響によ

りカタンガ州を中心に多数の失業者が発生している等の事情を反映し、キン

シャサ市内においても、強奪、婦女暴行、殺人等の犯罪が報告されている。

最近では、市内ゴンベ地区に所在する大手銀行コンゴアフリカ国際銀行

（BIAC）に対する武装強盗未遂事件が発生している。 

Mission de l'Organisation des Nations Unis en Republic Democratique 

de Congo (MONUC)による平和維持活動は、2009 年 12 月末までとされており

撤収以降の治安悪化を懸念するとの指摘もあった。 

多くのドナー関係者は、「キンシャサにおける治安上の最大の懸念は、突

発的な暴動、略奪の発生、一旦略奪が始まると誰もが暴徒化する可能性が

あること」と指摘している。 

建設現場での治安対策としては、一般的には、盗難防止のためのフェンス

の設置、ガードマン配置がされている程度で、その他特別な配慮はなされて

いない。 

 

(2) 南スーダン   

南スーダンにおいても、コンゴ(民)と同様、紛争の終結に伴い、建設事業

実施にかかる環境が未整備なままに、国際援助機関、各国ドナーによる大規

模なインフラ復旧・整備が開始されている。実施環境の未整備は、行政、諸

制度、施工業者及び資機材の調達、労働力の確保、輸送に至るあらゆる面に

非効率な状況を招いている。 

南スーダンの首都ジュバにおいては、経済的基盤がほとんど未整備のまま、

難民の流入、都市機能の拡大等が起きており、都市人口が急増している。ジ
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ュバ及び周辺住民の食料その他生活物資は、地域内で賄うことが出来ず、多

くをウガンダ、ケニア等からの輸入に依存している。都市基盤の再整備は遅

れており、給水車による上水の配水、自家発電による電力確保が一般的であ

る。流通、サービス、建設、輸送等の経済活動についても現地企業のみでは

供給することが出来ず、そのほとんどをケニア、ウガンダ、エチオピア等か

ら進出した外国企業が請け負っている。現地労働者も都市型労働に不慣れで

あり質が低いことから、あらゆる分野でケニア、ウガンダ等からの出稼ぎ労

働者が雇用されている。こうした事情により、南スーダンにおける賃金及び

諸物価は非常に高い水準にある。 
 

1) 行政及び諸制度について 
南スーダンにおいては、2005 年 Comprehensive Peace Agreement(CPA)締

結を機に新政府が樹立され、新たに行政制度の構築が始められている。公務

員の経験者は少なく、行政に未熟な者が多い。また、部族間の利害の対立、

帰国組と残留組との確執も取りざたされている。Multi-Donor Trust Fund 

(MDTF)等の資金により政府機関の庁舎の整備が進められており、大臣、局長

等の執務環境は整えられつつあるものの、一般官僚レベルは、コンテナハウ

スを改造したスペースでの執務を強いられている。また、中央政府の体制作

りと並行して、地方への分権化も進められており、一国としての行政制度が

確立するまでには時間を要するものと考えられる。 

援助案件にかかる資機材の輸入については、関税の免除(還付ではなく免

税方式)が認められている。財務省によれば、新たに、州レベルにおいても

輸入関税が課せられるとのことである。免税手続きについては、南スーダン

政府の財務省に申請すれば、州レベルについても免税措置が適用されるとの

説明があるが、実態は、両者に対して申請が必要な状況にある。 
国内で調達される物品には間接税（Local Tax）が課せられており、財務

省は、これを免税扱いにすることは出来ない旨表明している。(間接税は 7

～8％程度とのことであるが、明確な規定がない模様。さらに財務次官によ

れば還付制度が存在しないとのこと。) 
 
2) 建設事情 

南スーダンにおいては、現地施工業者、現地コンサルタント及び資機材の

サプライヤーは小規模なものを除き存在していない。エンジニア、熟練工も

存在せず、単純作業に従事する一般労務者についても経験不足が指摘されて

いる。このような状況の下、現在、南スーダンにおいて建設施工に従事して

いるのは、主に、ケニア、ウガンダ及びエチオピア等からの進出企業であり、 
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労働者は、ほとんどがケニア、ウガンダからの出稼ぎ労働者である。 
 
建設資機材についても、骨材を除く全てを周辺国からの輸入に依存してい

る。(粗骨材についても一時ウガンダからの輸入に依存した時期があった)。
輸入ルートは、主に南からの陸路によるが、ジュバ－ウガンダ国グル間の道

路は大半が未舗装の悪路である。雨季には輸送事情が著しく不安定であった

が、USAID の援助により、2010 年 10 月には、ジュバ～ニムレ(ウガンダ国境)

間 190Km の舗装が完了する予定である、また、ニムレ～グル間は世銀による

改修・舗装化(JICA が協調融資で参加することを検討中)が検討されており、

中期的には輸送事情は改善されることが見込まれている。 

 
3) 施工業者 

 南スーダンには、極めて小規模なものを除き現地施工業者は存在していな 

い。また、現在、ケニア、ウガンダ等から非常に多くの建設業者が進出して 

いるが、そのほとんどは中小規模の企業である。大手企業では、ケニアから 

は SPENCON 社、ウガンダからは ROKO CONSTRUCTION 社等が進出しているに過 

ぎない。調査団がナイロビで面談した大手企業 MOTOR WAY 社(無償案件下請 

けの経験が豊富) の経営者によれば、日本のゼネコンの下請けが出来るので 

あれば、南スーダンでも仕事をしたいと考える大手企業は多いと思われると 

のことであった。日本のゼネコンの評価は非常に高く、学ぶべき点が多いと 

考えているとのことである。 

SPENCON 社、 ROKO CONSTRUCTION 社共に本邦施工業者の元で無償案件下請 

けの経験が豊富であり、両社共に、現在、世銀案件(MDTF 資金)を実施してい 

る。 

ケニア、ウガンダ等から進出している多くの中小規模の施工業者は、大手

施工業者の下請けや孫請け、又は、UNICEF や NGO が各地で進めているコミュ

ニティ開発に関連した小規模建設案件に関心を有しているものと推察され

る。これら中小施工業者の中には、ペーパーカンパニーもあり、又、図面を

理解出来ないレベルの者もあるとのことであるが実態は不明である。急速に

需要が拡大している状況下における多数の中小施工業者の進出は、価格競争

ではなく、価格吊り上げ競争を惹起しているとの指摘もなされている。 
 
以上の他に、地方での道路改修に従事している中国等の大手企業が存在し 

ている。 
  
 南スーダン政府は、施工業者の登録を行っており、登録リストが存在する 
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との情報もあったが、調査団としてはこれを確認することは出来なかった。 
 
4) 熟練工、労働者の確保 

南スーダンにおいては、あらゆる分野において現地の熟練労働者が不足し 
ており、商店、ホテル、レストランの従業員、乗り合いミニバスの運転手に 
至るまでケニア、ウガンダ人等の外国人が就労している。 
建設分野においても、スーダン人の熟練工はいない。単純労働においては 

スーダン人も就労しているが、ケニア人の 70％程度の働きといわれている。

このため、労務単価は高く、単純労働者でも 10～20 ドル/日以上。USAID が

非常に高い報酬で技術者を採用しており、ケニア人のエンジニアに 5,000 ド

ル/月を支払っている。出稼ぎ外国人には、一時的に金儲けに来ている者が

多い。出来る限り高い賃金を要求する者が多く、このため、賃金水準が高騰

しているものと考えられる。 
雇用者に対する社会保障制度については、統一政府の法律に準拠している

が、実態として、社会保障費を負担している事業者はいないといわれている。 
 

5) コンサルタント 
南スーダンには極めて小規模なものを除き現地コンサルタントは存在し

ていない。ケニア及びウガンダからは大手の総合コンサルタントが 3 社 

(Gibb Africa LTD 社、Africon Engineering / Phantom Solution Ltd.社、

Gauff Ingenieure 社)が進出しており、ナイロビを拠点として南スーダンで

の活動を展開している。この他に、中小規模のコンサルタントが多数存在し

ているが信頼性に欠けるといわれている。 
 
 
 

6) 資機材の調達 
ジュバ市内には非常に小規模な建材小売店は散在するが、無償資金協力に

よる建設案件に対応できる規模のサプライヤーは存在していない。資機材は、

骨材を除く全てを輸入に依存している。大規模工事に必要な資機材は、コン

トラクターが自ら輸入するのが一般的である。骨材も不足しており、過去に

はウガンダから輸入していた時期もある。(現在は、砕石プラントが導入され、

調達は以前ほど困難ではなくなったが価格は高価である)。 
USAID は、南スーダンの建設資材価格はナイロビの３倍、労賃は５倍、エ

ンジニアレベルの報酬は 10 倍とみている。 

現地での調達価格が余りに高額に及ぶため、GTZ はナイロビに南スーダン
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向け資機材調達事務所を設置し、ナイロビにおいて直接調達し、直接南スー

ダン内の建設現場に輸送している。トラックを３台所有しており、通関、免

税手続きの専任スタッフも同事務所に配置している。 
 

7) 輸送状況 
ジュバへの物資の輸送は、南ルート(ケニア、ウガンダ経由)が最も合理的

であり、北ルート(ポートスーダン経由、ナイル川をフェリーにより搬送) は
現実的でないとされている。北ルートは、政治的な影響を受けやすく北スー 
ダン政府の許可を得ることが困難と考えられている。また、南スーダン政府

は、実態として北ルートでの輸入については免税の承認を与えていない。輸

送手段も、鉄道、トラック、フェリー輸送が混在し荷役費用が発生すること

から、南ルートより高額となると考えられている。 
     

大手輸送業者によれば、南ルートでの輸送については、通常モンバサ港で

の荷役、通関に 7～9 日、ジュバまでの輸送に 10～15 日間を要している。輸

送は、道路事情により更に何日かを要する場合もあり、雨季には輸送が滞る

ことがある。昨年は橋梁が流され道路が寸断された。その迂回路では武装強

盗団による略奪が発生している。また、税関において、書類不備などの理由

により想定外の時間を要したり、各種検問で車を止められ、賄賂を要求され

ることがあるとのことである（ドナーからの聞き取り調査）。 

USAID により、来年 10 月に Juba～Nimule 間 190Km の舗装が完了する予定

である(完成時期は遅れるといわれている)。輸送事情の改善は見込まれるが、

ウガンダ国内の道路事情の悪さは引き続き残され、特に雨季における輸送は

不安定である。 

 
 
8) 銀行送金 

財務省によれば、南スーダンでの銀行口座開設には会社登録が必要とされ 
る。送金額に制限はないとのことであった。一方、スーダンにはアメリカに 
よる経済制裁措置がとられており、国外からスーダン国内の銀行には商取引 
にかかる送金が出来ない状況にある。 
ケニアの KCB（Kenya Commercial Bank）銀行ジュバ支店のみは、ケニア国 

内の支店として扱われているとのことであり、日本のコンサルタント数社は 
同支店に口座を開設し、国外から送金している。また、KCB を利用せず現金 
を持ち込んでいる社もある。 
南スーダン企業への支払いについては、通常、ケニア、モーリシャス、ベ
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ルギー等国外の銀行への送金により決済されている。送金手数料は 1％程度。

現金決済も広く行われている。 
 
9) 治安状況、安全対策 

外務省の渡航情報によれば、ハルツーム州及びジュバ市は「渡航の是非を

検討」との注意喚起がなされている。南部地方においては、治安情勢は全般

的に改善傾向にあるが、暫定統治三地域等の南北境界線付近では、いまだ小

規模の衝突が起きることも想定される。CPA においては、2009 年に大統領選

挙及び南北での中央・地方選挙の実施、2011 年に南部の独立を問う住民投票

の実施が定められている。このような政治の動きに伴い、一部地域の治安が

急速に悪化する可能性も排除できない。 

 
JICA は、ジュバ市（カグアダ、ロコン、ジャベル・ラドゥ、ラジャフ東岸

を含む）、ルンベク市、北バハル・アルガザール州アウェイル市、東アウェ

イル郡及びアロック、西バハル・アルガザール州ワウ市、上ナイル州マラカ

ル市に活動を制限している。 
ジュバ市及び近郊地域（ワウ、マラカル、アウェイル、ルンベク）の治安

は安定しているが、市内においては、武器の蔓延による暴力事件や武装強盗

等の都市型犯罪が増加している。また、SPLA・南北合同部隊への兵士や公務

員への給与未払いによる治安悪化の可能性が懸念されている。 
郊外の広範囲にわたる地域においては不発弾、地雷の脅威があり、特にカ

スタムマーケットの西側地区で危険性が高いと言われている。 
ジュバで活動する JICA 関係者が、郊外での調査に際し実施省庁を通じて

警察の警護を要請したことがあるが、対応してもらえなかった実績もある。

安全面において南スーダン政府からは十分な協力を得られない可能性が伺

われる。 
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(3) リスク要因及び事業実施に向けた提言   

コンゴ(民)及びスーダンにおける無償資金協力事業の実施には、種々のリス

クを伴うことが想定される。両国において想定されるリスクの要因としては、 
1) 政治の不安定化及び治安 
2) 財政、行政、制度等が未整備なこと 
3) 基本設計と実際の工事内容に齟齬が生じる可能性（基本設計調査時に確認

しきれなかった地下埋設物の存在等） 
4) 現地の建設事情にかかる情報の不足 
5) 不透明なビジネス環境 
等が挙げられる。 
 

1)  政治の不安定化及び治安にかかるリスク 
紛争終結国に特有な潜在的なリスクとして、政治の不安定化及び紛争の再発

の可能性というリスクが存在する。現在のコンゴ(民)及びスーダンにおいては、

これらのリスクは、発生する可能性は低く、また、可能性は次第に減じつつあ

るといわれているが、無償資金協力事業の実施に深刻な影響を与える可能性の

あるリスクとして潜在的に存在している。 

 

かかるリスクのもとでの事業実施に際し、早急に検討されるべき対応として

は、事情に精通した安全対策要員の配置、宿舎等の警備、車両への無線機の設

置等通信手段の確保、戦争特約保険等の経費を計上することが必要と考えられ

る。 
 

2)  財政、行政、制度等が脆弱なことに伴うリスク 

コンゴ(民)においては行政制度が再構築、南スーダンにおいては新たに政府が

樹立され、行政制度が構築される移行期の過程にある。事業実施体制は十分に

は整っておらず、更に、現行の行政制度、法律、規定等が変更される可能性も

リスクとして存在する。 
-   両国においては、財政面のみならず、制度的にも人的にも事業実施体制が

十分には整っておらず、行政が適切に執行されない、種々手続きが円滑に

実施されない等の可能性が存在する。特に、コンゴ(民)においては不明瞭な

制度と手続きが存在している。 
-   両国ともに財政事情は脆弱である。公務員給与の遅配が常態化しており、 

更に、コンゴ(民)においては、政府の電気代、水道代の支払いも滞っている。 
両国がこのような財政状況にあることには十分な配慮が必要と考えられる。 

-   移行期にある国においては、現行の法律、制度等が改廃される可能性がリ 
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スクとして存在する。 
行政や制度上のリスクについては、合理的にコスト換算することが困難であ

るために、あらかじめ起こりうるリスクを想定した予算的な対策を講じること

も難しい。かかる状況から、コンゴ(民)及び南スーダンにおいては、ほぼ全て

のドナーが施主として事業を実施するか、又は直接案件の管理を行っている。

（特に南スーダンの GTZは in-house エンジニアを直接雇用し、資材の直接購入、

直轄施工を行っている。）そのため、このようなリスクに対しては、以下のよう

な対応が考えられる。 

 
- 通関、免税等手続きの実施促進等にかかる申し入れ等については JICA から

行う等の支援が必要と考えられる。また、このためには現地 JICA 事務所の

体制の整備が必要と考えられる。 

- 両国における間接税の取り扱いについては、関税については免税がなされる。

売上税、付加価値税については、輸入品に関しては免税、国内での購入品に

関しては徴税システムが機能していないため、実態として徴税できているも

のについて免税で検討する。 

- 両国政府の財政状況からは、先方負担工事を工程に沿ったスケジュールで実

施することは非常に困難と考えられる。従って、原則として、先方負担工事

についても妥当と認められる場合は可能な限り本体工事の一部として日本

側で負担することを提言する。これは、全体工期が遅延するリスクを軽減す

ることにも資するものである。 

 

3)  基本設計との齟齬が生じる可能性 
基本設計調査についても、先方政府の実施体制が十分には整備されていない

状況において実施されるものであり、特に、紛争の影響により、信頼に足るデ

ータ、資料は多くの場合存在していない。このため、十分な精度で調査を完了

出来ない可能性が存在し、実施の段階において基本設計との齟齬が生じる可能

性が想定される。 

また、入札前の段階では顕在化していないリスク（価格変動リスク、中断リ

スク、許認可等の手続きに要する時間が延びるリスク等）が、無償資金協力の

実施期間中に顕在化してしまうことが他国と比べて高いことから、以下につい

て、検討されることが望ましい。 
- 設計変更及び中断リスク等に対応するため予備費を設定 

- 基本設計調査には十分な調査期間と M/M が必要 

- 資機材調達については第三国での調査 
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4) 建設事情にかかるリスク 

 両国においては、長年にわたり本邦企業に建設工事の受注実績が無いため、

施工業者、労働力、資機材の調達等建設事情にかかる情報が不足している。 
今回の調査結果から判断する限り、建設にかかる両国の環境は、他のアフリ

カ諸国との比較において、特に大きいリスクを有しているとは考えられない。 
 
(現地施工業者) 
本邦企業のサブコントラクターとして、コンゴ(民)においては現地の大手施工

業者又は欧州からの進出企業が、スーダンにおいてはケニア又はウガンダから

の進出企業が想定される。本件調査団の得た感触としては、これら企業の中に

はサブコントラクターとして十分な能力のあるものが存在すると考えられる。

特に、ケニア、ウガンダの施工業者には、サブコントラクターとして我が国無

償資金協力の経験が豊富な企業も含まれている。個々の企業の信頼性について

は更なる調査が必要であるが、現地施工業者の能力及び信頼性にかかるリスク

は、他のアフリカ諸国との比較において、特に大きいとは考えられない。 
但し、現地労働者の質については他のアフリカ諸国より劣っており、特にスー

ダンにおいては著しく劣っていることには十分な配慮が必要である。 
 
(資機材の調達) 
両国とも国内市場での調達は、需給バランスによる価格変動、調達の困難性

等のリスクが存在し価格の変動も大きい。従って、国内調達分については予備

を設けることが適切と考えられる。外国からの輸入については、後述するよう

に輸入ルートが極めて限定的であるため、コストが高止まりしていること、大

雨等の自然災害への脆弱性が極めて高いこと等がリスクとしてあげられる。 
 
(輸入にかかる輸送) 
資機材の輸入、輸送については、コンゴ(民)においてはマタディ港からのルー

トが唯一の選択肢となる。スーダンについては、南部ルートの道路事情に起因

するリスク、特に雨季における輸送の不安定が指摘されている。来年10月には、

USAID によるジュバ～ニムレ間 190Km の改修プロジェクトが終了し（実際の完成

時期は遅れるといわれている）、全区間の舗装及び７箇所の橋梁の改修が完了す

る予定であるが、ウガンダ国内の輸送事情の悪さは引き続き残される。 
資機材の輸入にかかる通関手続きについては、長期間を要した事例も報告さ

れており、工程の検討需給バランスによる価格変動、調達の困難性等のリスク

に配慮が必要である。 
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5) ビジネス環境にかかるリスク 

 特にコンゴ民において不透明なビジネス環境が存在する。具体的にどのよう

なリスクが生じる可能性があるかは明らかではないが、聞き取り調査の結果か

らは、許認可に関わる嫌がらせ等があげられている。これらのリスクへの対応

によっては、企業のコンプライアンスに抵触する可能性も懸念される。また、

具体的なリスクとして、資金を現金により移動しなければならないことが挙げ

られる。 
具体的に想定されるリスクへの対応としては、以下が考えられる。 

- 現金輸送保険料及び送金手数料を一般管理費として計上について検討する

こと 
- 施工業者及びコンサルタントに対する公用旅券の発給。公用旅券は、現金の

携行に際し、当該国のみならず本邦及び経由国における出入国時の安全を確

保すること（施工業者、コンサルタント団員のどこまでを対象とするかは要

検討） 

 

6）その他 

両国においては、軍人、警察官、出入国管理官、税官吏等の下級公務員のモ

ラルが確立していないため、出入国、通関等に困難を伴う状況が生じている。

これは、コンゴ(民)において顕著であり、同じ傾向はスーダンでも指摘されてい

る。かかる状況においては、事業実施段階において、施工業者及びコンサルタ

ントに対する公用旅券が発給されることが望ましい。公用旅券は入国、在留等

の手続きを容易とするのみならず、事業が公的なものであることを明示するもの

であり、種々許認可の速やかな取得等に大きく役立つものである。安全の確保

の観点からも有効であり、又、現金の携行による持ち込みが想定されることか

らも公用旅券の発給については関係者からは非常に強い要望がなされている。 
 
現地においては信頼に足る情報が不足しており、ビジネス環境には不透明さ

を伴うことが指摘されている。このような状況における応札準備には十分な現

地調査と検討の期間が必要である。両国における世銀、EU 案件においては応札

準備期間 3 ヶ月が一般的である。無償案件についても十分な応札準備期間が設

定される必要がある。 

 

両国における無償案件の実施に際しては、受注企業は、他の諸国以上に安全

に配慮する必要であり、また、種々手続きの促進にもより大きな負担を負うこ

とは明らかである。更に、資機材を第三国で調達する可能性が大である。この

ため、それらに対応するために十分な日本人常駐管理者の人数、配置期間を確

保することが必要である。 
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コンゴ民主共和国 
2-1 コンゴ民主共和国の概況 
1960 年独立以降、コンゴ(民)は、経済的、政治的に激動の歴史を経験してき

ている。独立から５年後、モブツが権力を掌握し大統領として 32 年間に亘り同

国を統治した。この間に政治は腐敗し汚職が蔓延した。1990 年代までに、同国

の経済は、不適切な経済運営、汚職、不安定な政治等によりほぼ崩壊した。90

年代は、連続する一連の暴力と紛争に特徴づけられる。91 年と 93 年には、武装

軍による略奪が繰り返され、97年には周辺7カ国を巻き込む地域紛争が勃発し、

3百万人の死者と多くの難民の発生を引き起こすこととなった。 

1999 年 7 月、ルサカにおいてコンゴ(民)政府、反政府勢力及び関係国の間で

停戦協定が署名され、混乱の最中に国連平和維持軍(MONUC)が配置されることと

なった。 

2001 年には、暫定政権のローレン・カビラ大統領が暗殺され、息子のジョセ

フ・カビラが大統領を引き継いだ。2001 年後半以降、統一と民主化に向けた対

話が開始され、2003 年には暫定憲法が制定され、統一政府が樹立された。2005

年には、国民投票により新憲法が制定され、2006 年 7 月には第 1 回大統領選挙

と国会議員選挙が行われ、2006 年 10 月には大統領選決選投票と地方議会選挙が

行われた。この結果、ジョセフ・カビラが大統領に就任し新政府が樹立された。

しかし、この和平プロセスの期間においても、同国東部においては、残存勢力

や民兵との紛争が継続している。 

 
コンゴ(民)は、広大な国土と 62 百万人の人口を有する大国である。肥沃な土

壌と豊富な降雨量、鉱物資源や熱帯雨林等の天然資源に恵まれている。豊富な

天然資源にもかかわらず、同国の経済は過去 20 年に及ぶ不適切な経済運営と紛

争により本質的に崩壊している。インフラの多くは破壊され、または、メンテ

ナンスの欠如により機能していない。行政機構は再構築の過程にあり、企業の

多くは資産、人材及びビジネスのネットワークを失っている。何百万もの人々

が家財を失い、大規模な移住、暴力、人権蹂躙、家族の分断、貧困により社会

的な繋がりは破壊されている。貧困は国中を覆っており、人間開発指数は、こ

の 10 年間で 10%以上低下し、現在は 177 か国中 167 位に位置する。 

2001 年以降、財政とマクロ経済の改善、構造改革が進められ、経済は再構築

の過程にある。2000 年に 511%であったインフレは、2001 年に 135%、2007 年に

は 18%まで低下している。改革は、透明性を高め、外資の導入を目指すため、新

たな投資法、労働法、鉱業及び森林管理にかかる法体系の整備が進められてい

る。このため、2003 年以降の投資額は、サブサハラ諸国の中では著しく高く 27

億ドルに及んでいる 



－19－ 

同国の課題は、貧困削減政策との整合性を保ちつつ、マクロ経済の安定を確

実なものとし、構造改革、行政の効率化及び投資環境の整備を進め、全土での

和平の定着と治安の改善を図ることにあるとされている。 
 
2-2 建設をめぐるコンゴ(民)政府の概況 
2-2-1 行政能力、効率性 
行政機構は再構築の途上にあり、公務員制度も不充分である。また、予算の

編成、執行にかかる体制作りも遅れており、予算管理には一部世銀(BCECO) が
関与している。新憲法のもとでの法律の整備も遅れており、国内建設業者の登

録・認可、開発案件にかかる環境・社会影響調査の実施、外国援助案件にかか

る免税にかかる規定等は現在のところ大臣令（省令）という形で運用されてい

る。 
公務員の給与は未払い、遅配という状況が常態化しており、2009 年２月末に

は、世銀が、公務員給与、政府の電気・水道代金等を対象とする緊急支援 1 億

ドルの供与（無償）を承認している。 

また、同国においては、地方分権化が進められており、2010 年より新たな州

のシステム 26 州体制（現在は 10 州＋キンシャサ市（特別州））へ移行するこが

計画されている。本年９月からは、順次地方分権化が施行されることとされて

おり、行政上の所掌分担の見直しが検討されている。 
 
2-2-2 税制、免税 
同国における税制上の最大の課題は、これまで不透明とされてきた鉱業、林

業のセクターを適切に管理し、如何に課税制度の中に組み入れていくかにある

とされている。 
 
外国からの資金援助による公的な事業実施にかかる免税措置については、

2004 年 3 月 29 日付財務省令により規定され、同規定は 2004 年 6 月 19 日付財務

大臣署名の回状により政府内部に周知されている。(資料 2-1 財務省令) 

同規定には、事業実施に必要とされる資機材の輸入にかかる関税及び国内調

達にかかる間接税を国庫が負担することが規定されている。 

輸入関税にかかる免税措置 (還付ではなく免税) については、手続きにかかる

遅延は指摘されているものの、ほぼ遅滞なく実施されており、ドナーからも特

段問題視されていない。但し、実際の通関に際しては、引き取りまでに長時間

を要した事例や税官吏による嫌がらせ等が指摘されている。 
国内で生産される物品の価格には 15％の間接税(売上税 ICA)が課せられてい

る。外国援助案件については ICA を国庫が負担し、受注した企業は、(承認を受
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けた後) 税引後の価格で物品の購入が出来る旨規定されている。ICA は、資機材

の輸入に際しても発生する（通常 CIF の 15%であるが、農業機械と工作機械は３

～５％）が、外国援助資金による公的事業については、輸入時の ICA について

も免除されることとされている。免税措置はプライムコントラクターに適用さ

れるもので、下請け企業には適用されない。 

 

財務省担当者によれば 、免税のための具体的な手続きは以下の通り。 
 

■ 免税の申請は、ドナー、受注企業、コンゴ(民)実施機関の何れが行っても良

い。 
■ 申請者が、免税の対象となる物品及び役務のリスト（以降、「免税対象リス

ト」）を作成し、税務室に提出する。 
■ 税務室は、対象リストに基づき、免税額を算出し財務省に提出する。 
■ 財務省は、免税額に相当する費用を国が負担する旨の承認書を作成する。 
■ 同承認書により、免税を承認する旨のレターが関税局、監査室、一般財源徴

収局等を含む関係機関に発出される。 
■ 受注企業が同レターのコピーを提示することにより、通関当局は関税を免除

して通関し、また、サプライヤーは売上税を免除した価格で販売を行うこと

となる。 
 
しかしながら、現在の課税システムにおいて、ICA がどのように徴税され、ど

のように販売者に還付されているかは明瞭ではなく、実態として徴税システム

は機能していないと判断される。 
 
ICA の一部を成すものとして、石油製品には価格の 10～18%が石油税として課

税されている。ICA の課税が免除されても、石油製品を小売店から免税で買うこ

とは出来ないとのことである。元売から購入する必要があり、この場合、備蓄

設備を所有していることが必要とのことである。 
 

2-2-3 環境社会配慮 
GEEC (Groupe d’ Etudes Environnementales du Congo)は、環境省において

プロジェクトの環境インパクトについて審査する機関である。コンサルタント

が作成する環境評価報告書は事業実施省庁を通じて GEEC に送られる。現在、コ

ンゴ(民)政府が独自に制定した環境ガイドラインは出来ておらず、世銀の環境

ガイドラインをベースに実施している。GEEC によれば、JICA ガイドラインにつ

いては、世銀ガイドラインと大きな相違はないと考えているので活用しても問
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題はないとのことである。GEEC は、報告書の内容を評価し、問題があればコメ

ントを付して実施官省に差し戻している。プロジェクトの評価には 30 日間程度

が必要である。問題が無い場合には、GEEC が「環境承認証明書」を発行し、環

境大臣が署名して発効する。証明書の有効期間は5年間とされている。(資料 2-2 

環境省令) 

 

環境基本法案は国会において審議されているが、制定は 2009 年 5 月頃になる

のではないかと思われる。法案においてもプロジェクトの内容に応じて、A、B、

Cのカテゴリーを設けているが、全てのインフラ案件はカテゴリーAに分類され

ると考えている。 

道路公団には環境部局が設置されているが、これはコンサルタントと共同で

環境調査を行う組織である。今後、各省庁の中に環境部局が設置され、コンサ

ルタントと共同で調査を行うこととされている。 
 
2-2-4 施工業者の登録と認可 
公共事業省は、省令によりコンサルタント及び施工業者の登録と認可を義務

付けている。（電気工事についてはエネルギー省の認可が必要）。登録を認可さ

れた企業のみが公共事業を受注することが出来る。また、認可されていない企

業との JV 企業体は公共事業へ参加することが出来ない。登録はＡ～Ｄにカテゴ

リー(企業規模)別に申請されるものであるが、カテゴリーの基準は、資本金、

技術者数、過去の受注実績等の明確な基準によるものではなく、会社の組織、

執務スペースの面積等曖昧な基準に基づいている。カテゴリーAは大企業、Bは

中規模企業、C は小規模企業、Dは零細企業と定義されている。各カテゴリーの

企業数は以下の通り。 

 
建設会社           コンサルタント会社 

 
カテゴリーA  15 社       カテゴリーA  6 社 

カテゴリーB  41 社       カテゴリーB  7 社 

カテゴリーC   63 社       カテゴリーC   3 社 

カテゴリーD  94 社 

 

登録、認可に要する費用（税）は以下の通り。 
 
建設会社         登録税        認可税     
カテゴリーA        $  500      $  3,000 
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カテゴリーB           $  350      $  2,000 

カテゴリーC           $  250      $    500  

カテゴリーD          $  100      $    200 

 

コンサルタント会社  登録税        認可税     
カテゴリーA        $  400       $  1,000 

カテゴリーB           $  250       $   600 

カテゴリーC           $  100       $   300  

 
2-2-5 設計・施工にかかる許認可 
建築、土木工事実施に必要な許認可にかかる手続きは非常に不明瞭な状況に

あるものと判断される。現地関係者の多くからは、許認可の手続きは極めて曖

昧で、どの政府機関がどのような権限を有するのか明確ではないとの指摘がな

されている。現地施工業者等によれば、予想外の省庁から予想外の指示がなさ

れることも珍しくなく、時には、植民地時代の基準を持ち出されることもある

とのこと。この過程で、設計変更を強いられたり、コミッションを要求される

ことが多いとのことである。 
設計承認には、都市開発省、土地問題省、公共事業省、大統領府等多くの省

庁が関与している。利権が複雑にからみ、最終的に政治的に決着するというの

が一般的とのことである。 
 
世銀は、「Doing Business 2009」レポートにおいて、コンゴ(民)における建設

業にかかる許認可の手続きについて分析を試みている。同レポートは約 1,300

㎡の２階建て倉庫を建設する場合に必要とされる許認可について各国の手続き

の効率性を比較したものである。コンゴ(民)においては、以下 14 項目の許認可

が必要であり、すべての許可を取得するのに322日を要すると報告されている。

（環境社会評価に要する手続きを含まず）。倉庫内で保管する物質の種類によっ

ては、更に別途許認可が必要とされる。案件が土木プロジェクトの場合には更

に多くの許認可を必要とするものと思われる。世銀は、倉庫建設案件の例にお

いて、全ての許認可を受けるのに要するコストを一人当たり所得の 17 倍

(1,725.8 % of income per capita) と算定しており、許認可取得にかかる手

続きの円滑性について国際比較を行った結果、コンゴ(民)の順位を調査対象 181

カ国中 141 位と位置づけている。（コンゴ(民)の項においては、費用は賄賂を含

まないとの注書きがなされている）。 
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1.  建設予定地の土地所有証明の取得   約 50 日 
2.  地籍抄本の取得                      約 10 日 
3.  権利書の審査                        約 10 日 
4.  建設許可の取得                      約 200 日 
5.  配電接続許可の取得                  数日 
6.  電力公社によるサイト調査            数日 
7.  配電接続許可の取得                  約 10 日 
8. 上水道接続許可の申請                 数日   
9. 水道公社によるサイト調査             数日 
10.  上水道接続許可の取得                約 10 日 
11.  固定電話網接続申請                  数日 
12.  電話公社によるサイト調査            数日 
13.  固定電話網接続許可の取得            約 10 日 
14.  建屋の登録及び所有証明の取得        約 50 日 

 
(資料 2-3 世銀資料) 

 
2-2-6  瑕疵担保期間 
コンゴ(民)における瑕疵担保期間は 10 年とされている。実態として、10 年後

に瑕疵を指摘することは不可能であり、業者が粗雑な工事、手抜き工事をする

のを防ぐためこのように定められたとのこと。なお、仏語圏アフリカにおいて

は、瑕疵担保期間 10 年は多く採用されており、現地においても特に奇異なこと

とは受け止められていない。ドナーの多くは瑕疵担保期間を1年間としている。 
 

2-3 建設案件をめぐるドナーの現状 
2-3-1  世銀 
コンゴ(民)における最大のドナーであり、行政制度の構築（特に、適切な資源

管理による適切な税収の確保、公務員制度の構築等）、ガバナンス能力の向上を

図りながら、全国レベルでのインフラの整備を行っている。1991 年、治安の悪

化に伴い一時現地事務所を閉鎖、2001 年に再開している。2001－06 年の間は和

平の定着支援 (Transitional Support Strategy)、2007－2010 年を開発支援 

(Country Assistance Strategy )と位置づけている。 

 
(1) 世銀は原則として緊急援助は実施しないこととされているが、コンゴ(民) 

においては例外的に緊急援助も行っている。2009 年２月 26 日に承認された 
緊急支援 1億ドルは世界的な経済危機に対応したもので例外的な措置。今 
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回の支援は公務員給与、政府の電気、水代等の支払いに充当される。この 
様に、政府は依然として脆弱であるが、世銀としては緊急援助の段階は終 
了したものと考えている。 
 

(2) 世界銀行の入札は国際入札によって行われる。例外的に限定国際入札、国

内競争入札、直接契約、国際機関による調達が認められている。世銀の標

準的な契約は、一括価格契約（ランプ・サム）であるが、コンゴ(民)におい

ては単価契約方式を採用し、発注者、受注者双方のリスクを軽減し、設計

変更に柔軟に対応出来る様配慮している。支払いは出来高払いが原則であ

る。ランプ・サム契約は機材案件を除き採用していない。 
 
(3) 世銀は、リスクが大きいか、事前に十分な精度でコストを判定することが

不可能な場合等には、例外的に実費後払い方式の契約を認めているが、コ

ンゴ(民)においては採用していない。 
 
(4) 道路建設、改修にかかる現地施工業者は能力、数とも十分ではない。小規

模な施工業者は、建設機械を所有しておらず、人力により工事を行ってい

る。このため、2002～3 年頃、世銀が道路改修プロジェクトを開始した際に

は、地方での道路改修は、小規模業者の育成を図りながら実施した。また、

Pro-Routes Project (2008 年 3 月承認 5 千万ドル)の一環として、現地の

道路建設業者の実態調査を実施した。200 万ドルの支援計画を策定し施工業

者の育成を図ったこともある。現地施工業者の育成は重要であるが、入札

において国内企業優先の方針は採用していない。 
 
(5) 世銀の入札は、国際競争入札が原則であり、これまで十分な競争が成り立

っている。コンゴ(民)には、外国企業も多く事務所を開設している。今後、

日本や EU 等による建設プロジェクトが重複するタイミングで実施されて

も特に調整を必要とするとは考えられない。 
 
(6) 入札準備期間については、通常は、最低６週間とされている。大規模な工

事または複雑な機器が含まれる場合には、入札予定者が応札に先立って調

査を実施できるようにするため、１２週間以上とする場合もある。コンゴ

(民)での平均準備期間は２ヶ月となっている。（機材案件を含む）。なお、

コンゴ(民)での EU の平均準備期間は３ヶ月となっている。世銀は、通常、

18 ヶ月以内に工事が完了する契約については価格調整条項を適用しておら

ず、コンゴ(民)においても認めていない。 
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(7) 世銀では、道路基金を設立して道路の維持管理費用に充てたいと考えてい

る。道路基金はガソリン代、道路使用料、車両重量検査料などから徴収す

ることを考えている。4～5 年前から開始されているプロジェクトにおいて

この道路基金システムを適用したいと考えている。既に大臣が署名し、法

的な手続きは終了している。5年間の実施期間があれば、円滑に活用出来る

ようになるものと考えており、今年はシステムがうまく機能するか否かを

見極めたいと考えている。 

 

(8) 全ての世銀プロジェクトに対し環境評価が行われている。特に、道路プロ

ジェクトにおいて環境は重要な要素である。環境社会配慮に関する調査に

はプロジェクトの総予算の 18%が充てられている。コンゴ(民)においては特

に森林資源、原住民、ピグミーの保護が重要な課題とされている。ステー

クホルダーミーティングは世銀でも行っており、関係省庁、NGO、地域住民

などの参加のもと議論され、結果は一般公開されている。非自発的住民移

転が生じた場合に必要となる補償費については、現在では世銀が支払って

いる。 

 

(9) 工事に伴う安全対策費用については、施工業者が工事費に含めて応札する

場合や、コンゴ(民)政府が安全を保障する場合がある。世銀の入札は国際

競争入札であり、安全対策費を大きく算入すると受注の可能性が減じるこ

とになる。 

 
2-3-2  BCECO (Bureau Central de Coordination) 

世銀案件の実施主体は本来借入国政府であるが、コンゴ(民)においては、事

業実施を政府が BCECO に委託し、BCECO が事業の実施を管理している。世銀は

2001 年よりコンゴ(民)に対する人道支援を開始したが、プログラムの実施に際

し、 
・コンゴ(民)政府による公的資金の杜撰な管理 
・ コンゴ(民)政府のロジスティックの未整備  
・ コンゴ(民)政府内の人材不足 

という重大な問題に直面した。 
特に、コンゴ(民)政府による調達は信頼出来ず、事業資金が紛失するという経

験をもつ外国企業は多い。このような状況の中で、緊急に事業を開始する必要

があったこと、透明性を確保する必要があったこと等から、世銀は政府内に

BCECO 及び UCOP を設立し、世銀スタンダードに基づき事業を実施することとし

た。BCECO は、財務省、大統領府、計画省と連携を保ちながら（直接的には財務
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省）予算管理、調達及びプロジェクト実施を担当している。BCECO は政府の予算

管理（1～1.5 千万ドル）も行っている。現在は、世銀資金のみならず AfDB、EU、

欧州開銀、仏援助機関の事業も受託している。内部監査は年に 24 回行われ、結

果はすべて公表されている。 

一方、UCOP は、主に緊急支援を担当してきており、技術的な観点からプロ

グラムをモニタリングしている。 
 
(1) 世銀の契約は、工事案件はすべて単価契約であり、ランプサム契約は存在 

 していない。 
 

(2) 世銀は18ヶ月以内の工期の案件についてはエスカレーションを考慮してい 
ない。但し、物価変動が余りに激しい場合には、受注業者から契約金額の

見直しを要求される場合もある。また、不可抗力による工事の遅延も発生

している。 
 

(3) 入札準備期間は、工事案件については、少なくとも 90 日としている。複雑 
 な工事の場合には 120～180 日としたケースもある。 

 
(4) 最近の建築資材の激しい価格変動は南ア・ワールドカップ関連工事の影響   

と考えている。 
 

(5) 建材の輸入について、政府は一切の制限を付していない。 

 

(6) コンゴ(民)には、現地企業として登録された企業と仏、ベルギー、中国、レ 
バノン等海外からの進出企業が多く存在する。 

（(1)～(6)BCECO による） 
 
2-3-3  UNOPS  

UNOPS は元来 UN の調達機関であったが、数年前よりプロジェクト実施機関と

して建設案件も実施している。現在では他のドナーからの依頼により、資機材

の調達のみならず、建設案件をも実施している。実施の案件は、ゴマ、キサン

ガニ、ルブンバシ、カサイ、キブ等キンシャサ以外の地方都市が多い。スタッ

フは 25 人で、コンサルタント、コントラクターの調達からプロジェクトの実施

管理まで全てを実施している。 

(1) 入札は工事金額により国際競争入札とローカルコントラクターのみに制限 

する場合がある。１千万ドル以下は国内入札としている。工事は小規模に 
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分割して発注することが多く、比較的小規模な企業との契約が多い。

SAFRICUS 等大手業者との契約実績は少ない。 
 

(2) コントラクターとの契約は UNOPS キンシャサ事務所長が行うが、フィール 

ドオフィスに実施管理の権限を付与している。 

 

(3) 契約形態は小規模案件ではランプサム方式を採用。契約金額が 55 万ドル以 

上となる場合は単価契約。price escalation 条項を入れるのが一般的。 
 

(4) UNOPS は、建築資材の平均価格を承知しているのでコスト積算がそれほど 

困難とは考えていない。昨年は、セメント価格が高騰し、UNOPS が現物でセ

メントを供給する契約も行った。 

 

(5) 前払いが必要な場合には、支払いを慎重に行う必要がある。５0万ドル以下

の契約においては前払いをしていない。 

 

(6) 公示から入札までは、小規模案件であれば 3週間。 

 

(7) これまでフォースマジュール条項を適用した例はない。クレームは入札評

価に関するものが数件あるのみ、評価のプロセスは公表していない。落札

業者に能力が無かったため契約破棄した事例がある。 

 

(8) 地方での工事の場合、支払は現金をキンシャサから航空機で輸送している。 

(銀行が信頼出来ないため) 

 

(9) UNOPS への委託手数料は事業費の 8%、コンサルタントサービスを要する場

合はプラス 3～4%。 

 

2-3-4 EU 
EUは ECHOを初めとするNGOを通じ人道支援を中心とする協力を行ってきたが、

新政府の樹立以降インフラの整備を中心とする開発支援を行っている。EU にお

いても、コンゴ(民)政府のガバナンスと予算執行の透明性には大きな問題があ

ると考えており、案件はすべて EU が直接管理している。政府負担事項の遂行能

力についても、先方の発言を鵜呑みにするのは危険であり、多くの場合約束通

りには実施されないとのことである。特に、非自発的移転を伴う案件は頓挫す

る可能性が高く、避けた方が良いとのことである。 
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(1) 入札は案件の規模によって国際入札とローカル入札の２種類がある。国際 
 入札は EU 加盟国とアフリカ諸国を対象としている。 
 

(2) EU のコントラクターも当国の建設案件には若干躊躇している。大規模イン 
フラ案件の入札が２度不調となったこともある。当該案件においては、当 
初の契約予定価格を超える契約をせざるを得なかった。（２回目の入札が不 
調となった時点で応札価格を予定価格としたとのこと）。 

 
(3) また、別の例では、１回目入札が不落となったため、マージンを上乗せし 

て、予定額をアップし再入札したこともある。 
 

(4) 契約方式はリスク回避のためＢＱ精算方式を採用している。 
 
(5)  公示から入札までの準備期間は、国際入札においては３ヶ月のケースもあ

る。ローカル入札の場合は２ヶ月。また、実施段階でのクレームを避けるた

め、応札希望者に現地訪問を義務付けている。（EU は旅費は負担しない） 
 
(6) 瑕疵担保期間は１年間。 
 
(7) ローカルコントラクターの能力等についてはあまり問題はないと判断して 

いる。工事件数が増えれば彼らも体制を拡大する。但し、工事が一時期に 
集中した場合には、建設機械は不足するかもしれない。 
 

(8) 治安対策として EU としての特別な措置（護衛、警備員の配置等）は講じて

いない。コントラクターが自己の判断で対策を投じ、常にこの環境の中で仕

事をしているので特別な配慮をする必要はないと考えている。 
 
(9)  環境影響評価については、コンゴ(民)にはガイドラインがないため EU のガ

イドラインに従っている。 
 
2-4 建設業の現状 
2-4-1 概況 
1980 年代末期より、国家は事実上崩壊し、暴動、略奪、内戦により、人道援

助を除き援助資金は流入を停止、援助機関のほとんどは事務所を一時閉鎖した。

公共事業も停止し、５００％に及ぶインフレ率等の経済状況から建設業は崩壊

または休眠状況となったものと考えられる。93 年頃には建設施工業者は 10 社以
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下となったといわれている。コンゴ(民)の復興プロジェクトが本格化すると共

に米、フランス、ベルギー、レバノン系企業が現地に事務所を設置し、世銀、

EU 等ドナーによるプロジェクトを受注している。現在は、公共事業省に登録さ

れた 213 社の他、SOGEA SATOM 社、MALTA FOREST 社等、登録をしていない欧州

の大手企業も数社存在する。 

小規模な施工業者は、建設機械を所有しておらず、人力により工事を行って

いる。このため、2002～3 年頃、世銀が道路改修プロジェクトを開始した際に

は、地方での道路改修は、労働集約型で小規模業者の育成を図りながら実施し

た。また、200 万ドルの支援計画を策定し施工業者の育成を図ったこともある。 
 
2-4-2 現地施工業者 
公共事業省に登録、認可を受けた企業のカテゴリーリストは、別添資料(資料 

2-4 公共事業省カテゴリーリスト)の通り。 
また、断片的な情報であるが、主な企業の概要は次の通り。 
(1) SOGER SATOM 社 

住所：Av. General Bobuzo Adruma no 4200, Gombe-Kinshasa 

MAIL：sewa.mensah@vinci-construction.com 

フランス企業、アフリカでの経験が豊富。ブラザビルでも事業を実施して

いる。公共事業省には登録していない。ドナーの資金協力案件のみに関心

を持っている。重機類を無税で持ち込んでおり、公共事業他ローカルの事

業を受注すると税金を払わなければならない。ブラザビルにも支店があり

建設機械を融通している 
 
(2) MALTA FOREST 社 

TEL : 099-851-0867 

ベルギー企業。Kinshasa と Matadi に事務所を有している。技術者は、エ ン

ジニア 12 名、技術者 30 名、測量 3名、建築家数名、従業員は 113 名。2007

年受注額 64 百万$。 

Matadi 市内のコンクリート舗装道路の改修 1.5Km、道路擁璧工事、国道 1号

線アスファルト舗装の改修(Banzan-Ngungu--Matadi)、橋梁改修、Matadi 港

改修、Boma-Nwanda 間のラテライト舗装の改修、学校、病院の建設等の工事

実績。機材は新しく整備されている。ガレージも適切に管理されている。

Matadi での保有機材は、ブルドーザ 2台、バックホー2台、振動コンパクタ

2台、グレーダー2台、ダンプトラック 2台、コンクリートミキサー1台、ト

ラクター1台、トラック 2台。Kinshasa ではより多くの機材を保有している。 

  (資料 2-5 MALTA FOREST 社概要) 
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(3) SAFICAS (カテゴリー A) 

Tel：0998131337 

Kinshasa の中堅建設会社。資本金 540 万$、2007 年受注額 54 百万$。技術者

は、エンジニア 9名、技術者 115 名、測量 20 名。 

   (資料 2-6 SAFICAS 社概要) 
 

(4) BACOM  (カテゴリーB) 

TEL : 099-879-0129, 0898932684 

101, Av. Tsuapa, C/Kinshasa 

主要な保有機材 バックホー18 台、ブルドーザ 15T5 台、ブルドーザリッパ

付 4台、モータグレーダ 10 台、トラック 41 台、コンクリートミキサー7台。 

国道 1号線の改修の工事実績。 

 

(5) MW. AFRITEC (カテゴリーB) 

4, Route des Poids Lourds Limete, Kinshasa 

Tel：081700611 

Kinshasa の中堅建設会社。資本金 500 万 FC、2007 年受注額 12 百万$。技術

者は、エンジニア 12 名、技術者 21 名、測量 6名。 

主要な重機を保有。 
(資料 2-7 MW. AFRITEC 社概要) 

 
(6) SAFRIMEX (カテゴリーA) 

3350,Av.Muzu, Comune de Limete 

Tel：099909090, 0999944470 

資本金 100 百万 FC、2007 年受注額 5.3 百万$。技術者は、エンジニア 7名、

技術者 15 名、測量 3名。 

主要な保有機材 バックホー5 台、ブルドーザ 15T1 台、ブルドーザリッパ

付 2台、モータグレーダ 3台、コンクリートミキサー7台。 

(資料 2-8 SAFRIMEX 社概要) 

 

(7)  SAM (カテゴリーB) 

     (資料 2-9 SAM 社概要) 

 

本邦コンサルタント会社が CTB (Cooperation Technique Belge) の道路専門

家に現地施工会社の評価について問い合わせたところ(CTB はコンゴ(民)の事情

に最も精通しているドナーのひとつ)、次の様なコメントがなされた 
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・SOGEA SATOM はルワンダの仕事で高い評価をうけている、 
・Afritec 社は評判は良いが仕事は遅い、 
・MALTA FOREST 社は比較的評価が高い、 
・他の社については評価する情報を持ち合わせていない、 
とのことであった。 
 
また、公共事業省によれば、 

・SAFRICAS と MALTA FOREST 社は単価が高い、 

・Afritec 社は、技術力も価格も良い 

・Safrimex 社 普通 
とのことであった。 
 
2-4-3 現地コンサルタント 
コンサルタントについても、公共事業を受注するためには、公共事業省令に

より、登録と認可が必要とされている。公共事業省による登録と認可を受けた

コンサルタントは、カテゴリーA6 社、B7 社、C3 社が存在する。カテゴリーリス

トは資料 2-4 の通り。この他、信頼性に欠けるが、測量会社等が数社存在して

いる。 

(1) AEC 社 (カテゴリーA) 

    住所 : 5268,Av.Wamba, Madrandele, C/ Limete 

 

(2) GECT 社 (カテゴリーA)  

住所 : 32 B, Av.Tombalbaye, C/Gombe 

 

(3) HP GAUFF INGENIEURE 社 (カテゴリーA)  

住所 : Local 2.19.1,3 eme niveau Imm, SOFIDE, C/Gombe 

 

(4) INTERNATIONAL SERVICES CONGO 社 (カテゴリーA)  

住所 : 149, Bld du 30 Juin Imm,SNEL, C/Gombe 

 

(5) KOBA ENGINEERING CONSULTING 社 (カテゴリーA)  

住所 : Local 9.11, Av. Ngabu 3 eme, niveau Imm SOFIDE, C/Gombe 

 

(6) MOPATS/RD CONGO 社 (カテゴリーA)  

住所 : 43, Av. Tombalbaye, C/Gombe 
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(7) ALPHA TOPO (カテゴリーB) 

住所 : 8, Rue de la Paix, Q/Ma campane, Commune de Ngaliema, Kinshasa 

TEL : 0811719061 

MAIL : david.guth@alpha-topo.com 

測量コンサルタント 

 

(8) COST-SOCCO 

住所 : 17, Avenue des Forgerons, Limete,Kinshasa 

TEL : 0999 945 144 

    (資料 2-10 COST-SOCCO 社概要) 

 

また、土質試験については、道路局(Office de Route)のラボラトリーの利用

が可能とのことである。 
 
2-4-4 資機材の調達 
キンシャサ市内には小規模な建材小売店は散在するが、無償資金協力による

建設案件に対応できる規模のサプライヤーは存在していない。建材はセメント

の一部を除きほぼ全てを輸入に依存する。大規模工事に必要な資材はコントラ

クターが自ら輸入するのが一般的である。セメントについては国内に 2 社(1 社

は国営)3 工場が存在する。国内産業保護の観点から輸入規制が行われていると

の指摘も有るが、現地施工業者によれば輸入申請が認められなかったというケ

ースは無いとのことである。現地企業からは、建築資機材の輸入関税は高率に

及ぶとの指摘があったが調査団としては確認することが出来なかった。 

 
昨年は、セメント価格が高騰した。以前は、概ね 10$ / 50Kg 台であったが昨

年は 一時$50 まで高騰した。最近は$25 程度。現在、６ヶ月間にわたり輸入税

免除措置がとられており$25 に落ち着いているとのこと。昨年の高騰は、国内工

場が大雨による水害により操業停止となったこと、南アでのワールドカップ工

事のため南アでのセメント価格が暴騰したことによる。（この時期、南ア自身が

ザンビア、モザンビークから緊急輸入している）。なお、セメントの価格は、国

内市場で調達する場合には、統制価格により輸入品、国産品とも同価格とされ

ているとのことである。 

 
鋼材、アスファルトは主に南アより輸入している。南アからの輸入は、一般

に仏やベルギーより安価とのことである。国内に電気炉があり、鉄筋の一部は

国内で賄うことが出来る。キンシャサ周辺では、良質な骨材のソースが限られ
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ている。SAFRIMEX 社は自前の採石場を持っている。なお、特にドナーに対して

は、公共事業省により材料試験が義務付けられているので注意が必要である。 
最近ではキンシャサにおいて、ガソリンが不足することはなかった。バコン

ゴではしばしば不足が生じている。 
 
ほとんどの建設機械は、大手施工業者が保有しており国内で調達可能である。

不足しているとの指摘は聞かれなかったが、不足が生じた場合には国内施工業

者間で融通しあっているとのことである。建設機械リース会社は存在しない。 
主なサプライヤーは以下の通り。 
 

(1) GENERAL CONSTRUCT 社 

Tel : 081-8807-603 

コンクリート二次製品のサプライヤー 

 

(2) TRC 社 

セメント卸業者 

 

(3) CARRIGRES 社 

Tel :0998241403 

砕石業者 

販売業者。破砕機は所有していない。 

 

(4) FAMECO 社 

Tel : 0811466130 

鉄筋製作業者 

定尺 12m で、6-32mm まで製作可能 

H 鋼等の鋼材は輸入によっている 

 
2-4-5  輸送事情 
マタディ接岸後キンシャサまで２週間程度を要するとのこと。輸送自体には

特段の問題はない。接岸、荷揚げ日の確定が不確実であり、通関に際し当局の

嫌がらせを受けたり、金品を要求されることがあるとのことである。 
 
2-4-6  雇用、社会保障 
現地施工業者の間では、熟練工が不足しているという認識はなく、外国人労

働者は中国企業を除きほとんど見当たらない。外国援助案件にかかる外国人労
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働者に対するヴィザ発効についての制限はないとのことであるが、アジア、他

のアフリカ人労働者は嫌がらせを受けるかもしれないとの指摘があった。 
社会保障については、制度と実態の乖離が指摘されており、制度通り現地雇

用者の社会保険料を支払っている企業は少ないというのが一般的な見解である。

一旦支払うと、担当機関以外からも、古い規則等を持ち出され、徹底的に狙い

撃ちされるとの指摘もある。 
コンゴ(民)においては、国営保険機構(SONAS)が唯一の保険会社とされている。

現地建設会社からのヒアリングにおいては、SONAS について特段の問題は指摘さ

れなかったが、現地 JICA 事務所によれば、公用車が事故を起こした際の保険金

支払いが滞っているとのことであった。また、海外の保険会社に加入した場合

には、事故証明書発行機関である SONAS は事故証明を発行しない可能性がある

との指摘もあった。 

 
2-5  コンゴ(民)におけるビジネス環境 
2-5-1 ビジネス環境 
世銀は、2004 年以来、各国のビジネス環境を一律の基準で調査・評価し、国

際比較を試みるレポート「Doing Business」を毎年公表している。同レポート

は、①起業のし易さ、②建設の許認可、③雇用に対する法的規制、④所有権の

登録、⑤信用力、⑥投資家保護、⑦課税、⑧二国間・多国間貿易、⑨契約の履

行、⑩ビジネスからの撤退 の 10 項目に及ぶ評価を総合的にまとめたものであ

るが、同レポート 2009 年版によれば、コンゴ(民)は、調査対象となった 181 カ

国中 181 位、最も環境が整っていない国に位置づけられている。 
 
2-5-2 銀行送金 
関係者の一部からは、在コンゴ(民)の銀行には信頼性、安全性に疑問があると

の指摘がなされている。このため、関係者の多くは、資金の移動を現金によっ

ている。Citi Bank については、一応、信頼性、安全性が確認されているもの

と考えられるが、手数料は非常に高額(10%)である。.このような事情から、国連

職員はケニアに、JICA 事務所員はベルギーに個人国座を開設しているとのこと

である。現地施工業者は、ほぼ全ての企業が国外に複数の口座を有しており国

外での決済が一般化している。現地施工業者によれば、国外銀行での決済は違

法ではないとのことである。 
 
Kinshasa における銀行リスト 

(1) BCDC (Banque Commerciale du Congo) 

Situee Commune de la Gombe 
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(2) Citi Bank, 

Ave Colonel Lukusa et Ngongo Lutete Commune de la Gombe 

Tel: 081 884 0015 

 
(3) Raw Bank SARL 

3487, Boulevard du 30 juin Commune de la Gombe 

Tel: 099 832 0000, 081 983 2000 

入金は国外からの送金のみ受付 

個人口座  パスポートコピー、写真２枚が必要 

法人口座  会社存在証明（在京大使館による証明が必要 

 

(4) BIAC 

Avenue de la Douane n1 Building Nioki et boulevard du 30 juin n87 

Commune de la Gombe 

Tel: 081 555 4000  (Mr. Eric KIBANGU 081 700 9345) 

個人口座  パスポートコピー、写真２枚が必要 

法人口座  会社存在証明（在京大使館による証明が必要 

国外からの送金、現金による入金共に可能 

開設時 個人口座$100 以上 

     法人口座$500 以上 

 

(5) Banque Congolaise 

Croisement avenue de la Nation et des Aviateurs Kinshasa 

Tel: Placide Tshibanda Directeur Commercial et Marketing 

099 930 8115 

 
(6) ECOBANK 

Immeuble Future Tower, Boulevard du 30 Juin 3642, Kinshasa, Gombe 

Tel: 099 601 6000 

個人口座  パスポートコピー、写真２枚が必要 

法人口座  会社存在証明（在京大使館による証明）、代表者のパスポート、

写真が必要 

国外からの送金、現金による入金共に可能、個人口座の場合代理人（本人

不在時に備え）が必要 
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2-6 治安状況、安全対策 

外務省の渡航情報によれば、キンシャサ特別州（首都キンシャサ市を含む）

には渡航延期の注意喚起がなされている。現在のキンシャサ市内の情勢は比較

的安定しているが、高い失業率や国軍兵士、警察官、公務員等への給料の遅配

等の状況は改善されておらず、国民の不満は解消されていない。また、2008 年

8 月末以降悪化している東部情勢問題の他、世界的経済危機の影響により、鉱物

資源価格が大幅に下落し、カタンガ州を中心として多数の失業者が発生してい

る。このような事情を反映し、キンシャサ市内においても、強奪、婦女暴行、

性的暴行、殺人等の犯罪が報告されている。また、最近は、市内ゴンベ地区に

所在する大手銀行コンゴアフリカ国際銀行（BIAC）に対する武装強盗未遂事件

が発生している。 

 東部地域には、政府の権限が完全に及んでおらず、武装勢力による暴力行為が

発生している。政府は各武装勢力間の停戦及び武装解除を進めており、今後も

情勢の推移に十分注意する必要がある。なお、MONUC による平和維持活動は 2009

年 12 月末までとされている。MONUC 撤収以降の治安悪化が懸念されるとの指摘

もあった。  

多くのドナー関係者は、「キンシャサにおける治安上の最大の懸念は暴動、略

奪がいつ始まるか全く予測がつかないこと、一旦略奪が始まると誰もが略奪に

参加する可能性があること」と指摘している。 

建設現場での治安対策としては、一般的には、盗難防止のためのフェンスの

設置、ガードマンの配置がとられている程度でその他特別な配慮はなされてい

ない。 
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第３章  スーダン共和国 
3-1 スーダン共和国の概況 
スーダンは、1956 年独立以来内戦の悪夢に悩まされ続けてきたが、2005 年 1

月に、政府と the Sudan People’s Liberation Movement (SPLM) との間で南北

包括和平合意(CPA)が成立。CPA に引き続き 2006 年 5 月には Darfur Peace 

Agreement が、同年 10 月には Eastern Sudan Peace Agreement がそれぞれ締結

された。CPAに基づき2005年7月、統一暫定政府(Government of National Unity)、

暫定南スーダン政府(Government of South Sudan)が設立された。CPA において

は、2009 年に大統領選挙及び南北での中央・地方選挙の実施、2011 年に南部の

独立を問う住民投票の実施が定められており、この着実な実施が同国の最大の

課題とされている。2007 年に、バシール大統領は UN-AU 合同平和維持軍のダル

フールへの配置を認め、現在 2 万 6 千名の維持軍が同地域に配置されている。

推定によれば、これまでに同地域において 20 万人以上が殺され 250 万人以上が

難民となっている。 
 
スーダン経済は、早いペースで成長を続けている。2007 年の成長率は 10%に

及ぶと推定されている。これは、アフリカ域内において最も高い成長率である。

しかし、石油資源の早急な開発は、マクロ経済運営を著しく複雑にし、非石油

部門との格差、CPA 遵守に伴う財政負担の増、過去数年 8%に及ぶインフレ率の

高さ等の不均衡をもたらしている。 

南スーダンの経済は、収入のほとんどを CPA に基づく暫定統一政府からの石

油収入の配分に依存しており、石油価格の影響に左右される極めて不安定な状

況に置かれている。石油以外の収入は僅かに過ぎない。  

 
南スーダンにおいては、ドナーの多くは 2003 年頃より事務所を再開し復興支

援を開始、2005 年新政府樹立と共に USAID、世銀(MDTF) を筆頭に大規模なイン

フラ整備が開始された。しかし、首都のジュバにおいても、都市基盤の整備は

遅れており、いまだ給水車による上水の配水、自家発電が一般的である。ジュ

バ及び周辺住民の食料その他生活物資は、ジュバ及び近郊で賄うことが出来ず、

ウガンダ、ケニア等からの輸入に依存している。流通、サービス、建設、輸送

等の経済活動についても現地の企業のみでは対応することが出来ず、そのほと

んどをケニア、ウガンダ、エチオピア等からの進出企業が請け負っている。現

地労働者も都市型の労働に不慣れであり、建設労働者、ホテルやレストランの

従業員、乗り合いミニバスの運転手に至るまで、あらゆる職場でケニア、ウガ

ンダからの出稼ぎ労働者が雇用されている。このような事情から、南スーダン

における賃金及び諸物価は非常に高い水準にある。 
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3-2 建設をめぐるスーダン政府の概況 
3-2-1 行政能力、効率性 
(1) 南スーダンにおいては、行政の基盤が存在せず公務員経験者もいない状況 

から、新政府と行政制度の構築が始められた。世界各国に散在していた南

スーダン出身者が呼び戻され、新政府の要職に就くケースが多い。公務員

の経験は少なく、職務に未熟な者が多い。また、部族間の利害の対立、帰

国組と残留組との確執も取りざたされている。MDTF 資金により政府機関の

庁舎の整備が進められており、大臣、局長等の執務環境は整えられつつあ

るものの、行政を担う一般官僚レベルはコンテナーハウスでの執務を強い

られている。人的、物理的に整備が整うには未だ時間を要する。また、行

政の地方への分権化も進められており行政制度が確立するまでには時間を

要するものと考えられる。 
 

(2) 地方への分権化が進められる中で、南スーダン政府と州政府の間には政治 
的な確執があると言われており、両者の間には円滑な連携が欠けていると 
の指摘がある。プロジェクトの実施管理をめぐって将来何らかの問題が生 
じる可能性が懸念されている。 
 

(3) コンゴ(民)と同様、南スーダンにおいても、行政の未整備、人材の不足とい 
う事情からほとんどのドナーは直営で事業を実施している。 
 

(4) 特に、建設行政を担う技官の不足は深刻であり、建設事業における種々許

認可等の手続きが円滑に行われない可能性が指摘されている。 
 
(5) 建設分野においては、エンジニアから一般労務者に至るあらゆる職種にお

いて、経験を有する現地労働者が不足しており、このため、ほとんどが近

隣国からの出稼ぎ労働者によって占められている。労働・公共サービス省

は、かかる状況を改善するため、スーダン人の雇用を義務付ける方策を検

討しており、このような措置がとられた場合には、相当な混乱が生じる可

能性があると指摘されている。 
 

3-2-2 税制、免税 
(1) 税制は、実態上南スーダンの税法に従って行われている。 

 

(2)  援助案件にかかる資機材の輸入については、関税の免除(還付ではなく免税)
が認められている。免税手続きは、本来は統一政府を通じて処理されるべき
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事項であるが、実態として、南スーダン政府のみにより処理されている。財

務省によれば、新たに、州（State）レベルにおいても輸入関税が課せられ

ることとなったとのこと。免税手続きについては、南スーダン政府の財務省

に申請すれば、州レベルについても免税措置がとられるとの説明がなされて

いる。しかし、実態は、両者に対して申請を行わざるを得ない状況となって

いる。また、免税手続きを一括申請するこが出来ず、ロット毎に申請しなけ

ればならない。このため、手続きを繰り返すことになり、申請者にとっては

大きな負担となっている。ドナー関係者によれば、通常、免税の承認を取り

付けるのに１ｹ月近くかかるとのこと。（事業実施省庁で 1～2 週間、財務省

で 1～2週間）。 
 
(3)  国内で調達される物品には間接税（Local Tax）が課せられている｡財務省 

は、これらを免税扱いにすることは出来ない旨表明している。このため、 
外国援助案件であっても、受注企業は、南スーダン国内で調達する建設資 
機材、及び役務について間接税を支払うこととなる。(間接税は 7～8％程度 
とのことであるが、明確な規定がない模様)。 

 
(4)  財務省によれば、ポートスーダン経由での資材の輸入は統一政府を通じて 

免税手続き、通関手続きを行わなければならず、時間と費用がかかる。そ 
のためモンバサ港経由の南周りで輸送することを勧めるとのことであった。 
モンバサ港からだと７日間（通関手続き１日程度を含む）、カンパラからだ 
と２日間で到着する。南スーダンでの通関手続きは南スーダン政府内で処 
理されるので、北ルートに比べて時間と費用が格段に節約されるとのこと 
である。 
 

(5)  特段の輸入制限等はない。但し、免税扱いで輸入した資機材は他の一般プ 
ロジェクトへの転用は不可とのこと。 

 
3-2-3 環境社会配慮 
統一政府においては既に環境保護法が制定されおり、事業実施主体に対し EIA

に相当する調査を義務付けている。現在、環境・天然資源省において EIA ガイ

ドラインが策定されつつあるとのこと。しかし、南スーダンにおいては未だ環

境保護法に相当する法律は制定されておらず、EIA にかかる実施体制も整備され

ていない。このため、世銀、MDTF 案件については世銀ガイドラインに従い、USAID

は USAID ガイドラインに従って EIA を実施している。南スーダン政府環境・野

生生物保護・環境省によれば、外国援助案件については、当面の間援助国のガ
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イドラインに基づく調査を受け入れるとのことである。 
 
3-3 建設案件をめぐるドナーの現状 

3-3-1  USAID 

(1) 08 年度の対南スーダン援助は総額 $96.3 百万であり、最大のドナーとなっ 

ている。このうち$ 76 百万がインフラ整備に向けられている。インフラ整

備は、①米コンサルタント Louis Berger 又は②UNOPS の何れかの組織に委

託して実施されている。政府機関が十分な事業実施能力を持たない南スー

ダンにおいては、他の多くのドナーも同様の方法で事業を実施している。

Louis Berger ISP は設計から調達まで全てを実施。USAID に代わり工事発

注業務を行っている。契約は基本的に FIDIC ベースとのこと。 
 

(2) 最大のインフラ整備案件は Juba-Nimule(ウガンダ国境)間 192Km の改修（舗 

装）であり、７箇所の橋梁の改修を含む。測量、設計、地雷除去、ベイリ 

ー橋の改修は昨年 10 月までに終了しており、2009 年 4 月中に新たに入札 

を行い 2010 年 10 月には完工の予定。総所要資金は$ 250 百万（技術協力を 

含む）。本件は、Louis Berger が実施している。192km の道路舗装工事は 3 

つの区間に分割して入札を行った。中国、ケニア、ウガンダ、エチオピア、 

エジプト、トルコ等のコントラクターが応札した。工事規模が大きいため、 

多くのコントラクターの関心を引いたものと思われる。 

 

(3) UNOPS に委託して実施している Accelerated Infrastructure Program は、 

2006 年から 5年間で総額 62 百万ドルの事業であり、道路・橋梁建設や学 

校、ヘルスクリニック等を建設するもの。道路案件では、西部エカトリア、 

ブルーナイルにおいて道路、橋梁整備を進めている。 

 

(4) USAID では、建設資材価格は概ねナイロビの３倍、labour コストは５倍か 

ら 10 倍（engineer レベル）とみている。（ケニア国内の labour コストは$4 

  ～5/ day）。 

 

(5) コンサルタントによる事業費積算と入札時の応札額に 30%程度の乖離が生

ずることは時々発生しており、この場合には再入札を行うとのこと。 

 

(6) USAID では、道路の他に地方電化、ジュバ衛生改善、住居整備等インフラ 整 

備、農業開発、民間セクター育成、雇用機会創出、環境分野において協力 

を実施中。USAID の他に、世銀（MDTF）は、Yambio～Kaya、Juba～Narus 
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の道路整備を行っている。また、EU は Tambura～Wau の道路整備を行ってい 

る。 

 

(6) USAID では労務者のうち 15％は現地労務者を使用し、on the job training 

を実施している。技能工はケニアとウガンダから調達している。労働許可 

は Diploma ステータスが必要という理由で申請し、１ヶ月の就労ビザを取 
得している。現地施工業者の技術レベルは非常に低く、外国人に対する労 
働許可制限の実施は労働省が考えているようには進まないであろう。 
 

(7)  輸入資材はモンバサ港経由の陸送ルートで輸入し、通関手続きは南部スー 
ダン政府のみに申請している。ハルツーム経由は、通関手続きに問題があ 
り利用していない。 
 

3-3-2  世銀 
(1) MDTF、世銀案件ともに世銀ガイドラインに従って実施されており、南スー 

    ダンにおいて特例的な措置はなされていない。契約は、ほぼ全てが FIDIC 

に基づいており、B / Q 方式によっている。B / Q 方式は、施主と施工業

者の双方のリスクを軽減するものである。 
 

(2) 2005 年、世銀が南スーダンに対する協力を開始した当時、プロジェクトの 
 コストを事前に積算するという作業は非常に困難であった。現在では、当 
時より遥かに市場化が進んでおり、世銀のみならず関連企業も経験を蓄積 
し、事業費積算の精度は格段に向上している。 
 

(3) しかし、現在でも入札価格が事前の見積額をオーバーするという現象は日 
常的に生じており驚くには値しない。このような場合は、通常、予定価格 
を引き上げることで対応している。これが、困難な場合には、規模縮小、

スペックダウン等の措置をとることになる。南スーダンのような状況の下

で、応札者がどのようにリスクと利益を計上するかをコンサルタントが事

前に見積もることは非常に困難と考えている。 
 

(4) 南スーダン政府が、労務者のスーダン化について早期に具体的な政策を導 
 入することはないものと考えているが、仮に、その様な事態が生じたとし 
ても、その経済的な不便益を被るのは南スーダン自身である。世銀として

はコストを事業費に計上するのみである。 
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3-3-3  UNOPS 

(1) UNOPS では、ドナーの委託を受け事業を実施しているが、主に USAID の資 

金によるプロジェクトを実施している。遠隔地の学校建設 35 箇所、ヘル 

スクリニックの建設、道路改修事業として Yambio-Tambura 道路 185km の 

砂利舗装の改修、Dabio-Ezo 道路 75km の再整（re-grading）、コミュニテ 

ィ開発、警察署整備や警察トレーニングセンターの建設などを実施してい 

る。 

 

(2)大規模案件は FIDIC ベースの BQ 契約方式。10～14％の前払い制度（銀行保

障の取り付けが条件）。支払いは毎月の出来高払いで、出来高の 90％を支払

う。残り 10％は瑕疵担保期間終了後に支払われる。小規模案件（10,000 ド

ル～20,000 ドル程度でシンプルな工事）ではランプサム方式もある。コント

ラクターとの契約は、間接税を含む金額で契約している。南スーダン政府に

対し免税を要求するのは不可能である。 
 
(3) 公示から入札までの期間は、最短で７日間、大規模案件では 40～45 日間。 

 

(4) 瑕疵担保期間は６ヶ月（小規模案件）から１年（大規模案件）。 

 

(5) 施工業者への支払いは、外資系企業の場合は銀行送金（外国で決済）とし、 
 ローカルコントラクターには、アメリカの経済制裁によりスーダン国内の 
銀行口座への送金が不可能なため、小切手による支払いを行っている。 

 
(6) UNOPS のプロジェクトは、ウガンダ国境などの辺境地域が多く、ケニアやウ 

 ガンダ等のコントラクターも関心を示さない。そのため、ローカルコント 
ラクターと契約する場合もある。 

 
(7) 現地労務者の技術レベルは極めて低いが、止むを得ず現地労務者を雇用す

ることもある。このため、品質面、工期にかかる問題が多々発生している。

UNOPS として現地労務者の雇用を義務付けている訳ではないが、出稼ぎ労働

者より労賃が安価であることから雇用されているものと思われる。現地労務

者の雇用は施工業者の判断による。 
 
(8) 通関、免税手続きはコントラクターではなく、UNOPS が直接申請している。 

 

(9) UNOPS の標準契約書フォーム (資料 3-1 UNOPS 標準契約書フォーム) 
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3-3-4 GTZ 

(1) GTZ は、主に UNHCR や WFP との連携により案件を実施している。 
 
(2) 南スーダンにおいては、GTZ は、直営によりプロジェクトを実施している。

コントラクトアウトは、コストが余りにも高額となるため特例として直営方

式を採用している。 
 
(3) 施工業者は、ジュバから外には行きたがらない。また、ジュバ以外では資

機材の入手が非常に困難となる等の事情もあり、止むを得ず直営方式で実施

している。南部地方の道路維持改修工事 (1,800km の砂利舗装道路の改修) 
に 15 台のグレーダー、15 台のロードローラをウガンダから調達したことも

ある。 

 

(4) GTZ は、現地の施工業者、コンサルタント、労務者等の技術レベルは相当低 
 いと判断しており、外国人を採用している。労働許可は、資格保有者が必

要という理由で申請している。 
 
(5) 南スーダン政府は、治安上の安全は確保すると明言しているが、これは事 

 実上困難である。外資系コントラクターの多くは地方部での事業は治安リ

スクが高いと判断している。あるドイツ系コントラクターも地方での事業の

入札には応札しなかった。 
 
(6) GTZ では、建設資機材等は全て輸入している。ナイロビに南スーダン向け資 

 機材調達事務所を設置、トラックを３台所有し、定期的に資機材を輸送し

ている。事務所には、通関、免税手続きの専任スタッフを配置している。

輸入ルートは、全て南ルートである。 
   
3-4 建設業の現状 

3-4-1  概況 

南スーダンにおいては、現地施工業者、現地コンサルタント及び資機材のサ

プライヤーは小規模なものを除き存在していない。エンジニア、熟練工も存在

せず、単純作業に従事する一般労務者についても経験不足が指摘されている。 
このような状況の下、現在、南スーダンにおいて建設施工に従事しているのは、

主に、ケニア、ウガンダ及びエチオピア等からの進出業者である。労働者につ

いても、ほとんどがケニア、ウガンダからの出稼ぎ労働者である。 
建設資機材についても、骨材を除く全てを周辺国からの輸入に依存している。 
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(粗骨材についても一時ウガンダからの輸入に依存した時期があった)。輸入ルー

トは、主に南からの陸路によるが、ジュバ－グル間の道路は大半が未舗装の悪

路である。雨季には輸送事情が著しく不安定であったが、改修が進みつつあり

状況は改善されている。USAID の援助により、2010 年 10月には、Juba～Nimule(ウ

ガンダ国境)間 190Km の舗装が完了する予定であり、輸送事情は更に改善される

ことが見込まれている。 
 
3-4-2 施工業者 

(1) 本件調査団は、ナイロビにおいて大手の建設業者よりヒアリングを行った。  

ケニア国内での建設業界は、世界的な金融不況にもかかわらず活況が続い 

ており、大手企業はあえて、南スーダンに進出しようとは考えていないと

のことであり、ウガンダも同様の状況とのこと。現在、ケニア、ウガンダ

から非常に多くの建設業者が進出しているが、そのほとんどは中小規模の

企業である。大手企業ではケニアからは SPENCON 社、ウガンダからは ROKO 

CONSTRUCTION 社等が進出しているに過ぎない。 

調査団が面談した大手企業 MOTOR WAY 社 (資料 3-2 MOTOR WAY 社概要、

無償案件下請けの経験が豊富) の経営者によれば、日本のゼネコンの下請

けが出来るのであれば、南スーダンでも仕事をしたいと考える大手企業は

多いと思われるとのことであり、自社としても大いに関心があるとのこと

であった。日本の施工業者の評価は非常に高く、学ぶべき点が多いと考え

ているとのこと。 
 

(2)  SPENCON 社 (無償案件下請けの経験が豊富) は、現在、ジュバ市内において、 
 MDTF 資金による浄水場建設 ($19 百万)及び政府庁舎改修 ($16 百万) に従

事している。ケニア人従業員 (現在約 200 名)の宿泊施設、クリニックも整

備されており、現場は非常に適切に管理されているように見受けられた。

ウガンダのROKO CONSTRUCTION 社 (無償案件下請けの経験が豊富) も、MDTF

資金による政府庁舎改修 ($18 百万) に従事しており、現地での高い評価を

得ている。 
 

(3) ケニア、ウガンダ等から進出している多くの中小規模の施工業者は、大手 

 施工業者の下請けや孫請け、又は、UNICEF や NGO が各地で進めているコミ

ュニティ開発に関連した小規模建設案件に関心を有しているものと推察さ

れる。これら中小施工業者の中には、ペーパーカンパニーもあり、又、図

面を理解出来ないレベルの者もあるとのことであるが実態は不明である。

急速に需要が拡大している状況下における多数の中小施工業者の進出は、
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価格競争ではなく、価格吊り上げ競争を惹起しているとの指摘もなされて

いる。 
 

(4)  現在南スーダンにおいて、案件を実施中の大手施工業者は次の2社である。 
(他に、地方での道路改修に従事している中国等の大手企業が存在している

が詳細は不明) 
 

SPENCON 社 (ケニア) 

住所：17th Fl. Rahimtullah Tower, Upper Hill Rd., 

Nairobi 

Tel : 20-271-1551, 271-1531 

E-mail : bhatt@spencon.net 

Web : www.spencon.com 

(資料 3-3 SPENCON 社概要) 

 

ROKO Construction Ltd. (ウガンダ) 

住所：160 A&B Bambo Rd., Kampala 

Tel : 41-567-305, 567-331 

E-mail : w.amold@roko.co.ug 

Web : www.roko.co.ug 

(資料 3-4 ROKO Construction 社概要) 

 
また、断片的な情報であり、詳細は判明していないが、現在、南スーダンに

おいて活動している中小建設業者には以下の施工業者が含まれる。 
 

TRAX Construction Ltd. (ケニア) 

Karen, Nairobi 

Tel: 254-20-387-6714 

Fax: 254-20-387-6735 

E-mal: richard.herbert@netforce-1td.com 
 

Civicon Limited (ウガンダ) 

Plot 53-67, Kibira Road, Kampala 

Tel: 256-41-252-491 

Fax: 256-41-230-995 

E-mail: civicon.jason@civicon.org 
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3-4-3 コンサルタント 
(1) 現在、南スーダンには現地コンサルタントは存在していないものと考えら

れる。ケニア及びウガンダからは大手の総合コンサルタントが 3 社 (Gibb 

Africa LTD 社、Africon Engineering / Phantom Solution Ltd.社、Gauff 

Ingenieure 社)が進出しており、ナイロビ又はカンパラを拠点として活動し

ている。 
 
     Gibb Africa LTD   

住所：Shell & BP House, Harambee Avenue,Nairobi 

Fax: 256-20-210-694  244-493 

Tel: 254-20-251-880 

Mr. Malinda / Director, Structures & Facilities 

E-Mail: kmalinda@gibbafrica.com 

 

Africon Engineering / Phantom Solution Ltd. 

住所：2nd Fl. Innovation House, Plot B, 

Babiiha (Acacia ) Avenue, Nairobi 

Tel: 256-31-264-333   

  
Gauff Ingenieure  (Nairobi と Kampala にオフィスを持つ) 

①Regional Office, Kampala 

Tel: 256-41-231-354   

Fax: 256-41-259-508 

E-Mail: jbgkla@starcom.co.ug 

     ②Regional Office, Nairobi  

Tel: 254-20-444-4904   

Fax: 256-20-444-6124   

Mr. Joachim Pfeffer / Regional Manager, East Africa 

E-Mail: jpfeffer@gauf.com 
 
また、断片的な情報であり詳細は判明していないが、現在、南スーダンにお

いて活動しているコンサルタントには以下の社が含まれる。 
 
     Associated Consulting Engineers & Co.Ltd  

住所：Plot 2 Kyaggwe Rd., Kati House, Kampala 

Tel: 256-41-231-305 
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Fax: 256-41-233-726 

E-Mail: ace@imul.com 

 

Carl Bro International   

Regional Office, Kampala 

Tel: 256-41-233-792  232-731 

Fax: 256-41-233-792 

E-Mail: tmu@carlbro.co.ug   

 

Ground Water and GIS Consultants Ltd.  

住所：3rd Fl. Uganda House, Kampala 

Tel: 256-41-268746  

E-Mail: naguyo@hotmail.com 

 
(2) 南スーダン公共事業省には、土質試験のラボがあるとのことであるが、余 

    り稼動していないとのことであった。施工業者の中には自前のラボを持つ

ものもある(SPENCON 社)。 

 

(3) 北スーダンのハルツームには関連企業70社が加盟するコンサルタント協会

(Organization Council for Consultancy Firms) が設立されているとの情

報があり、本件調査団がコンタクトを試みたが、当初の住所を移転してお

り、又は解散しているものと思われ、面談することは出来なかった。その

ため、在ハルツームのコンサルタントより北スーダンの事情を聴取したと

ころ、北スーダンのコンサルタントは南スーダンに大きな関心を持ってい

るが、政治的な事情もあり進出を躊躇している状況とのことであった。 
 

3-4-4  労働事情 
(1) 統一国家（GONU）としての労働法は 1997 年に制定したものが適用されてい

るが、南スーダン政府としての労働法を策定中である。現在、Final Draft

段階にあり、今後、ステークホルダー会議を開催し、労働組合等からの意

見を集約、反映させたのち審議される予定となっている。社会保障制度に

ついては、統一国家の National Insurance Policy(1990 年)に制定されて

おり、給与の 25％ (17％が雇用主、8％が非雇用者負担)が徴収されること

とされている。当面の間は、南スーダン政府もこれに倣う意向とのこと。 

 

(2) 現在、南スーダンにおいては、訓練を受けた労働力が著しく不足している。
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このため、建設労働者のみならず、ホテル、レストランの従業員、乗り合

いミニバスの運転手にいたる、社会のあらゆる分野において、ケニア、ウ

ガンダ人等の外国人が就労している。 
 
(3) 外国人の雇用についは労働許可が必要とされている。雇用者が労働省に申 

請することになっており、無許可の雇用にはペナルティが課せられる。労 
働許可については、必要とされる労働者の技術レベルに応じて３つのカテ 
ゴリーに分類されており、スーダン国内で調達できない労働者に対しての 
み許可されるとのこと。労働許可の取得には$400 が必要とされる。 
 

(4) 南スーダンでの調査経験をもつ本邦コンサルタントによれば、 
- スーダン人の熟練工はいない。単純労働ならスーダン人も使えるがケニ

ア人の 70％程度の働き。 

- ジュバの労務単価は高く、単純労働者でも 10～20 ドル/日以上。USAID

が非常に高い報酬で技術者を採用しており、ケニア人のエンジニアに

5,000 ドル/月払っているとのこと。 
- 出稼ぎ外国人には、一時的に金儲けに来ている者が多い。このため、出

来る限り高い賃金を要求しているように思われる。 
- 規程されている社会保障制度に基づき、年金を負担している事業者はい

ない 
とのことであった。 

 
3-4-5  資機材の調達  
(1) ジュバ市内には非常に小規模な建材小売店は散在するが、無償資金協力に 
    よる建設案件に対応できる規模のサプライヤーは存在していない。建材は、 
    骨材を除く全てを輸入に依存している。大規模工事に必要な資材は、コン 
    トラクターが自ら輸入するのが一般的である。骨材も不足しており、過去 
    にはウガンダから輸入していた時期もある。現在は、砕石プラントが導入 
    され、調達は以前ほど困難ではなくなった。 
 
(2)  USAID は、南スーダンの建設資材価格は、ナイロビの３倍、労賃は５倍、

エンジニアレベルの報酬は 10 倍とみている。 

 
(3) 現地での調達価格が余りに高額に及ぶため、GTZ はナイロビに南スーダン向 

け資機材調達事務所を設置し、ナイロビにおいて直接調達し、自ら南スー 
ダン内の建設現場に輸送している。輸送のためのトラックを３台所有して 
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いる。通関、免税手続きの専任スタッフも同事務所に配置している。 
 
3-4-6  輸送事情 
南スーダンへの輸送に関わる大手輸送会社２社 (SVD LOGISTIC 社及び INTER 

FREIGHT 社)よりヒアリングを行った。 

その記録； 
(1) ケニアから南スーダンへの輸送は輸送会社間の競争が成立しており、寡占

による輸送費の高騰という状況にはない。 

 

(2) モンバサからジュバへの輸送については、通常モンバサ港での荷役、通関

に 7～9日、ジュバまでの輸送に 10～15 日間を要している。（通関、免税書

類が事前に準備されているとの前提）。 

 

(3) 輸送は、道路事情により更に何日かを要する場合もあり、雨季には輸送が

滞ることがある。昨年は輸送ルート（モンバサ港－ウガンダ経由－ジュバ）

の橋梁が流され道路が寸断。その迂回路では武装強盗団による略奪が発生

している。 

 

(4) ジュバ－ウガンダ国グル間の道路は大半が未舗装の悪路である。雨季には

輸送事情が著しく不安定であったが、USAID の援助により、2010 年 10 月に

は、ジュバ～ニムレ(ウガンダ国境)間 190Kmの舗装が完了する予定である、

また、ニムレ～グル間は世銀による改修・舗装化(JICA が協調融資で参加す

ることを検討中)が検討されており、中期的には輸送事情は改善されること

が見込まれている。 

 

(5) ジュバへの物資の輸送は、ケニア、ウガンダルートが最も合理的であり、

ポートスーダン経由は現実的でない。政治的な影響を受けやすく北スーダ

ン政府の許可を得ることが困難である。中国他何件かの前例があるに過ぎ

ない。また、南スーダン政府は、北部スーダン経由を嫌っており、免税の

承認を与えていない。輸送手段も、鉄道、トラック、フェリー輸送が混在

し、荷役費用を考えれば、南ルートより高額となるであろう。 

 

(6) 税関で免税書類不備などの理由により想定外の時間を要したり、各種検問 

で車を止められ、賄賂を要求されることがある。 

 

(7) ケニアからジュバに入るには、カヤロードとニヌレロードの２つの方法が
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ある。雨季はカヤロードは洪水になったり橋が落ちたりして使えない。建

機などの重量物を運ぶにはロール・ローダートラック（自社保有）を使用

する。 

 

(8) INTER FREIGHT 社の輸送料金表は別添資料(資料 3-5)の通り。なお、ポート

スーダン経由の場合の輸送費について、SVD LOGISTIC 社の系列会社 El Fa 

 Ari Keer 社(北スーダン)に問い合わせたが回答はなかった。 

 

なお、ルワンダの商工会議所の調査(Assessment of Non Tariff barriers 
Along the Northern & Central Corridors : Baseline Study 2008, Private 
Sector Federation-Rwanda) によれば、モンバサ-キガリ北ルート（Mombasa 

- Nairobi-Kampala-Kigali）においては、国境税関及びケニア、ウガンダ国

内における車両重量計量所、警察の検問等において 片道$800～$1,200 の賄

賂を要求され、また、度重なる検問により所要時間の半分の時間が待ち時間

として費やされるとの報告がなされており、このような事情も輸送費のコス

ト高につながっている可能性がある。（調査団がヒアリングを行った各社に

よれば、賄賂はそれほど高額ではないとのこと）。 

 
3-5 銀行送金 

(1)  財務省によれば、南スーダンでの銀行口座開設には会社登録が必要。送金 
 額に制限はないとのことであった。 
 

(2)  一方、スーダンにはアメリカの経済制裁措置がとられており、国外からス 
ーダン国内の銀行には商取引にかかる送金が出来ない状況にある。 
 

(3) 但し、ケニアの KCB（Kenya Commercial Bank、資料 3-6）銀行ジュバ支店 

はケニア国内の支店として扱われているとのことであり、日本のコンサル 

タントの一部は同支店に口座を開設し、国外から送金している。（但し、三 

菱東京 UFJ では受け付けて貰えなかったとの情報もある。同行以外の銀行 

で、日本からの送金に 1ヶ月かかった例もあるとのこと。ナイロビからジ 

ュバへの送金は 1週間で可能だったとのこと）。USAID も KCB を利用してい 

る模様。日本のコンサルタントには KCB を利用しないで現金を持ち込んで 

いる社もある。 

 

(4)  南スーダン企業への支払いは、ケニア、モーリシャス、ベルギーなどのへ の 
 銀行送金による決済が多い。送金手数料は 1％程度。現金決済も広く行われ
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ている。 
 

(5)  JICA 事務所ではハルツームに銀行口座を開設し、ジュバでは口座を開設し 
  ていない。必要な資金は、ハルツームから現金を持ち込んでいる。ただし、

ハルツームで引き出したドルには北のスタンプ（偽札でないという証明）

が押され、ジュバではスタンプ付きドル紙幣は使用出来ない。 
 
3-6 治安状況、安全対策 
(1) 外務省の渡航情報によれば、ハルツーム州及びジュバ市は「渡航の是非を

検討」との注意喚起がなされている。南部地方においては、治安情勢は全

般的に改善傾向にあり、同地域のマラカル、ルンベク、ジュバ、カポエタ、

アウェイル、ベンティウ及びワーウの各市は、落ち着きを取り戻しつつあ

る。しかし、アビエ地域、ヌバ山地及び青ナイル州を含む暫定統治三地域

等の南北境界線付近では、未だ小規模の衝突が起きることも想定される。

CPA においては、2009 年に大統領選挙及び南北での中央・地方選挙の実施、

2011 年に南部の独立を問う住民投票の実施が定められている。このような

政治の動きに伴い、一部地域の治安が急速に悪化する可能性も排除できな

い。 
 
(2) JICA は、ジュバ市（カグアダ、ロコン、ジャベル・ラドゥ、ラジャフ東岸

を含む、ルンベク市、北バハル・アルガザール州アウェイル市、東アウェ

イル郡及びアロック、西バハル・アルガザール州ワウ市、上ナイル州マラ

カル市に活動を制限している。ジュバ市及び近郊地域（ワウ、マラカル、

アウェイル、ルンベク）は安定しているが、市内においては,武器の蔓延に

よる暴力事件や武装強盗等の都市型犯罪が増加している。また、SPLA・南

北合同部隊への兵士や公務員への給与未払いによる治安悪化の可能性が懸

念されている。また、郊外の広範囲にわたる地域において不発弾、地雷の

脅威があり、特にカスタムマーケットの西側地区で危険性が高いと言われ

ている。 

 

(3) ジュバで活動する JICA 関係者が、郊外での調査に際し実施省庁を通じて警

察警護を要請したことがあるが、対応してもらえなかったとのこと。安全

面において南スーダン政府からは十分な協力を得られない可能性が伺われ

る。 
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第４章 リスク要因及び事業実施に向けた提言 
コンゴ(民)及びスーダンにおける無償資金協力事業の実施には、種々のリス

クを伴うことが想定される。両国において想定されるリスクの要因としては、 
■政治の不安定化及び治安 
■財政、行政、制度等が未整備なこと 
■基本設計と実際の工事内容に齟齬が生じる可能性（基本設計調査時に確認し

きれなかった地下埋設物の存在等） 
■現地の建設事情にかかる情報の不足 
■不透明なビジネス環境 
等が挙げられる。 
 
4-1 政治の不安定化及び治安にかかるリスク 
紛争終結国に特有な潜在的なリスクとして、政治の不安定化及び紛争の再発

の可能性というリスクが存在する。現在のコンゴ(民)及びスーダンにおいては、

これらのリスクは、発生する可能性は低く、また、可能性は次第に減じつつあ

るといわれているが、無償資金協力事業の実施に深刻な影響を与える可能性の

あるリスクとして潜在的に存在している。 

かかるリスクのもとでの事業実施に際し、早急に検討されるべき対応として

は、事情に精通した安全対策要員の配置、宿舎等の警備、車両への無線機の設

置等通信手段の確保、戦争特約保険等の経費を計上することが必要と考えられ

る。 
また、治安悪化にともなう工事中断リスクに対しては、工事中断期間中の損

害に関する特約を含んだ保険（次頁のサンプルに示す）が存在することから、

その利用が考えられる。
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4-2 財政、行政、制度等が脆弱なことに伴うリスク 

コンゴ(民)においては行政制度が再構築、南スーダンにおいては新たに政府が

樹立され、行政制度が構築される移行期の過程にある。事業実施体制は十分に

は整っておらず、更に、現行の行政制度、法律、規定等が変更される可能性も

リスクとして存在する。 
(1) 両国においては、財政面のみならず、制度的にも人的にも事業実施体制が

十分には整っておらず、行政が適切に執行されない、種々手続きが円滑に

実施されない等の可能性が存在する。特に、コンゴ(民)においては不明瞭な

制度と手続きが存在している。 
 
(2) 両国ともに財政事情は脆弱である。公務員給与の遅配が常態化しており、 

更に、コンゴ(民)においては、政府の電気代、水道代の支払いも滞っている。 
両国がこのような財政状況にあることには十分な配慮が必要と考えられる。 
 

(3) 移行期にある国においては、現行の法律、制度等が改廃される可能性がリ 
スクとして存在する。 
 

かかる状況から、コンゴ(民)及び南スーダンにおいては、ほぼ全てのドナー

が施主として事業を実施するか、又は直接案件の管理を行っている。（特に南ス

ーダンの GTZ は in-house エンジニアを直接雇用し、資材の直接購入、直轄施工

を行っている。） 

 
- 通関、免税等手続きの実施促進等にかかる申し入れ等については JICA から

行う等の支援が必要と考えられる。また、このためには現地 JICA 事務所の

体制の整備が必要と考えられる。 

 

- 両国における間接税の取り扱いについては、関税については免税がなされる。

売上税、付加価値税については、輸入品に関しては免税、国内での購入品に

関しては徴税システムが機能していないため、実態として徴税できているも

のについて免税で検討する。 

 

- 両国政府の財政状況からは、先方負担工事を工程に沿ったスケジュールで実

施することは非常に困難と考えられる。従って、原則として、先方負担工事

についても妥当と認められる場合は可能な限り本体工事の一部として日本

側で負担することを提言する。これは、全体工期が遅延するリスクを軽減す

ることにも資するものである。 
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4-3 基本設計との齟齬が生じる可能性 
基本設計調査についても、先方政府の実施体制が十分には整備されていない

状況において実施されるものであり、特に、紛争の影響により、信頼に足るデ

ータ、資料は多くの場合存在していない。このため、十分な精度で調査を完了

出来ない可能性が存在し、実施の段階において基本設計との齟齬が生じる可能

性が想定される。 

また、入札前の段階では顕在化していないリスク（価格変動リスク、中断リ

スク、許認可等の手続きに要する時間が延びるリスク等）が、無償資金協力の

実施期間中に顕在化してしまうことが他国と比べて高いことから、以下につい

て、検討されることが望ましい。 
■設計変更及び中断リスク等に対応するため予備費を設定 

■基本設計調査には十分な調査期間と M/M が必要 

■資機材調達については第三国での調査 

 
4-4 建設事情にかかるリスク 

 両国においては、長年にわたり本邦企業に建設工事の受注実績が無いため、

施工業者、労働力、資機材の調達等建設事情にかかる情報が不足している。 
今回の調査結果から判断する限り、建設にかかる両国の環境は、他のアフリ

カ諸国との比較において、特に大きいリスクを有しているとは考えられない。 
 
(現地施工業者) 
本邦企業のサブコントラクターとして、コンゴ(民)においては現地の大手施工

業者又は欧州からの進出企業が、スーダンにおいてはケニア又はウガンダから

の進出企業が想定される。本件調査団の得た感触としては、これら企業の中に

はサブコントラクターとして十分な能力のあるものが存在すると考えられる。

特に、ケニア、ウガンダの施工業者には、サブコントラクターとして我が国無

償資金協力の経験が豊富な企業も含まれている。個々の企業の信頼性について

は更なる調査が必要であるが、現地施工業者の能力及び信頼性にかかるリスク

は、他のアフリカ諸国との比較において、特に大きいとは考えられない。 
但し、現地労働者の質については他のアフリカ諸国より劣っており、特にスー

ダンにおいては著しく劣っていることには十分な配慮が必要である。 
 
(資機材の調達) 
両国とも国内市場での調達は、需給バランスによる価格変動、調達の困難性

等のリスクが存在し価格の変動も大きい。従って、国内調達分については予備

を設けることが適切と考えられる。外国からの輸入については、後述するよう
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に輸入ルートが極めて限定的であるため、コストが高止まりしていること、大

雨等の自然災害への脆弱性が極めて高いこと等がリスクとしてあげられる。 
 
 (輸入にかかる輸送) 
資機材の輸入、輸送については、コンゴ(民)においてはマタディ港からのルー

トが唯一の選択肢となる。スーダンについては、南部ルートの道路事情に起因

するリスク、特に雨季における輸送の不安定が指摘されている。来年10月には、

USAID によるジュバ～ニムレ間 190Km の改修プロジェクトが終了し（実際の完成

時期は遅れるといわれている）、全区間の舗装及び７箇所の橋梁の改修が完了す

る予定であるが、ウガンダ国内の輸送事情の悪さは引き続き残される。 
資機材の輸入にかかる通関手続きについては、長期間を要した事例も報告さ

れており、工程の検討需給バランスによる価格変動、調達の困難性等のリスク

に配慮が必要である。 
 

4-5 ビジネス環境にかかるリスク 

 特にコンゴ民において不透明なビジネス環境が存在する。具体的にどのよう

なリスクが生じる可能性があるかは明らかではないが、聞き取り調査の結果か

らは、許認可に関わる嫌がらせ等があげられている。これらのリスクへの対応

によっては、企業のコンプライアンスに抵触する可能性も懸念される。また、

具体的なリスクとして、資金を現金により移動しなければならないことが挙げ

られる。 
具体的に想定されるリスクへの対応としては、以下が考えられる。 

■現金輸送保険料及び送金手数料を一般管理費に計上する 
■施工業者及びコンサルタントに対する公用旅券の発給 
公用旅券の発給は、現金の携行に際し、当該国のみならず本邦及び経由国にお

ける出入国時の安全確保をより確実にする上で望ましい。 

 

4-6 その他 

両国においては、軍人、警察官、出入国管理官、税官吏等の下級公務員のモ

ラルが確立していないため、出入国、通関等に困難を伴う状況が生じている。

これは、コンゴ(民)において顕著であり、同じ傾向はスーダンでも指摘されてい

る。かかる状況においては、事業実施段階において、施工業者及びコンサルタ

ントに対する公用旅券が発給されることが望ましい。公用旅券は入国、在留等

の手続きを容易とするのみならず、事業が公的なものであることを明示するもの

であり、種々許認可の速やかな取得等に大きく役立つものである。安全の確保

の観点からも有効であり、又、現金の携行による持ち込みが想定されることか
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らも公用旅券の発給については関係者からは非常に強い要望がなされている。 
現地においては信頼に足る情報が不足しており、ビジネス環境には不透明さ 

を伴うことが指摘されている。このような状況における応札準備には十分な現

地調査と検討の期間が必要である。両国における世銀、EU 案件においては応札

準備期間 3 ヶ月が一般的である。無償案件についても十分な応札準備期間が設

定される必要がある。 

 

両国における無償案件の実施に際しては、受注企業は、他の諸国以上に安全

に配慮する必要であり、また、種々手続きの促進にもより大きな負担を負うこ

とは明らかである。更に、資機材を第三国で調達する可能性が大である。この

ため、それらに対応するために十分な日本人常駐管理者の人数、配置期間を確

保することが必要である。 

 
4-7 提言 

 以上を踏まえ、本プロジェクト研究の提言を以下の通りまとめる。 

(1) 基本方針 

実態（他ドナーの実績等）にあった積算を行う（例：他ドナーが建機の損料

は全損で見ている場合は、それが妥当と判断される場合は同様の対応とする等）。 

 

(2) 積算上の具体的な対応方針 

4-1～4-6 で述べたリスクを、①物価変動、②労働生産性の低さ、③政府の許

認可、承認手続きの遅延、④先方負担事項の不履行、⑤免税の不履行、⑥治安

の悪化、⑦工事の中断、撤退、⑧工事関係者への嫌がらせに細分化し、それら

リスク毎に、１）短期的な課題：現行の制度の運用にて対応、２）中長期的な

課題：現行制度での対応は困難で別途対応を検討すべき事項（制度、契約、積

算、精算等）に区分して対応方針をまとめる。 
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リスクへの対応方針案 

対応（案） リスク リスクの詳細 

 短期 中/長期 

物価変動（他

国と比べてリ

ス ク が 大 き

い） 

スーダン： 

・ 粗骨材以外殆ど輸入 

・ ウガンダからの輸送ルートのみに頼って

いる 

・ 天候に左右される 

・ スーダン/ウガンダ国境、ウガンダ/ケニア

国境の越境、通関で嫌がらせ 

DRC： 

・ 粗骨材以外殆ど輸入、現地で調達も可能だ

が独占的で在庫によって価格が大幅に変

動 

・ マタディ港からのみ輸入 

・ 免税で嫌がらせ 

 

・ 価格リスクを勘案し、妥当な場合輸

入で積算 

・ 輸送保険は安全サイドの保険料率

で見積り 

・ 輸送手続きにかかる時間は risk 

high case で 

・ 事務所/実施監理体制強化 

・ 価格リスクを勘案し、妥当な場合輸

入で積算 

・ 予備費 

・ コスト+フィーや BQ 精算方式等 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

△ 

○ 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

？ 

労働生産性の

低さ 

スーダン： 

・ 著しく労働生産性低い 

DRC： 

・ 上限額を大幅に超過し、入札やり直し、価

格の見直しのケースが続出（他ドナー） 

 

・ 日本人作業員の増（現地労働者の歩

係り補正はしない） 

 

○ 

 

政 府 の 許 認

可、承認手続

きの遅延 

スーダン： 

・ 能力不足、時間かかる 

DRC： 

・ 手続きへの嫌がらせ、遅延 

・ 手数料の要求 

 

・ 事務所/実施監理体制強化 

・ 手数料の裏付けを確認し、公的に規

定されているものがあるようであ

れば積算も可能 

 

△ 

○ 

 

○ 

 

先方負担事項

の不履行 

スーダン＆DRC 

・ 能力不足、時間かかる 

 

 

・ 先方の能力を考慮して、妥当と判断

される場合は日本側で実施 

 

○ 

 

 

 

免税の不履行 スーダン 

・ 関税は免税可能、ただし現場レベルではト

ラブルあり、国内税は無税（要確認） 

DRC 

・ 関税は免税可能、ただし現場レベルではト

ラブルあり 

・ 間接税は実態として徴税されている状態

に無いがものによっては勝手に課税して

いる販売者がいる（要確認） 

 

・ 国内税/間接税は実態として機能し

ていないものとして積算（無税） 

・ ただし、課税/免税がはっきりして

いるかつやりやすい電力やエネル

ギー等は免税 

・ 徴税されていない＝100％の金額を

無税で見積る 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

治安の悪化 スーダン： 

・ 南北政府間関係の不安定化の可能性 

 

・ 安全対策要員の配置、宿舎等の警

 

○ 
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・ 安全を確保できる宿泊先の宿泊費が高い 

DRC： 

・ 暴動、略奪がいつ始まるのか全く予想がつ

かない。一旦略奪が始まると誰もが略奪に

参加する可能性がある。 

・ 安全を確保できる宿泊先の宿泊費が高い 

備、通信手段確保等にかかる経費を

現場管理費として計上 

・ 宿泊費を実費ベースで支給 

・ 経費率の増 

 

 

 

○ 

○ 

工事の中断、

撤退 

スーダン 

・ 政情 

DRC 

・治安 

 

・保険 

 

○ 

 

 

工事関係者へ

の嫌がらせ 

嫌がらせ、業務への妨害 ・公用旅券発給の可否確認 △ 

 

 

○：JICA 内で検討・意思決定で対応可 

△：JICA 内で検討・意思決定部分的に対応可、外務省との協議が必要 

 

なお、2009 年 10 月閣議案件である「コンゴ民主共和国キンシャサ市・ポワ・

ルー通り補修及び回収計画」で、実際に取られた通常の無償資金協力案件とは

異なる対応は以下の通りである。 

■予備費：カントリーリスクに応じた予備費の計上を行う。 

■相手国負担事項：現実的に先方による実施が困難あるいはスケジュールに多

大な遅延をもたらすと危惧されるものについては日本側で実施する。 

■ベースキャンプの外溝工事、電灯の設置等の見積り計上を認める。 

■安全対策のクラーク雇用を認める。 

■現地ワーカーの効率が低いことに対しては、現地ワーカーの歩掛りを増やす

のではなく、日本人のワーカーを増やすことで対応する。 

■建機の損料については、全損処理と損料輸送費込みの費用/要する手続き比較

を行ったうえで、コスト的に有利であった日本発着の輸送費込みを採用する。 

■税金については、原則通り免税、徴税機能が働いていないものについては無

税扱いとする。 

■一般管理費において治安対策等で経費の増が見込まれるので、その分を技術

費の上限を 10%増やすことで対応する。 

■不可抗力（緊急退避航空費、篭城日数分のホテル代、ホテル～空港までの移

動、工事中断期間の建機損料、ベースキャンプ/建機が破壊されたときの復旧

費）については、工事中断保険にて対応する。 

 





 

 
 
 

現地面談記録 
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３月９日 10:00～11:00 JICA 事務所との打合せ 
JICA： 飯村所長、馬場企画調査員  
経済基盤開発部 室岡 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
(株)アンジェロセック： 井上他３名 
(株)東京設計事務所： 武智、由本 
 
飯村所長より治安ブリーフ 
政治的アンバランス カビラ大統領基盤は東部、西部は主にベンバを支持。 
政治コンテクストに配慮した協力実施が必要で、中部、東部への協力展開の可能性も検討

していく必要がある。 
 
無線機 
定時連絡 
通常はチャンネル１ JICA 事務所中継局経由、事務所２＝担当者 
チャンネル２ 中継局を経由しない、例えば車列を組むときなどに使用 
チャンネル３ 大使館との交信、緊急避難指示の際使用 
 
キンシャサ医療センター 緊急時のみ、マラリア程度では診てもらえない 
 
３月９日 14:00～15:00 JICA 事務所との打合せ 
JICA： 飯村所長、馬場企画調査員 
経済基盤開発部 室岡 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
 
飯村所長より以下のブリーフ 
1. 海外からDRC国内銀行への送金が心配である。信頼性に疑問があり、手数料が高額(10%)。
例えば南アは DRC への送金を禁止している。国連職員はケニアからの出張ベースという扱

いになっており手当ての一部をナイロビで受け取る制度となっている。大使館員はベルギ

ーに、JICA 事務所員はパリに個人国座を開設し手当てを受け取っている。 
今回調査団で信用できる金融機関を調査してほしい。調査対象銀行リストは JICA 事務所が

用意する。 
（3/10 入手済み） 
 
RAW BANK インド系 信用、健全性怪しげ 
BANK CONGOLESE 
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BCDC  CTB 口座持っている、JICA も検討中 
STANBIC  南ア系 
ECO BANK  仏系 
 
2. DRC においては、公用旅券の効用が大きく、本体工事のコンサルタント、施工業者にも

可能な限り発給することが必要と思われる。今後、外務省を説得出来るだけの材料をつめ

る必要あり。 
3. 本体工事においては、コンサルタント、施工業者ともに常駐社員の M/M には配慮が必

要。例えば、技術 1 名＋アドミ 1 名 
4. 例えば、制度があるからといって現地雇人の社会保険料を払わない方がよいというのが

一般的見解。一旦支払うと、古い規則等を持ち出され、その他の機関からも徹底的に狙い

撃ちされる。DRC においては、国営保険機構(SONAS)が唯一の保険会社であるが、JICA
公用車事故の際の保険金を未だに払ってもらっていない。海外の保険会社に加入した場合、

SONAS は事故証明を承認してくれない等の構造的な障壁が危惧される。 
問題はあろうが、工事保険については国外の保険会社を利用せざるを得ない。 
DRC のビジネス慣行は最悪。世銀 DOING BUSINESS において DRC は最下位。 
5. セメント不足、砂利不足が顕著であったが、セメントは緊急輸入、国内増産により価格

下落したとの新聞報道 
6. 民間の建設工事、小規模アパート建設を除き多くはない。 
 
 
３月９日 17:00～19:00 NTC インターナショナル(株) 宿谷氏より状況聴取 
於： JICA 事務所会議室 
NTC インターナショナル(株)： 宿谷 
JICA：  飯村所長、馬場企画調査員  
経済基盤開発部 室岡 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
(株)アンジェロセック： 井上他３名 
 
1. NTC インターナショナルは、開発調査の一環として、バコンゴ州にて 17Km の農道建設

を準備中。ラテライト舗装、約３億円、工期 175 日 
2. JICA 調達部と協議の結果、単価契約、入札主体は JICA として実施 
3. 設計基準  
農道 地方農業道路整備公団(DVDA)の基準あり  
市道 道路排水公団(DVD)の基準 
建設マニュアル CTB が作成したものあり、住民・コントラクターの訓練を含む 
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4. 設計承認のプロセスは、複雑で調べきれない。（本件においても、誰が責任機関か不明な

まま、幅員 5m か 6m かでもめた経緯あり）。植民地時代の基準を持ち出されることもあり。

誰の許可を得るかは重要な問題。設計承認には多くの省庁が関与、土地問題省、首相府、

Mini. of Urbanism etc.。利権が複雑にからみ、 結局、最終的に政治的に決着せざるを得な

い－インフラ省に確認必要 
      
5. 価格、積算 
4 車線 1Km あたり 4 億円というところもある。（ンジリコミューン政府事業の例） 
資材 市中に supplier あり 
公共事業省に施工業者のカテゴリーリストあり、本件においては、リスト中の業者の評価

を CTB より聴取した。CTB は一般競争入札。スライス化して少額契約とし、評価に際して

は技術評価に高得点を与えている。 
契約書 FIDIC、ボンド パリでの支払い 
 
6. 資材の輸送  
REGIDESO によれば、マタディよりキンシャサまで２週間程度とのこと。 
接岸、荷揚げ日不確実、通関に際し当局の嫌がらせを受けたり、金品を要求されることが

ある。 
通関以降価格が高騰する。 
 
7. 税関係 
関税の免税は基本的に問題ない。還付ではなく免税されている。 
ICA (売上税) 
一次産品に課税、砂利、骨材、電気代、水に課税 （価格に含まれている） 
ICA の取り扱いについては現在 REGIDESO と協議中であり、今週中には判明する見込み 
石油税 
石油製品価格の 10～18% 
ガソリンをスタンドにおいて免税で買うことは出来ない。 
自前の備蓄設備を持てば免税ガソリンを購入できるかもしれないが、防火責任が発生する。 
最近では Kinshasa において、ガソリンが品薄になることはなかった。バコンゴではしばし

ば品薄となる。 
 
8. ローカルコンサルタント 
測量 信頼性に欠けるが、個人コンサルタントあり。ベルギー人が経営する測量会社があ

り、本件においてはここを使った。 
土質 道路局(Office de Route)のラボラトリーがある 
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9. 環境社会配慮 
世銀が力を入れている 
JICA ガイドラインを先方に認めてもらう形で実施したい 
現状においては、予備調査以上の情報はないかもしれない 
 
 
３月 10 日 09:00～11:00 日本技術開発(株) 米田氏より状況聴取 
於： JICA 事務所会議室 
日本技術開発(株)： 米田 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
(株)東京設計事務所： 武智、由本  
 
1. 物価は近隣国の２倍 
セメント会社 民間、国営各１社 
アスファルト 南アから輸入 
鉄筋 電気炉で一部は国産、原料材はヨーロッパから輸入 
骨材 良質骨材はソースは限られる、SAFRIMEX は自前の山を持つ 
材料試験は公共事業大臣命により義務付けられている、特にドナーに対し。 
道路案件 ケニア、タンザニアであれば 5～7 千万円 / Km。DRC では 2 億円 / Km を超

えるであろう。 
 
2. DRC は汚職の国である 
ンジリ道路案件（実証調査）は JICA が施主（コンサルタントではなく） 
（米田が飯村所長から聞いたところでは） JICA は道路公社より正式にコミッションを要

求されたとの由。6～7%。JICA は計画省に相談し計画省案件としたとの由（このような場

合完成後道路公社が引き取りを拒否するようなこともあるのでは？－米田） 
 
3. 建設機械リース会社はない、国内施工業者間で融通しあっている。ほとんどの機械は国

内で調達可能 
 
4. 環境社会配慮 
地方分権化の流れの中で州レベルでの実施体制が整備されつつある。 
 
5. 業者見積もり 
単価方式が一般的 
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6. 瑕疵担保期間 
10 年、通常は１年であるが、DRC においては 10 年。 
実態として、10 年後に瑕疵を指摘することは不可能であり、業者がラフな工事、手抜き工

事をするのを防ぐためこのように定められた模様。 
 
7. 経済の悪化とともに Kinshasa 市内の治安も悪化している、暴動、略奪が心配 
 
 
３月 11 日 09:00～10:00 施工業者よりヒアリング M.W.AFRITEC.sprl (カテゴリーB) 
於：M.W.AFRITEC.社 
先方： Mr. Pierre MUAMBA, Directeur Administrateur 
住所： 4, Route des Poids Lourds, Limete, Kinshasa  
TEL：081-700-6111 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
 
会社概要、受注実績、積算資料 13 日に当方より受領に行くこと。 
 
1. 建築、土木   特に道路案件の実績豊富。 
公共事業、世銀、クウェートファンド案件の受注実績あり。 
 
2. 鋼材、セメント、砕石 不足で価格高騰 
鋼材は全量輸入 
セメント半年前は 10$/50Kg  一時$45 まで高騰、現在は$20 
セメントは、輸入品、国産品とも同価格 統制価格 
コンゴ製 生産量十分でない 
鋼材 南ア製はベルギー、仏より安い。 
建築資材はコントラクターが（サプライヤー通さずに）直接調達するのが一般的。 
輸入 輸入の場合ライセンスが必要。 
 
3. 公共事業省カテゴリー A 、B は何れも大手。 
公共事業では、カテゴリー区別なく応札出来る。 
当社は、節税目的から B カテゴリーで申請した。 
 
4. DRC の一般的な契約は単価契約方式 
エスカレーションは 18 ヶ月以内の工期でも認められる場合も有るが世銀は認めていない。 
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応札は US$建であり、インフレの影響は緩和される。 
入札準備期間、通常は６週間。 
現地施工業者が、コンソーシアム、JV を組むことは一般的。 
 
5. 建設機械リース会社はない。施工業者の間で融通しあっている。 
6. 熟練工、間に合っている。アドバイザーを除き外国人はいない 
 
7. 自社の採石場、コンクリート工場、アスファルト工場を持っている。 
 
8. 工事保険は SONAS に加入。保険料は、13 百万ドルの工事で９万ドルであった。 
9. 銀行口座 国内の他ベルギーに口座を持つ、国外口座を持つことは違法ではない。 
 
 
３月 11 日 11:00～12:00 施工業者よりヒアリング SAM SPRL (カテゴリーB) 
於：SAM SPRL 社 
先方： Mr. DAWOOD PATEL、BSC Civil Eng.  
       Mr. SUHAIL A. PATEL, Administrateur Directeur General  
住所： 3715,Ave Kingabwa,Limete, Kinshasa-1  
TEL： 09-984-41557, 08-152-19146, 09-903-51178 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
 
会社概要、受注実績、積算資料 13 日に当方より受領に行くこと 
建築、土木 特に建築案件の実績豊富、インド系建設会社 
 
1. 施工業者 93 年頃は 10 社以下、現在は 100 社を超える。DRC の復興プロジェクトを見

越してレバノン系業者が西アフリカから DRC に拠点を移している。 
2. DRC での工事契約は B/Q 方式が一般的 
3. 建築資材 価格変動が激しい 例えばセメントー半年前は 10$/50Kg  一時$50 まで高

騰、現在は$25。現在は６ヶ月間にわたり輸入税免除措置がとられており$25 に落ち着いて

いる。 
3. DRC は世界１の汚職大国である。決して資金を政府に委ねてはいけない。政府の手に渡

ったとたんたちどころに消える。政府公共事業では、総工費の 40%が中央銀行、公共事業

省、大蔵省よりコミッションとして要求される。結局工事は完工しない。世銀の入札は、

政府を経由しないで支出されており、プロセスは公開されており、コミッションを要求さ

れることはない。 
4. 熟練工は十分いる。 
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5. ローカルの施工業者が JV やコンソーシアムを組むことは認められていない。(要確認) 
6. 銀行口座は、ベルギー、ドバイ、カナダに持っている。国内銀行は信頼できない。 
 
 
３月 12 日 14:00～15:00 世銀よりヒアリング  
於：世銀事務所 
先方： Mr. Alexandre K. DOSSOU, Specialiste Senior des Transports,（ベニン人） 
住所： 4847, Avenue Wagenia, Kinshasa, Gombe 
TEL： 09-999-49015, 09-983-02912 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
(株)アンジェロセック： 井上尚三、深澤友雄 
JICA： 馬場企画調査員  
 
1. 世銀は原則として緊急援助は実施しないこととされているが、DRC においては例外的

に緊急援助も行っている。 
２月 26日に承認された緊急支援 1億ドルは世界的な経済危機に対応したもので

例外的な措置。今回の支援は公務員給与、政府の電気、水代等の支払いに充当

される。この様に、DRC 政府は依然として脆弱であるが、世銀としては緊急援

助の段階は終了したものと考えている。 
 
2. 世界銀行の入札は国際入札によって行われる。例外的に限定国際入札、国内

競争入札、直接契約、国際機関による調達が認められている。世銀の標準的な

契約は一般的な形式の契約は、一括価格契約（ランプ・サム）であるが、DRC
においては単価契約方式を採用し、設計変更に柔軟に対応出来る様配慮してい

る。ランプ・サム契約は機材案件を除き採用していない。 
世銀は、リスクが大きいか、事前に十分な精度でコストを判定することが不可

能な場合等例外的な場合には実費後払い方式の契約を認めているが、DRC にお

いては採用していない。 
 
3. 道路建設、改修にかかる現地施工業者は能力、数とも十分ではない。小規模

な施工業者は、建設機械を所有しておらず、人力により工事を行っている。こ

のため、2002～3 年頃、世銀が道路改修プロジェクトを開始した際には、地方

での道路改修は、小規模業者の育成を図りながら実施した。また、Pro-Routes 
Project (2008 年 3 月承認 5 千万ドル)の一環として、ローカルの道路建設業者

の実態調査を実施した。200 万ドルの支援計画を策定し施工業者の育成を図った

こともある。ローカル業者の育成は重要であるが、入札において国内企業優先
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の方針は採用していない。 
 
4. 世銀の入札は、国際競争入札が原則であり、これまで十分な競争が成り立っ

ている。DRC には、外国企業も多く事務所を開設している。今後、日本や EU
等による建設プロジェクトが重複するタイミングで実施されても特に調整を必

要とするとは思われない。 
 
5. 世銀は、通常、18 ヶ月以内に工事が完了する契約については価格調整条項を

適用しておらず、DRC においても認めていない。 
 
6. 入札準備期間については、通常は、最低６週間とされている。大規模な工事

または複雑な機器が含まれる場合には、入札予定者が応札に先立って調査を実

施できるようにするため、１２週間以上とする場合もある。DRC での平均準備

期間は２ヶ月となっている。（機材案件を含む）。なお、DRC での EU の平均準

備期間は３ヶ月となっている。 
 
7. 世銀は、国際機関から直接調達することが最も適切な調達方法となる

場合には、UN 専門機関を供給者として契約を締結する場合がある。 
 

・ DRC には大きな援助ニーズがあり JICA など他のドナーの支援が必要であ

る。 
・ 工事費についてはコンサルタントが単価ベースで積算するが、支払いは出来

高払いである。 
・ 工事に伴う安全対策費用については、施工業者が工事費に含めて応札する場

合や、DRC 政府が安全を保証する場合がある。世銀の入札は国際入札であ

り、安全対策費を大きく算入すると落札の可能性が減じることになる。 
・ 世銀では、道路基金を設立して道路の維持管理費用に充てたいと考えている。

道路基金はガソリン代、道路使用料、車両重量検査料などから徴収すること

を考えている。4～5 年前から開始されているプロジェクトにおいてこの道路

基金システムを適用したいと考えている。大臣が署名し、法的な手続きは既

に終了している。5 年間の実施機関があれば、円滑に活用出来ると考えてお

り、今年はシステムがうまく機能するか否かを見極めたいと考えている。 
・ 全ての世銀プロジェクトに対し環境評価が行われている。特に、道路プロジ

ェクトにおいて環境は重要な要素である。環境社会配慮に関する調査にはプ

ロジェクトの総予算の 18%が充てられている。DRC においては得に森林資

源、原住民、ピグミーの保護が重要な課題とされている。ステークホルダー
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ミーティングは世銀でも行っており、関係省庁、NGO、地域住民などの参加

のもと議論され、結果は一般公開されている。非自発的住民移転が生じた場

合に必要となる補償費については、現在では世銀が支払っている。 
 
 
 
３月 13 日 08:30～09:30 Bureau Central de Coordination(BCECO)よりヒアリング 
於： BCECO 事務所 
先方： Mr. Matata Tonyo Mapon, Directeur General（中央銀行出身） 
       Dr. Ir. Y.Argun ISIN  Expert  (トルコ人)   
住所： Complexe Congotex, 372, Av. Col.Mondjiba, 
TEL： 081-333-1210, 081-508-9819 
調査団： 下村、小林、平松(通訳) 
(株)アンジェロセック： 井上、アルノー 
 
1. 世銀は 2001 年より DRC に対する人道支援を開始したが、プログラムの実施に際し３ 
点の重大な問題に直面した。 
(1) DRC 政府による公的資金の杜撰な管理 
(2) DRC 政府のロジスティック、行政能力の未整備 （PC も鉛筆も紙もない） 
(3) DRC 政府内の人材不足 
これらの状況の中で緊急に事業を開始する必要があったこと、透明性を確保する必要があ

ったこと等から、世銀は DRC 政府内に BCECO 及び UCOP を設立し、世銀 standard に

基づき事業を実施することとした。 
2. 世銀案件の実施主体は DRC 政府であるが、事業実施を政府が BCECO に委託する形で 
BCECO が調達を行っている。 
3. 現在は、世銀資金のみならず AfDB、EU、欧州開銀、仏援助機関の資金管理も行って 
いる。内部監査は年に 24 回行われ、結果はすべて公表されている。 
4. BCECO のスタッフの確保は難問であったが、職員の motivation を高めるため国連機 
関に準じる待遇を講じている。 
5. DRC 政府による調達は信頼できない。事業資金が消えるという経験をもつ外国企業は 
多い。 
6. BCECO は DRC 財務省、大統領府、計画省と連携を保ちながら（直接的には財務省） 
予算管理、調達及びプロジェクト実施を担当している。DRC 政府は信頼されておらず、

BCECO は DRC 政府の予算管理（1～1.5 千万ドル）も行っている。 
7. UCOP は、主に緊急支援を担当してきており、技術的な観点からプログラムをモニタリ 
ングしている。 
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8. 世銀の契約は、工事案件はすべて単価契約であり、ランプサム契約は存在しない。 
9. 世銀は 18 ヶ月以内の工期の案件についてはエスカレーションを考慮していない。但し、 
物価変動が余りに激しい場合には、受注業者から契約金額の見直しを要求される場合もあ

る。また、不可抗力による工事の遅延も発生している。 
10. 入札準備期間は、工事案件については、少なくとも 90 日としている。複雑な工事の場

合には 120～180 日としたケースもある。 
11. 最近の建築資材の激しい価格変動は南アワールドカップ関連工事の影響と考えている。 
建材の輸入について、政府は一切の制限を付していない。 
12. DRC には、現地企業として登録された外国企業が多く存在する。米、仏、ベルギー、

中国、レバノン等。 
 
 
３月 13 日 10:00～ GEEC (Groupe d’ Etudes Environnementales du Congo)よりヒアリ

ング  
於：GEEC 会議室 
先方： Mr. Katenga Mawa KIDICHO, Directeur Executif 
       Mr. Mpembele MUNZEMBA, Resposible du Volet Infrastructure  
住所：  
TEL：  
調査団：小林 
(株)アンジェロセック： 深澤 
(株)東京設計事務所：   Christian ROUVIERE 
 
1. 現在 DRC 政府が独自に制定した環境ガイドラインはないが、世銀が公開している環境

ガイドラインをベースに実施している。JICA ガイドラインをチェックしたが、大きな

相違はないと考えているので活用しても問題はない。環境基本法案は審議されているが、

制定は 2009 年 5 月頃になるのではないかと思われる。GEEC においてもプロジェクト

の内容に応じて、A、B、C のカテゴリーを設けているが、全てのインフラ案件はカテ

ゴリーA に分類されると考えている。 
2. GEEC は DRC 環境省において唯一、プロジェクトの環境インパクトについて審査する 

機関である。コンサルタントが作成する報告書は実施省庁を通じて GEEC に送られる。

GEEC は、報告書の内容を環境の観点から評価し、問題があればコメントを付して実

施官庁に差し戻している。プロジェクトの評価には 30 日間程度が必要である。問題が

無い場合には、GEEC が「環境承認証明書」を発行し、環境大臣が署名して発効する。  
証明書の有効期間は 5 年間とされている。道路公団に設置されている環境部局は、コ

ンサルタントと共同でサイト調査を行う組織である。中国の援助案件では、工事開始
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前に環境評価が行われていないため着工後に種々環境問題が生じている。 
  
３月 13 日 12:00～13:00 Unite de Coordination des Projets(UCOP)よりヒアリング  
於：道路公社事務所 
先方： Mr. Tobie ChalondawaKaleshi, Coordonnateur a.i 
住所： Concession Roffe,  
TEL： 09 98 22 3039 
調査団：下村、平松(通訳) 
(株)アンジェロセック： 井上、アルノー 
(株)東京設計事務所：   武智 
 
1. UCOP は緊急支援の早急な実施のために設立された。特に反政府勢力が支配する地域に 
おいては政府の活動が制約されるため政府に代わる実施機関としての役割をもっていた。

緊急支援の段階は終了しつつあり、UCOP は 2011 年には廃止される予定。当初は BECOC
は調達機関、UCOP は実施機関と位置づけられていた。 
2. UCOP はこれまでに、 
PUSPRES（国家再統合）     2003 年～ 214 百万ドル 
PUAACV （ 緊急支援）    2005 年～   82 百万ドル 
PURUS   （キンシャサ復興）  2007 年～  180 百万ドル 
の合計５億ドルのプロジェクトを実施。 
3. UCOP が雇うコンサルタントチームには、例えば道路案件であれば道路局職員を配置し、 
水道案件であれば REGIDESO 職員を配置し共同で案件の実施絵を監理している。 
4. 環境社会配慮について、世銀ガイドラインに基づき GEEC により評価が行われている

が、これが遵守されなかったケースで、世銀により６ヶ月間取引停止処置やペナルティ

を課せられた業者がある。 
5. プロジェクト実施監理上の問題としては、 
・ 人材不足 
・ スペアパーツ、燃料の安定確保 
・ 建設資機材の輸送 
の３点が挙げられる。 
内戦により多くの企業がDRCより撤退したが、企業登録されているなかで、SAFRICUS(米)、
AGRITEC(DRC)、SAFRIMEC(レバノン)、MALTA FOREST(ベルギー)等の外資系企業が

世銀の案件を受注している。登録していないが SOGEA-SATOM、SAWANEC、

PARIJI-BATI 等も受注している。UCOP が業者の選定を行うが、業者が下請けを使う場合

は UCOP の承認が必要。25%以内の下請けが認められている。 
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３月 13 日 16:30～18:00 免税措置にかかるヒアリング  
於：財務省 
先方： Mr. Muzuri Nyembo Kally, Charge’ d’ Etudes a la Cellule, Cooperation Bi et 
       Multilarale, Ministere des Finances  
       Mr. Ephiem LUTETE, Charge’ d’ Etudes, Fiscales 
住所： 財務省   
TEL： 081 312 6881 

099 821 8459 
当方： 調査団： 下村、平松（通訳） 

(株)アンジェロセック：井上、清水 
(株)東京設計事務所： 武智 
JICA：馬場 

 
ンガリエマ調査団が確認した確認したところ、 
１．本プロジェクトに関する免税について 
 REGIDESO より、免税については 2004 年 3 月 29 日付財務省令および 2004 年 6 月 19 日

付財務大臣署名の回状に基づき、外国資金による公的契約の免税が規定されていること、

本プロジェクトもこれら回状および省令が適用されるため免税は確保されるとの説明があ

った。 
 REGIDESO は、免税のための具体的な手続きの流れを以下のとおり説明した。 
・日本側が、免税の対象となる本プロジェクトで調達する製品および役務のリスト（以降、

「免税対象リスト」）を作成し、税務室に提出する。 
・免税対象リストに基づき、税務室は免税総額を見積り、財務省に提出する。 
・財務省は、免税対象リストに基づく本プロジェクトの免税にかかる省令を作成する。 
・同省令により免税を許可する旨のレターを関税局、監査室、一般財源徴収局等を含む関 
  係機関に発出する。 
・免税対象リスト上の製品および役務の調達、通関に関しては、日本側プロジェクト関係 者  
が同レターのコピーを提示することで、コンゴ民側の税関関係者は関税をかけないで通関

し、販売者は売上税を排除した価格で販売を行う。 
 
本日 3 月 13 日の先方の説明は以下の通り 
1. 外国資金による公的事業については省令により免税措置がとられる。（法律はない） 
2. 免税の申請を行うのは、企業でも、JICA でも、DRC 実施機関でも良く、案件やドナー

によって異なる （要確認） 
3. 売上税(ICA)は、DRC 国内において生産される全ての産品の価格に含まれている付加価

値税である。税率は 15％。ICA は無償案件についても免税される。日本企業は、申請
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が承認された後 85%の価格で物品の購入が出来る。（要確認） 
4. 資機材の輸入に際しては、関税と輸入時に課せられる ICA の両方が免税される。（要確 

認）輸入時の ICA も 15%であるが、農業機械と工作機械は３～５％。 
5. 免税の申請は、日本側が免税品目リストを添付し税務室に申請、税務室から財務局に免

税決定通知書 (Fiche d’ordonnance)が回付され、財務局において確認の後税関局

(OFIDA)に通知がなされる。 
PARA FISCALTE TAX(周辺税)もすべて免税される。 
以上要領を得ない説明であり、然るべきルートで明確に確認することが必要。 
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３月 16 日 11:00～12:00 施工業者よりヒアリング SAM SPRL (カテゴリーB、再訪問) 
先方： Mr. SUHAIL A. PATEL, Administrateur Directeur General  
住所： 3715,Ave Kingabwa,Limete, Kinshasa-1 (国際空港の近く)、 
TEL： 09-984-41557, 08-152-19146, 09-903-51178 
調査団：小林、平松(通訳) 
 
日本の援助を円滑に進める方法として BCECO のような組織を作ることを勧める。最近の

建設業は余り芳しくない。この国の経済はダイヤモンド市況に左右されるが、世界的な不

況の影響で DRC 経済も打撃を被っている。公共事業は修復のみ。大統領の血縁の人物を知

っているので、事業の推進のためこの人物を紹介したい。 
会社概要資料を受領。 
 
 
３月 16 日 09:00～10:40 JICA 事務所との打合せ 
場所：JICA 事務所 
調査団： 西宮、金縄,下村、小林、平松(通訳) 
JICA 飯村所長、馬場企画調査員 
 
調査団 
本件基礎調査実施が遅れ B/D と平行して実施する形となってしまった。 
現在実施中の道路、浄水場に加え今後保健人材センターが実施される予定。 
本件は、今までの一般無償のスキームの形で、不確定要素が多い紛争終結国における案件

実施が可能か否かを調査することが目的。 
簡単にはいかないが、ランプサム契約の見直しも含め、無償制度設計に関する中長期的な

意味での提言を行う。また、短期的には、現在のランプサム方式の中でどのような対応が 
できるのか、具体的に積算に反映できる事項を整理したい。 
 
飯村所長 
本体事業関係者に対する公用旅券発給は重要な問題。入国手続きのみならず種々許認可の

取得等事業の円滑な実施に関係している。常駐管理者だけでも公用旅券発給を検討してほ

しい。 
政府は機能しておらず、基準・制度が後出しで出されてくる。このため、工事にかかる許

認可手続きの事前確認は極めて困難。手続きにコミッションを要求されるケースも多い。

事務所発注のパイロット工事でも事例あり。 
査証取得、身分証発給、免税措置、通関手続き等は、施工業者からの申請だと営利目的の

民間企業ということで速やかに処理されない可能性がある。大使館も巻き込んで事務所が
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介入しても、解決に２，３ヶ月はかかると予想される。申請人となる常駐管理者に対して

は公用旅券の発給を検討してほしい。大統領と深いつながりのある中国プロジェクトです

ら通関手続きが止められている。 
REGIDESO は親 JICA であり、円滑な行政手続きを期待している。 
DRC では担当大臣との直談判が必要な場合が多い。大臣につながる官房長も重要。但し、

大臣、官房長は政治的理由から異動するケースも多いので行政ラインのトップである次官

も抑えておく必要がある。DRC の特異な商習慣にも留意して欲しい。銀行も信頼性に欠け

リスクが高く手数料も高い(10%)。銀行は預金を増やすことが困難なため手数料収入で稼ご

うとしている。当事務所で調達を行う際も、公用車の購入、家賃の支払いなど、取引先は

フランスやベルギーの銀行への送金を指定してきている。保険制度も整備されておらず、

交通事故を起こしても事実上保険金の支払いは期待できない。病院も前払いが絶対条件で、

その金額の範囲でしか治療してもらえない。 
 
先方負担事項は可能な限り軽減しておく必要がある。やるといってもまず実施しないし、

かなり遅延することが多い。 
政権が安定しているとはいい難い状況にあり、これにも留意が必要。 
無償資金協力の制度は、本邦コンサルタント･コントラクターと先方政府の 私契約では

あるが、他の国ケースより事務所が介入しないと動かないだろう。 
 
３月 16 日 11:20～12:20 大使表敬 
北澤寛治特命全権大使 
岡部書記官 
調査団： 西宮団長、金縄団員,下村 
JICA 飯村所長、馬場企画調査員 
 
所長 
当国の無償案件実施には困難多い。 
保健人材センター敷地内には不法占拠住民が居住。測量が困難となっている。 
道路案件も車線数の増が懸案。別件調査案件（地形図）では、調査要員のケニア人がスパ

イ扱いされ嫌がらせを受けたこともある。 
調査団 
当国においては事前に正確な積算を行うことが困難。このため他のドナーは単価契約方式

を採用している。無償はランプサムであり設計変更が困難。建築資材の価格変動も大きい。

また、積算の対象とならない類の支出が多々発生している模様。工期の遅延要素も多い。 
長年外務省と交渉してきているが、予備費は認められないであろう。 
現在 B/D 実施中の２件は、国債案件として検討されている。 
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大使 
道路案件は政府の注目度の高い大型案件と認識。 
予備費については２０年来議論されているが、だめもとで話をしてみる手もあるのでは。 
価格変動リスクを排除するためには、例外的な措置として、期分けの考えも検討に値する

のでは？ 
現行制度(一括請負方式等)にとらわれない例外的措置も検討すべき。 
 
調査団 
国債案件の場合、E/N は１本で結ばれるので、結局、当初の旧 BD の積算を元にした入札 
時の価格となり、価格変動リスクを回避することにはつながらない。期分けが可能かは検 
討してみる価値はあろう。 
一般的な予備費の導入は遅々と進まないが、このようなリスクを伴う国では個別案件とし 
て予備費の確保に向かうべき。ただし、容易に予備費が認められるとは思えないが。 
 
３月 16 日 15:30～16:30 施工業者よりヒアリング JETRA(カテゴリーC) 
於：JETRA 社 
先方： Mr. Xavier BAHAYA CIMOLE, Administrateur Gerant  
住所：  Immeuble Flamboyant, Sise Av. DuPort No 3  
TEL：  099-991-7273  
調査団： 小林、平松(通訳) 
軍の官舎、病院等の小規模建築工事が主。公共事業の下請けもする。発注者は EU、BCECO
等。常時雇用の従業員は 14 名。建築家 1 名、エンジニア 3 名を含む。 
熟練労働者は不足していない。外国人労働者は使っていない。資機材の免税輸入をした経

験は無い。最近のセメント価格は 12～16 ドル／袋、鉄筋価格は分からない。キンシャサ市

内の工事でも水、電力の確保が難しいケースが多い。給水車、ジェネレーターの準備は重

要である。入札条件にカテゴリー区分が指定される。 
 
３月 16 日 17:00～19:00 (株)アンジェロセックとの打合せ 
場所：JICA 事務所 
JICA 飯村所長、馬場企画調査員 
調査団： 西宮、金縄,下村 
(株) アンジェロジェック： 井上、清水、阿部、深澤、小野田、セバスチャンアルノー 
 
１．道路準備調査団コンサルタントより以下の概況説明あり。 
・ 電線は移設しない前提で設計する予定 
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・ 石油パイプの移設必要あり（土被り１．２ｍ） 
・ 水道管（φ７００）の埋設あり 
・ 線路との交差６箇所あり 
・ 土質試験設備は３箇所（ＯＲラボ、キンシャサ大学、サフリカス）あるが、スペアパー

ツの不備等あり。 
・ 道路用地内に商店等の不法滞在者が多数（移転先の確保、立ち退き料の要求等） 
・ 安全対策上の問題から施工業者、コンサルタントとも日本人の常駐者は通常の１．５倍

ぐらいは必要。 
２． 西宮より取り敢えず以下をコメント。 
・ 住民移転は大きな問題。不法占拠者でもなんらかの生活保障をとの考え方が 

世銀、ADB 等では一般化しているのではないか。ただし、住民移転の補償費に相当する

ものは、現在の無償の制度ではカバーしない方針のはず。 
・これら先方負担事項が計画通り実施されるのか疑問。施工業者がリスクを被る恐れ大。

⇒先方負担事項の遂行能力に問題があるのであれば管路移設など（住民立ち退きは別）

を通常通り先方負担事項とするのではなく、無償本体事業に入れられないのか検討も必

要。 
・ 治安対策として安全対策要員（第三国人を含む現地雇用）の配置の重要性は理解。 
・ 安全対策および実施の難度から日本人の常駐管理･監理者が通常より多くなる必要はあ

るかもしれない。ただし逆に安全対策上日本人が多くなるというのも問題かもしれない。

ローカルコントラクター･コンサルタントの技術力信用度の問題だろう。 
・ いずれにしても来週到着する JICA 団長とよく協議して欲しい。 
３．所長より、車線問題も JICA 団長到着まで先方との協議で深入りしないよう道路調査団

へ指示。 
 
３月 17 日 09:00～10:00 国立建築学校よりヒアリング IBTP (Institu des ba timent et 
Travaux public) 
先方： Mr. KOFI BOKO TETE, Chef de section Architectlure 
住所：  
TEL：  099-991-6356  
調査団： 小林、平松(通訳) 
 
植民地時代に設立された国立建築学校。大学に相当する高等教育機関。修学期間５年。建

築学科、都市計画科、公共事業（土木）科、測量科からなる。建築科の在校生は現在 768
名、入学者は毎年 300 名程度でこのうち卒業するのは 100 名程度。卒業生は職を求めて国

外に転出する者が多い。IBTP の他に、電気、機械の高等教育を担当する ISTA がある。高

等教育以外には、職業訓練校もある。DRC 国内では技術者、熟練工は不足していない。 
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３月 17 日 13:00～14:30 施工業者よりヒアリング Const-Soco (カテゴリーB) 
於：Const-Soco 社 
先方： Mr. Opdebeech Ivan, Administrateur Directeur Gerant  
住所： 17, Avenue des Forgerons, Kinshasa, Limete 
TEL： 081- 700-9151, 099-801-5550 
調査団： 小林、平松(通訳) 
  
ベルギー系外資企業 
建築、土木共に可。 
他社とのアソシエイトを結成しており、グループ内には砕石会社、鉄筋の輸入会社等を含

む。常勤社員数 34 名。グループ全体での社員数は約 650 名。 
DRC は世界１輸入関税が高い国のひとつである。材料の一部は関税が 200%に及ぶ。 
セメント価格は概ね 15$／袋 
鉄筋価格（グループ内での卸価格、小売価格は 30%増し） 
6～8Ф  $1,050／ton 
10Ф    $  980／ton 
12Ф    $  930／ton 
公共事業省が設計積算にかかる一般仕様書を定めている。オリジナルはベルギーの法規と

規格。工事代金の受け取りは国内銀行口座のみ。国外銀行経由は時間を要す。 
 
 
３月 17 日 11:00～12:20 UNOPS との打合せ 
於：UNOPS 
先方：Mr. Pierre JULLIEN, Country Director 
      Ms. Berta TRAVIESO, Specialiste du Programme, Humanitaire et Post-Conflict 
住所： Congo Democratic Operation Center, 57, Avenue du Livre, Kinshasa 
TEL：  081-700-9603  081-899-6919 
調査団： 西宮、金縄、下村 
JICA： 馬場企画調査員 
 
UNOPS では他のドナーからの依頼により、工事案件を実施している。もともと UN の調

達機関であったが、数年前よりプロジェクト実施機関として建設案件も実施している。実

施中事業は、ゴマ、キサンガニ、ルブンバシ、カサイ、キブ等 Kinshasa 外が主、スタッフ

は 25 人 
コンサルタント、コントラクターの調達からプロジェクトの実施管理まで全てを実施。 
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１千万ドル以下は国内入札 
ローカルコントラクターを評価したリストもある。 
地方での工事が大部分であるため、コントラクターとの契約は UNOPS キンシャサ事務所

長が行うが、フィールドオフィスに実施管理の権限を付与している。 
入札は工事金額によりローカルコントラクターのみの場合と国外のコントラクターへも開 
放する場合の２種類。小規模に分割して発注することが多く、SAFRICUS 等大手業者と 
の契約実績は少ない。 
契約形態は小規模案件ではランプサム方式を採用。１案件 55 万ドル以上は単価契約。Price 
escalation 条項を入れるのが一般的。 
昨今の物価変動のため、建築資機材の価格変動の幅がおおきい。主要資材のセメント等を

UNOPS が現物で支給する契約も行った。 
UNOPS は、建築資材の平均価格を承知しているので、コスト積算がそれほど困難とは考え

ていない。 
前払いは慎重に、５0 万ドル以下の契約は前払い金なし。 
公示から入札までは、小規模案件であれば 3 週間。 
契約書は FIDIC 準拠、契約形式は案件により様々、ランプサムもある 
これまでフォースマジュール適用はない 
クレームは入札評価に関するものが数件あるのみ、評価のプロセスは公表していない 
落札業者に能力が無かったため契約破棄した事例がある。 
地方での工事の場合、銀行が実質使用できないので支払は現金（キンシャサから航空機で

輸送）。 
 
UNOPS への委託手数料は事業費の 8%、 コンサルタントサービスを要する場合はプラス 3
～4% 
 
 
 
 
３月 17 日 15:00～16:30 EU との打合せ 
場所：ＥＵ 
先方： Mr. Diego ESCALONA PATUREL, Chef de Section Infrastructures et Transport 
        Mr. Maurizio FILIPPI, Coordonnateur 
住所： Immeuble BCDC, Boulevard du 30 juin Kinshasa 
TEL：  081-330-0125  081-700-6125  , 
調査団：西宮、金縄、下村 
(株)アンジェロジェック： 井上、セバスチャンアルノー 
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JICA 馬場企画調査員 
 
・ 道路案件では現在キンシャサからキクウィットまで延長６０ｋｍ（橋梁２橋含む）の道

路改修工事（４０百万ユーロ）を実施している。 
・ 入札は案件の規模によって国際入札とローカル入札の２種類がある。国際入札はＥＵ加

盟国とアフリカ諸国を対象としている。ただし、EU のコントラクターも当国の工事に

は若干躊躇しているのが現状。当国初の大型インフラ案件の入札が２度不調となったこ

とがある。当該案件においては、当初の契約予定価格を超え手契約せざるを得なかった。 
（２回目の入札が不調となった時点で応札価格を予定価格としたとのこと）。 

・ ある例では再入札を行った。１回目は不落となり、再入札においてはリスク回避（不調）

のため予定額をアップ（マージンを上乗せ。％は聞けず）。 
・ ＥＵの直接管理（工事の発注者：先方政府のガバナンスと執行の透明性に大きな問題が

あるため）。 
・ 契約方式はＢＱ清算方式（リスク回避のため）。 
・ 治安対策としての特別な措置（護衛、警備員の配置等）は特になし（ローカルコントラ

クターは常にこの環境の中で仕事をしているので特別な配慮をする必要なしと判断）。 
・ 環境影響評価についてはＥＵのガイドラインに従っている。（ガイドラインがないた

め：現在、DfID、WB が策定中とのこと） 
・ 公示から入札までは国際入札においては３ヶ月のケースもある。ローカル入札の場合は

２ヶ月。 
・ 旅費は出さないが、応札希望者に現地訪問を義務付けている。（実施段階でのクレーム

を避けるため）。 
・ 瑕疵担保期間は１年(EU が工事をして先方に引き渡すため) 
・ 先方負担事項の遂行能力について先方政府は問題ないと言うが、先方の言うことを鵜呑

みにするのは危険（実際には実施しないだろう）。特に、非自発的移転を伴う事態は避

けた方が良い。案件が頓挫する可能性が高い。 
・ 技術面の話として、ローカルコントラクターの能力等についてはあまり問題はないと判

断している。工事件数が増えれば彼らも体制を拡大する。建設機械は不足するかもしれ

ない。 
 
所感 

EU では特に安全対策を過剰に意識していることはなかった。安全リスク、その他のリス

クも全て込みの単価契約になっている模様。これらのリスクを積算ですべてカバーするの

は実質無理がありそう。あまりにも予見不可の不確定要素多し。実施方法を含む制度面の

改善の検討も必要か(一括請負方式の変更)。 
 先方負担事項の遂行能力については EU も疑問視している。未実施による工程遅延のリ
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スクを排除するためには埋設管移設など無償本体事業でカバーできるものは無償本体事業

に取り込むなどの措置が必要ではないだろうか 
 
入札参加資格 EU 域内国＋アフリカ域内国企業 
 
 
 
３月 17 日 17:00～18:00 施工業者よりヒアリング TRANS-IMPORT (カテゴリーB) 
於：TRANS-IMPORT 社 
先方： Mr. Jean-Paul BOMGO, Rep Commercial 
        Mr. Osee Tumbu Misinga  
住所：  
TEL：  089-898-8164  099-816-7185   
調査団： 小林、平松(通訳) 
 
建築が中心。責任者はベルギー人、常時雇用者は 32 名。建設業界は好調である。入札条件

にカテゴリー区分が指定されることはない。通常は売上げ金額などで上位の会社が選定さ

れているようだ。工事に治安対策は講じていない。現場で建材の盗難防止策をとっている

程度。SONAS は労働者の保険のみを担当している。2007 年 1 月より、輸入時の不正防止

のため VERITAS による品目検査が開始された。一般に DRC の関税は高額である。 
工事代金は通常出来高払い。コンサルタントが出来高を査定する。国の仕事は支払いが滞

ることが多いので余り受けたくない。国外銀行を通じた決済可能。入札準備期間は、国際

入札の場合 60～90 日間。 
 
3 月 18 日（水） 午後 3:00～4:30 コンサルタント会社よりヒアリング 
CHITEC INTERNATIONAL（ｶﾃｺﾞﾘｰ B） 

於：CHITEC INTERNATIONAL 社 
先方：Mr.Clément MBIKAY.M.MUSWAL, Directeur Administrateur 

住所：27,Avenue Kasende Cite Mpumbu Mont-Ngafula 
TEL：0999932461 0992634231 

調査団：小林、平松（通訳） 
 

・93 年に設立、土木・建築の両分野で活動している。当初事務所はキンシャサ市中心部に

あったが動乱の最中に事務所が破壊され現在の場所に移動した。常勤者は合計で 20 名

程度（建築家 4 名、エンジニア 10 名等）いままでに 60 以上の世銀のプロジェクトに

関連して仕事をした。またカナダ、ドイツ、スペイン等のドナーのプロジェクトを経
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験している。社長本人は BCECO で専門家（設計、入札管理など）をしていた経験が

ある。 
・ コンサルタントのカテゴリー区分は主に資本力による。仕事が完了できない場合など

の保証能力に関係するといえる。 
・ 国の仕事は国内東部の騒乱等の支出や通貨変動によって、少なくなっている。 
・ 準拠すべき法律等は 1969 年の大統領令に記載されている。その基となったのはベルギ

ー法である。運用基準はベルギーを中心としたヨーロッパ規格が用いられている。 
・ 建物の建築許可は建物の重要度によって大臣名の許可（審査がより厳密で申請にかかる

金額も高い）または chef de service の承認の 2 種類の許可申請がある。経験では援助

プロジェクトの場合、建設許可申請が必要ない場合もあった。外国人の建築家でも申請

はできると思う。 
・ 建築物の場合、建設直後に仮引渡し、1 年後の瑕疵検査後に最終引渡しがあるが、最初

の仮引渡しから 10 年間は、設計者、施工者は責任がある。 
・  
3 月 19 日（木） 10:00～11:30  La Société des Architectes du Congo (SAC)建築家協

会よりヒアリング 
於：SAC 
先方：Mr. Claude CHERUBALA, President de SAC TEL：999 948 641, 998 470 015 

Mr. Arsène IJAMBO KAMBAZA, Secrétaire général de SAC  

TEL:999 908 722 , 897 151 457 

住所：（協会の事務所があるわけではなく、今回は会長の事務所を打ち合わせ場所として提

供してもらった。）V’arconn office s.p.r.l.  Immeuble TABACONGO 3ème étage Appartement 

no 5 1547, Boulevard du 30 juin Kinshasa 

調査団：小林、平松（通訳） 
・当協会は営利団体ではなく、会員の会費によって運営される。協会役員は 3 年ごとの改

選がある。役員等に協会が報酬を支払うわけでなくボランティアベースである。会員は

それぞれ独立した建築事務所を経営したり企業に所属する。登録建築家はすべてこの会

の会員であり、登録建築家リストは当協会が作成し公共事業省、住宅都市計画省に送ら

れている。 
・ 現在の登録者数約 160 名（建築家の資格を持つものは国内に 800 人程度いるが、仕事

の量などからすべてが登録している訳ではない。）建築家のニーズがあれば、経験など

を考慮して登録者の中から推薦できる。推薦された建築家との契約は、協会を通さず本

人との間で結んでもらってかまわない。 
・ 建築家の業務について政令があるが、古いものであり現実に即したものとするよう国会

などに協会として働きかけている。 
・ 建築許可申請は床面積 150 ㎡を超える建物について、登録建築家が実施することになっ
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ている。 
・ 建築物の完成時に仮引渡し、その 1 年後に瑕疵の修復をして最終引渡しとなるが、建設

会社または設計事務所は仮引渡し後 10 年間の「責任」がある。 
（他のアフリカ諸国で実施されている制度に、公共事業により建設される建築物の所有

者は 10 年保険に加入する義務を負うというものがあるがその制度とは異なる。従って、

その場合に必用となる保険会社に認証する第三者機関の介在もない。逆に建設会社や設

計者の負担が大きくなるようあるが、しかし、この「責任」に伴って発生する可能性が

ある金銭的負担のための保険に加入する義務もなく、また実際加入している建築家もい

ないとの事である。どのような事態に対して、どのような形で「責任」を取るべきかの

具体的な基準が確定していず、現時点ては、実態を伴わない制度である。） 
 
 
3 月 23 日（月） 10:40～11:40 インフラ・公共事業・国土整備省 インフラユニットよ

りヒアリング 
先方： Mr.Théophile NTELA LUNGUMBA , Coordinateur Adjoint  

Mr.Bongaine BONGA MUKUESO, Chef de Section Bâtiments Publics  
Mr.Edward KOKO FUNSU, Chef de Section Appui Institutionnel  

住所：70A,Roi Baudouin Commune de la Gombe Kinshasa 
調査団：下村、小林、平松(通訳) 
・ 当インフラユニットについて 

公共事業省の中の技術的な部分を担当する部門であり、以下の 5 セクションより成って

いる。①幹線道路課（国道などの）②一般道路部課 ③財務課 ④制度的支援部門 ⑤

公共建物課 
今日はそのうち２つの部門の chef（課長）が同席している。 

・ 建設会社、設計事務所カテゴリー区分について 
公共事業大臣令の中で、それぞれのカテゴリーの具体的条件が定められている。カテゴ

リーリストは同省の土木・建物局が製作管理している。この 4～5 年の間に国際入札に

より工事を受注したものの中にはリストにない外国籍の企業もある。日本の無償案件で

日本企業が現地サブコンを採用する場合は、同省としてはリストにあるコンゴ民国籍の

企業を採用して欲しい。リストに掲載されている企業は税金や社会保障などコンゴ民の

規則を遵守している企業である。 
・ 日本の無償プロジェクトがコンゴにおいて第 3 国から調達する資機材について 

援助プロジェクトとして、関税その他の免税などもあり、制限を受ける事はない。 
・ 建設許可について 

道路については、特別な建設許可はない。 
建物については、省内に BAU(Bureau d’architecture et d’urbnisume：建築、都市計画
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事務所)という部門があり建築物の審査をここで実施している。申請者は図面などの資

料を提出する。 
審査はゾーニングなどの設計コンセプトや環境社会影響などについても行われる。（影

響社会影響に関しては環境省が評価審査機関を持って実施している）なお、この国の設

計基準は世界基準（ヨーロッパ基準）である。 
・ 世銀のプロジェクトで実施中のコンゴの建設会社の調査 

世銀のプロジェクトでジャン・ラック・アリエールというコンサルタンﾄがコンゴ民の

建設会社を調査している。調査は第1フェーズを終了し、第2フェーズが始まるところ。

4 月末には調査結果にかかるワークショップを予定している。 
・ 公共事業における公定在工単価について 

必要性は感じているが、現時点では制度が整っていない。落札価格などを分析すれば実

際上の単価を知ることは可能である。 
明日 15 :00、改定済みカテゴリーリスト、大臣令、実施中案件リスト 入手予定 
 

3 月 30 日（月） 15 :00～16 :00 鴻池組 海外事業部 ケニア事務所 
下村 小林（福永設計）  
西野 達郎所長、若松貴之氏（Sondu/Miriu hydropower project, project manager） 

住所：Museum Hill Center 2nd Floor Museum hill road 

TEL:+254-20-3748172  
 
・ 10 年前までスーダンで 7 件の工事実績があった。現地にサプライヤーがあるにはある

が価格が高く、質の点でも問題があり自力で輸入せざるを得ない状況だった。コンゴ

とスーダン（ジュバ）を比較すれば、実績があるという意味でジュバの工事に関心が

ある。 
・ ケニアの状況 
・ ケニア国内は現在建設ブームで世界的な金融不況の影響はないように見える。建築、

道路等土木共に国内が活況なので大会社はあえて、スーダン等に出る必要を感じてい

ない。H Young ケニア最大の建設会社（イスラエル人の経営）から、スーダンの仕事

には興味がないといわれたことがある。 
ウガンダも同様の状況。ジュバにおけるケニア、ウガンダ企業はほとんどが中小の企

業。 
国内でセメントが不足した事はあったがそれによって価格が高騰したということは

ない。ただし鉄筋は 1999 年に 575 ドル/トン程度だったものが 2008 年には 1500 ドル/
トンまで高騰した。 これほど高いと日本から輸入したほうが安い場合もあり得る。南

アのワールドカップ建設ラッシュの影響による資材価格の高騰は、現在は落ち着いてい

る。 



 

1-25 

・ 中国企業 
ケニア国内で最近目立つようになった。非常に安価で仕事をとるが、労働者への賃金も

安く労働者が暴動を起こすなど問題となるケースが相次いでいる。また中国人労働者を

5,60 人一度に連れてきて地元新聞で批判されたこともあった。 
・ 治安等の問題 

施行会社にとっては治安の問題も大事であるが、ガバナンスの汚職などの問題はもっと

大きい。また銀行送金できないというのも大きな問題である。 
・ 運送会社 

ウガンダ国境までケニア国内の道路はよくなっていて問題ない。SONDU/MIRIU プロ

ジェクトでは、大統領関連の運送会社を使った。通関が他社に比較して早かった。 
SONDU/MIRIU プロジェクトでは、 
サブコン 
① H Young 
① CementIR 
サプライヤー 
① セメント バンブリ（セメント製造会社） 
② 鉄筋 RSC（南アの商社） APEC  
を使っている。 

 
3 月 31 日（火） 11 :00～12 :00 SPENCON （ケニヤ建設会社） 
下村 小林（福永設計） 鈴木正彦氏（JICA 広域企画調査員・国際協力専門員） 
Mr.L.R.PATEL（Director）Mr.Sudhir Bhatt(Business development) 

住所：17th floor Rahimtullah tower, Upper hill Rd Nairobi 

TEL:+254-20-2711551,2711531 
 
・ 土木、建築の工事や設計などマルチに手がけている。スーダン、ケニア、ウガンダ等

で鴻池組や大成建設等の下請け経験がある。日本のコントラクターから多くを学び彼

らを非常に信頼している。現在ジュバでは給水工事とマルチドナーファンドによる政

府庁舎の改修工事を実施中であるが、どちらももうすぐ終了する予定。現在、ジュバ

に現地事務所や資材置き場などを所有している。日本企業の下請けで是非ジュバでの

案件を実施したい。 
・ スーダンの工事の問題点：①資材の運搬 道路が悪い、盗賊などの危険 ②現地に技

術者がいない、③ガバナンスの悪さ、許可や承認に時間がかかる。 ④今のところ賄

賂は大きな問題ではないが、いずれスーダン人も学ぶだろう。 
・ コンゴでのプロジェクトにも興味がある。東部において受注案件を実施中。 
・ ジュバに砕石場を作る計画があり、既に用地も確保済。 
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3 月 31 日（火） 14 :30～15 :30 MOTORWAYS （ケニア建設会社） 
下村 小林（福永設計） 
Mr.Narinder S. Roopra（Owner） 

住所:P.O. Box 72525-00200 Nairobi 

TEL:557388, 555646,555652 
・ 鴻池組、竹中の下請けをした経験がある。 
・ スーダンでは 10年ほど前までに 5,6回仕事をしたことがある。ジュバへは 4回行った。 
・ ジュバで主に活動しているのはケニアとウガンダの中小企業。現地の人間には外国企

業に反感を持つものもいて、大企業には出て行きにくい雰囲気がある。 
・ ジュバで仕事をしたときは現地の職人の効率の悪さに苦労した。 
・ 工事での建設機械は自前のものを使う。ケニアでは建機レンタルはあまり一般的でな

い。 
・ ジュバの工事の場合、資機材の輸送に大きなリスクがあり、4～5 倍のコストアップに

つながる。同業者のなかには、ジュバへの輸送ルートで地雷のため建機を 2 台失った

者もいる。このような事態への保険はない。 
・ ジュバのセメント用砕石は、以前 2 箇所あった砕石場が内戦のときに止めてしまった

ため、ウガンダから輸入せざるを得なくなり、そのため高価になっている。砂は現地

で入手できる。 
・ 日本のゼネコンの下請けが出来るのであればジュバでのプロジェクトを受注したい。 

 
 
４月 1 日（水） 14 :30～15 :00 ROY TRANSMOTORS （ケニア運送会社） 
小林（福永設計） 
Mr.Shaik Ismail（Head of Logistics） 

住所:P.O. Box 11883-00400 Nairobi 

TEL:8560527/28/29/30 
・ 同社は創立来約 30 年営業している、現在ケニア国内に 3 箇所、およびカンパラに支店

を持つ。 
・ カンパラまでなら 40 フィートコンテナ輸送が可能である。ジュバまでの輸送は近い将

来の営業圏として考えているがまだ実績はない。 
・ ジュバまで輸送を請け負うとすれば、様々なリスクを考慮し対策費を上乗せするため

輸送運賃が高くなるのは当然である。 
・ 検問や国境の通関などでかかる規定外の費用も高額となる。 
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JICA 南スーダン事務所打合せ 
日時：３月２３日（月）９：３０～１０：２０ 
場所：JICA 南スーダン事務所 
先方：大嶋企画調査員、玉利企画調査員 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
１． 調査団より今回調査の趣旨を以下のとおり説明。 
  不確定要素が多い紛争終結国の無償資金協力実施に関し、 
・ 現在の一般無償（ランプサム方式）の中でどのような対応ができるのかの検討 
・ 無償制度設計に関する中長期的な意味での提言 

 
２． 事務所より以下の説明あり。 
・ JICA 事務所ではハルツームに銀行口座を開設し、ジュバでは銀行口座を開設してい

ない。ハルツームから現金を持ち込んでいる。ただしハルツームで引き出したドルに

は北のスタンプ（偽札でないという証明）が押されるが、ジュバではスタンプ付きド

ル紙幣は使用できない。最近、引き出し制限（1 回 5,000 ドル程度）がある。（ハルツ

ームの銀行口座からドルの持ち出しは事実上不可） 
・ スーダンにはアメリカの経済制裁がかかっているのでスーダン国内の銀行には送金

ができない。 
・ 開調のコンサルタントは現金を持ち込んでいる。片平エンジニアリングとシステム科

学コンサルタンツはジュバに銀行口座を開設している。（ケニアの銀行のジュバ支店

との位置づけ） 
・ 事務所開設に伴う支払いはケニアとかモーリシャス等の第三国の銀行口座に振り込

んだ。送金手数料は 1％。 
・ 労働法は北の労働法（1997 年制定）を適用しているが、現在、南の労働法を策定中

であり、そろそろ制定されるころだと思われる。現在適用している北の労働法はイス

ラム法に基づいている。 
・ 税金は南の税法がある。 
・ 通関は南から持ち込むものは南側（GOSS）で処理される。統一政府（GONU）での

手続きは必要ではない。 
・ 公用旅券だと外国人登録の必要なし。一般旅券の場合、3 日間以上の滞在で外国人登

録が必要。 
・ 一般旅券のビザは Business 扱い（公用旅券は Official）。ビザは 1 ヶ月で更新が必要。

更新費用は 150 スーダンポンド（約 75 ドル）。100 ドル以上に値上がりしたとの情報

あり。 
・ コンサルタントは一般旅券で入国するため実際にはビザ代を自社負担している。 
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・ 銀行決済はケニア、モーリシャス、ベルギーなどの銀行が多い。 
・ 現金決済が多い。銀行送金は手数料が 1～2％かかり、中小企業には手数料負担が重い。 
・ 前払いのための銀行保証が取りにくい。取り付けに 1～2 週間要する。 
・ ハルツームからジュバへの送金は 1 週間程度かかる。 
・ ハルツーム－ジュバ間のフライトは毎日運行。片道 250 ドル。統一政府（GONU）で

の手続きが頻繁に必要な場合は北にも常駐者が必要なケースも考えられる。 
・ ジュバ市内で行われている工事は南スーダン政府（GOSS）が EU 企業に発注してい

る例がある。 
 
Ministry of Regional Cooperation - GOSS 打合せ 
日時：３月２３日（月）１０：３０～１１：３０ 
場所：Ministry of Regional Cooperation - GOSS 
先方：Ms. Beatrice Khamisa Wani, Director General for Multilateral Relations 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
・ スーダンは統一政府（GONU）の下に北部スーダン政府（GONS）、南部スーダン政

府（GOSS）があり、南北政府の下には州政府（State：北部 15 州、南部 10 州）が

ある。各州には州知事（Governor）、州大臣（Minister）が配置されている。 
・ ジュバでは道路建設、建物工事などのインフラ事業が多々行われている。 
・ 港湾、リバーアクセス、橋梁、ビル建設などの実施が必要だが、建機が不足している。 
・ 建設資材は大部分がウガンダからの輸入物である。国内資材価格は非常に高い。 
・ 無償本体事業では輸入資材は免税扱いとなる。JICA 事務所を通じて免税物品リスト

を財務省に申請すれば免税手続きを行い、免税扱いとする。 
・ 一般の民間建設業者には課税される。 
・ 世銀では多くのプロジェクトが実施され GOSS での免税手続きを経験している。また

WFP では道路建設プロジェクトを実施しており、そういったドナーからの情報も参

考になるだろう。 
・ 調査内容の趣旨から、財務省、労働省、運輸道路省などを訪問することを勧める。 
・ プロジェクト内容によって南部スーダン政府管轄となるのか、州政府管轄となるのか

が決まる。（ジュバ病院であれば南部スーダン政府管轄、州病院であれば州政府管轄

事業） 
・ 州レベルの税（custom）が存在し、州レベルでも通関手続きを実施しなければならな

い。 
 

Ministry of Finance & Economic Planning - GOSS 打合せ 
日時：３月２３日（月）１２：００～１２：５０ 
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場所：Ministry of Finance & Economic Planning - GOSS 
先方：Mr. Aggrey Tisa Sabuni、Mr. Haile Melekot Tekle Giorgis, Ministerial Policy 
Advisor (AfDB)、Mr. Bem French, Economist (ODI Fellow), 他２名 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
・ 免税手続きは本来は統一政府（GONU）を通じての実施であるが、南部スーダンでの

免税手続きは南部スーダン政府（GOSS）を通じて実施すればいい。 
・ GOSS の下の州（State）、県（Council）にも免税手続きが必要だが、それらは GOSS

の財務省に申請手続きを出せば州レベル、県レベルの免税措置が行われることになる。 
・ 国内調達品には間接税（Local Tax）が含まれているが、これらは免税扱いにはでき

ない。スーダン国には税還付制度がないので、スーダン国内で調達する建設資材、労

務から Goods にかけては全て間接税を支払うこととなる。(間接税は 7～8％程度であ

るが、明確な規定がない模様。そのため還付額が決められないものと思われる) 
・ ポートスーダン経由での輸入資材は統一政府（GONU）を通じて免税手続き、通関手

続きを行わなければならず、時間と費用がかかる。そのため輸入資材はモンバサ港経

由の南周りで搬入することを勧める。モンバサ港からだと７日間（通関手続き１日程

度を含む）、カンパラからだと２日間で到着する。南部スーダンでの通関手続きは南

部スーダン政府（GOSS）を通すだけでいいので時間と費用が北周りに比べて格段に

少なくてすむ。 
・ 特段の輸入制限等はなし。ただし免税扱いの資材は他プロジェクトへの転用は不可。

持ち帰ること。 
・ 銀行口座開設には会社登録（Registration）が必要。送金額の制限はなし。 
・ マルチドナートラストファンド（MDTF）のスーダン緊急インフラプロジェクトに

JICA も加わってほしい。 
・ 財務省としてはあまり資金の流れに関心を有しておらず、結果に関心を有している。 

 
Ministry of Labour, Public Service & Human Resource Development - GOSS 打合せ 
日時：３月２３日（月）１５：００～１６：００ 
場所：Ministry of Labour, Public Service & Human Resource Development - GOSS 
先方：Dr. Mark ZangabeyoJerome, Under Secretary、Ms. Hellen Achiro Lotara, Director 
General of Labour and Industrial Relation 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
・ 南スーダンでは労務者・技術者が不足している。Labor 研修が必要であり、MTC プ

ロジェクトに期待している。 
・ 統一国家（GONU）としての労働法は 1997 年に制定したものが適用されているが、
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南スーダン政府（GOSS）版の労働法を策定中である。現在、Final Draft 段階で、今

週 3/26 にステークホルダー会議を開催し、労働組合等からの意見を集約・反映させ

る予定である。（Third Reading と称している） 
・ 社会保障制度は 1990 年の National Insurance Policy に制定されており、給与の 25％。

そのうち 17％が雇用主、8％が非雇用者の負担。 
・ 外国人労働者については労働許可が必要。雇用者が建設期間中の許可を労働省に申請。

許可のないものはペナルティを課す。 
・ 労働許可については労働者の技術レベルに応じて３つのカテゴリーに分類。スーダン

国内で供給できない労働力に対しては許可を出すが、スーダン国内で供給できる労働

力に対しては許可を出さない方針。 
・ 現在は技術レベルが低く外国人労働者が必要だと考えているが、外国人労働者の指導

（On the job training）によって国内労務者の技術レベルが上がり、将来的には国内

労働力によって全ての技術労働者を国内でまかなえるようになることを計画してい

る。 
・ 労働許可等の担当者 Ms. Hellen Achiro Lotara。詳細について問い合わせいただいて

かまわない。連絡先 TEL ： 00249121587471 、 00249914154313  E-mail ：
hellenlotara@yahoo.com 

 
Ministry of Physical Infrastructure - CES 打合せ 
日時：３月２３日（月）１６：３０～１７：００ 
場所：Ministry of Physical Infrastructure - CES 
先方：Eng. Louis George Gore, 1st Director General 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
・ セントラルエクエトリア州政府（CES）ではマネジメント（設計基準や維持管理業務）

を担当し、工事契約は南部スーダン政府（GOSS）が実施。そのため施工業者リスト、

コンサルタントリストはCES にはなく、GOSSのMinistry of HousingやMinistry of 
Road and Transport が保有。 

・ Juba Town Road を CEC Company（イタリア系施工業者：ナイロビに事務所あり）

が施工（約８km 50million 米ドル）。 
・ セントラルエクエトリア州の Physical Infrastructure は５つの部署（Survey、

Housing、Land and Town Planning、Urban Water、Rural Water）と 1st、2nd、
3rd の Director General からなる。 

・ CES が設計基準を管理するのは将来の維持管理のための Quantity Survey のためで

ある。 
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GTZ - Juba 打合せ 
日時：３月２４日（火）１０：２０～１１：００ 
場所：GTZ - Juba 
先方：Mr. Filiberto Gabresi, GTZ PO Country Program Manager, South Sudan、Mr. 
Herbert Kremeier, GTZ IS Program Manager, Infrastructure Dev., South Sudan 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
・ GTZ 事業は UNHCR や WFP との連携事業である。契約形態は事業によって違って

いる。 
・ スーダン国内での GTZ 事業はコントラクトアウトではなく GTZ の直轄施工（建設資

機材の調達からエンジニア、労務者の調達まで GTZ が実施）である。この方法は特

殊なケースで通常はコントラクトアウトする。スーダンではコントラクトアウトする

とかなりの金額が要求されるのでコスト面の問題から直轄施工方式となっている。 
・ GTZ では南部地方の道路維持改修工事を実施。1,800km の砂利舗装道路の維持管理

に 15 台のグレーダー、15 台のロードローラをウガンダから調達。 
・ ジュバから外にはコントラクターが行きたがらない。ウガンダとの国境近辺では資材

が手に入らない。ジュバから100km以上はなれると資材の入手が非常に困難である。

GTZ ではそのような地方で道路維持改修を行うため直轄施工方式を採用している。 
・ 現地労務者の技術レベルが低いため外国人労務者を使用している。（GTZ はスーダン

国内のコントラクター、コンサルタントは技術レベルが低いと判断している。） 
・ GOSS は治安問題について安全を提供すると言っているが、インターナショナルコン

トラクターは地方部の事業はリスクが高いと判断している。ナイロビにあるドイツ系

コントラクターも高リスクのため本事業には躊躇した。 
・ 直轄施工方式で建設資機材等は全て輸入（国内資材は高額）している。GTZ はナイロ

ビに南スーダン用の資機材調達のための事務所（組織）があり、そこが直轄施工のた

めの調達を取り仕切っている。トラックも３台有し、定期的にナイロビから物資を輸

送している。 
・ 南部スーダンでのプロジェクトの資材は全てウガンダからの輸入である。 
・ 通関手続き、免税手続きの専任スタッフを置いているが、通関手続きには２ヶ月近く

を要した。 
・ 外国人労務者の労働許可は資格保有者ということで許可申請を行っている。 

 
USAID - Juba 打合せ 
日時：３月２４日（火）１１：３０～１２：２０ 
場所：USAID - Juba 
先方：Ms. Mary Hobbs, Ph.D., Economic Infrastructure Team Leader, Mr. George O. 
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Wagwa, Infrastructure Programs Engineer, Cognizant Technical Officer, Sudan 
Infrastructure Program, Economic Growth & Infrastructure Devision 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
・ USAID では 2008 年度の総額 96.3 百万ドルの支援のうち、約 75％（76 百万ドル）

がインフラ分野への支援。 
・ インフラ分野では２つのプログラムを実施。Louis Berger Sudan Infrastructure 

Services IQC と UNOPS Accelerated Infrastructure Program。 
・ Louis Berger ISP では 2006 年から 5 年間で総額上限 700 百万ドル。ジュバ－ウガン

ダ国境間（Juba-Nimule 道路）192km の道路舗装（DBST）や地方電化、GOSS 運

輸道路省や州インフラ省の調達業務や道路メンテナンスの TA など８つの業務構成と

なっている。 
・ UNOPS Accelerated Infrastructure Program は 2006 年から 5 年間で総額 62 百万ド

ルの事業。道路・橋梁建設や学校、ヘルスクリニックの建設等を実施。 
・ Louis Berger ISP は設計から調達まで全てを実施。USAID に代わり工事発注業務を

行う。契約は FIDIC ベース。 
・ 192km の道路舗装工事を 3 つの区間に分けて発注。 
・ サブコンとしてケニアやエジプト、中国、トルコ、ウガンダ、エチオピアのコントラ

クターを活用。工事規模が大きいため、これらのコントラクターの関心を引いた。 
・ USAID では労務者のうち 15％は現地労務者を使用し、トレーニング（On the job 

training）を実施することを規定している。Louis Berger プロジェクトでも 15％が現

地労務者である。 
・ 技能工（Skilled Worker）はケニアやウガンダから調達。労働許可は Diploma ステー

タスが必要ということで申請し、１ヶ月のビザを取得している。 
・ 輸入資材運搬はモンバサ港経由の陸送ルートとし、通関手続きは GOSS のみを相手と

している。ハルツーム経由は通関手続きの問題から利用しない。 
・ スーダンのローカルコントラクターの技術レベルは非常に低く、労働省が将来、スー

ダン国内の技術レベルを向上させて外国人労働者の労働許可人数を減らすといって

いることはかなり難しいと思う。 
 
UNOPS - Juba 打合せ 
日時：３月２４日（火）１５：００～１５：５０ 
場所：UNOPS 
先方：Mr. Anthony Langmaid, Head of Administration & Finance 
当方：西宮団長、金縄団員 
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・ UNOPS では USAID ファンドのプロジェクトを実施。遠隔地の学校建設 35 箇所、ヘ

ルスクリニックの建設、道路改修事業として Yambio-Tambura 道路 185km の砂利舗

装の改修、Dabio-Ezo 道路 75km の再整（re-grading）、ライブインテンシブ（コミ

ュニティ開発）、警察署整備や警察トレーニングセンターの建設などを実施。 
・ 大規模案件は FIDIC ベースの BQ 契約方式。10～14％の前払い制度（銀行保障の取

り付けが条件）。支払いは毎月出来高払いで出来高の 90％を支払う。残り 10％は瑕疵

担保期間終了後に支払われる。（←再確認必要） 
・ 小規模案件（10,000 ドル～20,000 ドル程度でシンプルな工事）ではランプサム方式。 
・ 公示から入札までの期間は最短で７日間から大規模案件では 40～45 日間（土日も含

む）。 
・ 瑕疵担保期間は６ヶ月（小規模案件）から１年（大規模案件）。 
・ UNOPS の実施案件はドナーファンド。UNOPS のインハウスコンサルタントが複数

案件の運営管理を担当。 
・ 施工業者への支払いはインターナショナルコントラクターには銀行振り込み（外国で

決済）とし、ローカルコントラクターには小切手による支払い（スーダン国内の銀行

口座を持っていてもアメリカの経済制裁の影響のため送金が不可）。 
・ UNOPS プロジェクトはウガンダ国境などの地方部が多くケニアやウガンダ等のイン

ターナショナルコントラクターも関心を示してくれない。そのためローカルコントラ

クターと契約する場合が多い。 
・ ローカルコントラクターからの請求は税込み価格で、税抜き価格を要求することは無

理である。（実態として UNOPS は間接税込みの価格を支払っている） 
・ 現地労働者の施工技術は極めて低いが、現地労働者を活用している。ただし品質面、

工程遅延といった問題が多々あり。UNOPS として現地労働者の活用を規定している

わけではないが、コントラクターはコスト面の問題（ケニア人労働者には交通費等の

費用がかさむ）から現地労働者を使用していると思われる。現地労働者の活用は全て

施工業者の判断による。 
・ 免税手続き、通関手続きは UNOPS がコントラクターに代わり実施している。 
・ コントラクター、コンサルタント評価を実施。 
・ 契約書の雛形と評価付けをしたコントラクター、コンサルタントリストを提供するこ

とは可能。（JICA 事務所宛に別途送付） 
 
ジュバ市内で活動中のコンサルタント・コントラクターとの打合せ 
日時：３月２４日（火）１７：００～１８：４０ 
場所：JICA 南スーダン事務所 
先方：大嶋企画調査員、玉利企画調査員、(株)アーバン利根 安達、(株)片平エンジニアリ

ングインターナショナル 向井、システム科学コンサルタンツ(株) 西山、(株)東京設計事
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務所 神保、田中 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
１． 調査団より調査趣旨説明及びコンゴ民での調査結果（提言）の紹介 
  コンゴ民調査結果 
・ 予備費の必要性（入札以降の物価変動リスクの軽減、不測事態への柔軟な対応） 
・ 先方負担事項の軽減（先方負担事項未履行による工程遅延リスクの軽減） 
・ 安全対策経費の計上（安全対策要員の配置、宿舎等の武装警備、通信手段確保等：治

安リスクの軽減） 
・ 制度としてはあるようだが実際には機能していない間接税（消費税）の取り扱い（積

算上では考慮しない方針を提言） 
・ 余裕のある工程計画の策定（手続き等の遅延による工程遅延リスクの軽減） 
・ JICA 関係者の体制強化（事務所・本部：当該国を重点的にフォローする無償調査員

の必要性） 
・ 常駐監理者に対する公用旅券の発給要望（手続き等の遅延、免税措置、国外退去等緊

急事態へのリスク軽減） 
 

２． ジュバで活動中のコンサルタント・コントラクターからの課題・問題点の指摘 
・ 現地コントラクターからの見積もりが非常に高い。（適正かどうかは不明） 
・ 現地での一般的な契約形態は BQ 方式。 
・ 中国企業は見積もりは安いが粗雑な施工監理のため品質悪化が懸念される。中国企業

の見積もりを採用するのは疑問。しかし建設資材をおさえられている場合があり、サ

プライヤーとして利用せざるを得ない場合も考えられる。 
・ 免税レターを取り付けるのに１ヶ月近くかかる（C/P 機関で 1～2 週間、財務省で 1

～2 週間）。実際に通関手続きが完了し資材が搬入されるまで 1.5～2 ヶ月かかった。 
・ 海上輸送では船積み待ち（いっぱいになるまで出航しない）で 1～2 週間余計にかか

った。 
・ モンバサ港経由でジュバに資材を輸送する場合、資材到着まで約 20 日間（モンバサ

港での通関手続き含む）。 
・ ジュバでは 12 月中旬から 1 月いっぱいまではクリスマス・年末休暇のため C/P 機関

の人間が不在となり手続き関係の業務が進まない。 
・ 雨季の資材搬入は滞りがち。ケニア、ウガンダの大手コントラクターでも同じ状況。

昨年は輸送ルート（モンバサ港－ウガンダ経由－ジュバ）の橋梁が流され道路が寸断。

その迂回路では強盗団による銃撃戦が発生するなど治安リスクが高い。 
・ 現在、州レベルで税（custom）をかけようとしている。そのため免税手続きも GOSS

と State レベルの 2 種類が必要となる。 
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・ JICA のようにハルツームに事務所があればポートスーダン経由でもハルツームで一

旦通関手続きを行えば資材搬入も比較的スムーズに進むが、直接ポートスーダン経由

でジュバに持ち込む場合は手続きが非常に困難。 
・ 他ドナーがポートスーダン経由で資材を入れることはあまりない。 
・ GOSS では建機をポートスーダン経由で搬入している。ゴス～ポートスーダン３週間、

ポートスーダン～ジュバ２週間。 
・ 輸入資材の免税手続きをまとめて申請してもそのレターは１回限りしか使えない。申

請後に資材搬入のタイミングが遅れた場合は再度取り直さなければならない。結局

40％の税金を支払うことにした。 
・ この国は VAT 込の価格となっており、VAT を外出しして請求することはない。その

ため税抜き価格の見積もりを取り付けることができない。（財務省 GOSS によると税

還付の制度は存在しない） 
・ 治安対策に関してはC/P機関の水資源省を通じて警察警護の要請レターを出している

がなかなか警備を出してくれない。警備レベル（武装警護など）はどこまで必要なの

か決まりもなくどのように対応すればいいのか明確でない。 
・ 井戸案件の先方負担事項でアクセス道路の整備が実際には行われず、業者負担となっ

たケースが多い。 
・ ビザ更新費用が現在 100 ドルぐらいになった。更新費用も馬鹿にならない。GOSS の

ビザだと 6 ヶ月間有効。有効期間内に出国する場合は Registration が必要。忘れると

再入国の際、大変な手続きが必要。 
・ スーダン国の銀行には外国送金が不可（アメリカの経済制裁のため）。現在ケニアの

KCB（Kenya Commercial Bank）ジュバ支店に口座を開設（片平、ｼｽﾃﾑ科学）し、

送金を実施（KCB のジュバ支店であれば送金が可能とのこと。ただし三菱東京 UFJ
ではダメだったとの情報もあり）。KCB の場合、日本からジュバに送金すると 1 ヶ月

かかる。クリスマス時期には 2 ヶ月かかる。ナイロビからジュバへの送金は 1 週間で

可能だった。 
・ 銀行保証の取り付けには 7～10.5％/月の手数料がかかり、それがかなり負担となる。 
・ 人や車両の Registration 費用もかなりの負担となる。 

 
JICA 南スーダン事務所打合せ 
日時：３月２５日（水）１８：００～１９：２０ 
場所：JICA 南スーダン事務所 
先方：大嶋企画調査員、玉利企画調査員 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
１．西宮団長より以下の報告 
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・ 訪問した機関限りだが、それぞれのドナーが発注者となり、隣国のコントラクターを活

用。コンサルタントはインハウスコンサルタントが一般的。 
・ 通関手続き、資機材輸送には問題あり。GTZ は通関専任の職員を配置しているほど。 
・ 外国人の労働許可関連で、今後スーダン人雇用を強く要求してくる可能性あり。 
・ 物資が需要と供給、内陸輸送の影響から高騰。雨季には道路事情の悪さから輸送が滞る。

通関手続きの問題（国境まで税関発行の免税証明書を運ぶ必要あり）など想定以上に時

間を要する。 
・ 技能工不足。Skilled Laborer はケニア・ウガンダといった隣国からつれてこざるを得

ない。 
・ 銀行送金、キャッシュフローの問題。 
・ 統一政府（GONU）と南部スーダン政府（GOSS）の関係。 
・ 南部スーダン政府（GOSS）と州政府（State）の関係。 
・ 工程計画は十分余裕を持つことが必要。 
・ 先方負担事項の軽減。 
・ 工事費は著しく高くなることが前提。 
・ 隣国のコントラクターの最新状況確認の必要性。 
・ リスク（政府が十分機能していない、内陸輸送等）を考慮し、ある程度工事規模を大き

くせざるを得ない。 
・ 州政府の所管でも南部スーダン政府、州政府双方を訪問することの必要性。 
・ 今回基礎研究では、環境社会配慮については他ドナーの動向を調査するにとどめる。（環

境省に訪問すると逆効果の恐れあり） 
 
２．事務所より以下のコメント 
・ Juba Town Roadの件は、延長 65kmの工事を受注したイタリア企業が途中で逃げ出し、

GOSS がケニアとスーダンの業者に再発注して施工をやり直していると聞いている。 
・ 通関手続きについては何もなければモンバサから 7 日間で届くこともあるのかもしれ

ないが、書類の不備等、手続き上何らかの問題が発生したり、輸送中の問題（道路事情）

など何が起こるかわからない。そのため工期がよめない。 
・ 銀行送金については、ケニアの銀行はスーダンへの送金に対してアメリカの経済制裁を

気にしていない模様。但しジュバ支店に送金できたとしてもドルキャッシュがなく引き

出せない可能性が大きい。今日も Nile Commercial Bank ではドルキャッシュがなかっ

た（Louis Berger が大量のキャッシュを引き出しカンパラに送った影響とのうわさ）。 
・ 技協の R/D は南部スーダン政府との署名で、統一政府にはコピーを送付するだけだが、

無償の E/N、G/A の場合は統一政府との締結になるのではないか？そうなると通関・免

税手続き等で統一政府が何らかの関与を言い出す恐れもあるのでは？ 
・ 現在、MTC のドミトリー改修事業（マルチドナートラストファンド（MDTF））を JICA
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が受託して実施中であるが、そこに不法滞在者が占拠しているため GOSS（労働省）に

不法滞在者の退去を依頼しているが、GOSS は何も動かずに一向に立ち退きが進まない。

このケースからも今後無償案件を実施する際、先方負担事項が行われず、工程が遅延す

るケースが容易に想像される。 
 
JICA スーダン事務所報告 
日時：３月２６日（木）１５：００～１６：００ 
場所：JICA スーダン事務所 
先方：宍戸所長 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
１．西宮団長より以下の報告 
 所感として 
・ スーダンにおける建設環境について特別に難しいわけではないが、他国と比較しあらゆ

る面（通関、輸送、価格、労務者等）で程度が著しい。 
・ 隣国（ケニア、ウガンダ、エチオピア等）のコントラクターが参入していてそれなりの

技術力を有している模様。 
・ コンゴ民の道路改修は 4 億円/km。ジュバタウンロード（CES インフラ省での聞き取り）

は 8km で 50 億円との先方の話あり。ジュバは工事費がかなり高い模様。（別途仕様等

詳細はチェックの必要あり） 
・ 通常案件とは違った余裕をもった工程計画の必要性。 
 
 気になる点 
・ 南部スーダン政府（GOSS）が労働許可（将来、スーダン人を更に使えと言われる恐れ

大）などいろいろと気づきはじめているのではないか（利権の温床など）。環境社会配

慮については慎重に取り組まないと逆効果になる恐れあり。今回の調査では GOSS 環

境省には行かずに他ドナーの動向を探る程度に留めたほうが無難。 
・ 南部スーダン政府と州政府との関係が微妙であり留意必要。 
・ 州政府の税関が機能し始めて州の免税証明書が必要となっている。 
 
２．宍戸所長より以下のコメント 
・ ジュバタウンロードは１億円/km で実施予定だったが、業者を途中で切り替えて施工を

続けている。8km で 50 億円かかったという話ではないと思う。 
・ 南部スーダン政府の者は紛争中、海外に逃亡していて紛争後にまた戻ってきた者が多い。

逆に州政府の職員は紛争中も国内に残っていて多くの仲間が犠牲となった。このような

境遇、更に南部スーダン政府が州政府を押さえ込むような態度などから両者の間にはか
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なりの確執が存在している。特にセントラルエクエトリア州（CES）ではその傾向強い。 
・ 無償案件としては、現在、平和構築無償で MTC 拡充と河川港拡充と２つの案件がある

が、事務所としては平和構築無償では調達代理機関の Capacity も考えると MTC 拡充

事業（約 11 億円）だけではないかという認識を持っている。（課題部では河川港拡充も

平和構築無償として進めているが） 
・ 事務所としてはバイで可能なものはバイでやりたい。マルチの案件では、学校建設など

が UN 経由で行われているが欧米のコントラクターによる施工のため GOSS はローカ

ルコントラクターが活用されない点を不満がっている。日本の顔が見える支援という点

でもバイの支援を行いたい。南北政府ともにバイの支援を希望している。 
・ TICAD では統一国家ということで北が呼ばれたが、南部スーダン政府（GOSS）も参

加したい強い要望があった点にも留意（統一政府と GOSS）。 
 
在スーダン国日本大使館 
日時：３月２６日（木）１６：１５～１６：４０ 
場所：在スーダン国日本大使館 
先方：早川一等書記官 
当方：宍戸所長、西宮団長、金縄団員 
 
１．調査団より 
今回調査の趣旨を以下のとおり説明。 

  不確定要素が多い紛争終結国の無償資金協力実施に関し、 
・ 現在の一般無償（ランプサム方式）の中でどのような対応ができるのかの検討 
・ 無償制度設計に関する中長期的な意味での提言 

 
 スーダン国の所感を以下のとおり説明。 
・ 資材価格は高いが問題点はある程度絞られているものと思われる。その点でコンゴ民

よりも実施しやすいのではないか。 
・ 輸送（通関手続き含む）に時間がかかる（１ヶ月、雨季だと２ヶ月の場合も）。注意

が必要。 
・ 通関手続きにもいろいろと問題あり。他国でもそうだが、ここの程度は少し著しいの

で工程計画策定には十分注意すべき。 
・ 現地労務者の技術力の問題あり（Skilled Laborer の絶対的な不足）。 
・ 銀行送金の問題。隣国（ケニア、ウガンダ、エチオピア等）のコントラクターを使う

場合は外国送金（彼らは銀行口座を保有）で問題ないが、現地での現金支払いも必要

となり、ジュバへの送金の必要性あり。送金できても引き出せない（キャッシュ不足）

場合もあり。 
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・ 輸送ルートはモンバサ経由が望ましい（GOSS 財務次官の強い要望）。 
・ 事業実施においては南部スーダン政府、州政府ともに緊密な関係を保つべき。 
・ 隣国のコントラクター（視察は MDTF の浄水場案件 GIBB アフリカ）はサブコンと

しては十分な技術力があるとの認識。 
・ 中国企業はここでも問題。かなり安い価格を提示するが、品質・工程管理など問題が

多いとされている。 
 
 今後の調査実施時の留意点として 
・ 輸送は時間がかかる。各種手続きも滞りがち。余裕をもった工程計画を立てること。 
・ GOSS は先方負担事項についてはやってもいつ完了するのかわからない。先方負担事

項の軽減を検討。 
・ 隣国のコントラクターの最新状況を確認（価格も含めて）する必要あり。 
・ 工事規模がある程度大きくないと隣国のコントラクターが関心を示さないとの指摘

（USAID）があり、ある程度の工事規模を設定することが肝要。 
・ 南部スーダン政府と州政府の両方に目配りすること。 

 
２．コンゴ民との違いについて 
・ コンゴ民は何が起きるかわからない、何かが潜んでいるという漠然としたリスクがる

との由。 
・ 後出しでいろいろと条件をつけ（意図的であったりそうでなかったりと双方あり）コ

ミッションを要求することが一般的とされている。 
・ 不明点が多いコンゴ民に対して価格が高いジュバという印象。コンゴ民では EU のコ

ントラクターですら躊躇している。ジュバでは他ドナーも苦労しながらでも何とか事

業を実施することができている（隣国のコントラクターは高いなりにも仕事はしてく

れる）。 
・ キンシャシャは物資は手に入りやすい（輸送ルートが確保）がジュバは手に入りにく

い（特に雨季）。 
 
３．大使館より以下のコメント。 
・ 国連経由で出てくる問題も今回の調査結果と同じ内容である。 
・ 銀行問題はアメリカの経済制裁による影響の他、国内に使える銀行がないことも問題。

スーダン国内でもハルツームからの送金ですらむずかしい。 
・ 送金問題はアメリカの銀行が間に入ると送金できなくなる。 
・ 西アフリカのコミ開では中国企業が参入してきて困っていると聞いている。 
・ E/N は大きな問題と認識している。（統一政府と南部スーダン政府の関係） 
・ 日本国内ではスーダンで無償を実施することにかなり難しいという認識が先行して
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いるが、スーダンで無償を実施することについては、希望的観測ではあるが、とりあ

えず可能ではないか。 
 

JICA アフリカ地域支援事務所報告 
日時：３月２７日（金）１６：００～１７：１５ 
場所：JICA アフリカ地域支援事務所 
先方：倉科所長、井上無償調査員 
当方：西宮団長、金縄団員 
 
１．調査団より 
今回調査の趣旨を以下のとおり説明。 

  不確定要素が多い紛争終結国の無償資金協力実施に関し、 
・ 現在の一般無償（ランプサム方式）の中でどのような対応ができるのかの検討 
・ 無償制度設計に関する中長期的な意味での提言 

 
 調査結果について以下のとおり説明。 
・ 先方負担事項の履行能力の問題。 
・ 一般無償の制度面への議論及び工事費増に対する追加 E/N の必要性。 
・ 資材価格の急激な変動等への対応としての予備費の必要性。 
・ 一般的に無償案件にある問題（通関・免税・先方負担事項等）の程度が１～２段階ぐ

らいひどい。 
・ サブコンとして利用できるローカルコントラクターはコンゴ民にはあるが、スーダン

にはない。しかしスーダンでは隣国（ケニア、ウガンダ、エチオピア）のコントラク

ターは技術を有している模様。 
・ コンゴ民では後出しで基準を適用するよう要求してくる（コミッションを要求される

ことも）。コンゴ民は何があるのかよくわからない。 
・ スーダンは建設費は高い（内陸輸送の問題：ケニア、ウガンダが資材価格を握ってい

る）が問題は限定している。 
・ スーダンでは GTZ は地方工事が多く、隣国のコントラクターが関心を示さないため

直営施工（労務、資機材等全てを GTZ が調達）を実施。 
・ 工期設定に余裕をもたせないと厳しい。 
・ ある程度の工事規模をもたせないと厳しい。 
・ 現地事務所の体制強化及び本部（経済基盤開発部と資金協力支援部）の体制強化（両

国の状況を統括的に管理する）の必要性。 
 
 アフリカ地域支援事務所への依頼事項。 
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・ コンゴ民、スーダンで無償本体事業が実施された場合は手厚い対応を行ってもらいた

い。 
・ 資金協力支援部との調整（無償調査員の TOR 外の業務）が必要だが、コンゴ民、ス

ーダンの実施状況調査を行う際には輸送、関税・免税、ローカルコントラクターの状

況等、今回の基礎研究の中で問題点として上げられた項目を追跡調査してもらいたい。 
 

２．アフリカ地域支援事務所より以下のコメント 
・ スーダンは井上調査員の担当だが、コンゴ民はセネガル駐在の家弓調査員の担当国と

なる。現在の TOR であれば無償本体が始まればちょっと手厚く実施状況調査を実施

する。また井上調査員の補助員（ナショナルスタッフ）を現地に行かせ、先方政府の

実施体制をフォローするという手段も考えられる。 
・ アフリカのインフラ案件はある程度工事規模を大きくして案件形成する方向で考え

ている。小規模な案件やサイトが地方に点在するような案件とかはコントラクターの

関心が低くかなり厳しいと思われる。ただし無償の規模を大きくすると有償との違い

を問われる可能性もあり、十分な整理が必要。 
・ アフリカでは JICA から案件を仕掛けていく必要あり。先方から出てくる要請は他ド

ナーが実施しないようなババ案件ばかり。プログラム形成等、もう少し踏み込んでい

って戦略的に有償・無償案件を作り出すべき。 
・ スーダンのウガンダからの輸入量は過去４年間１４倍に増加。ケニアからの輸入量は

２倍。昨年、初めてウガンダからの輸入量がケニアを上回った。 
・ ジュバの建設資材は大部分はカンパラから調達されている。カンパラで購入する価格

にはモンバサ港からカンパラまでの輸送費が上乗せされており、更にカンパラからジ

ュバまでの輸送費がかかることからジュバでの資材価格が高騰する。 
・ ルワンダのキガリからモンバサまで紅茶の運搬実験を行ったところ、22 回の警察検問

あり。輸送費用の構成は賄賂１％、関税５％、車両重量（過積載）94％という結果。

車両重量計が全部で 10 箇所。 
・ カンパラ－ジュバ間はウガンダ国内の区間が雨季になると通行不能（ブラックコット

ン土壌）となる。ウガンダ国内の区間は現在、世銀が支援をしようとしており、JICA
ウガンダ事務所が世銀との協調融資案件として検討している。 

 
 
４月 2 日（木） 16:30～17 :30  
下村 小林（福永設計） 
システム科学コンサルタンツ株式会社 西山氏 

住所: 

TEL： 
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・ ケニア、エチオピアなどの外国企業がはいっていて、世銀の案件などを実施している

が、受注金額が非常に高く驚いている。 
・ 現在のセメント価格 52 スーダンポンド（≒25US$）/50kg 袋 
・ 資機材輸送に関する問題として、雨季の道路状態の問題、税関職員のストライキや嫌

がらせ、手続きの非効率性などが挙げられる。 
・ ジュバにはローカルのコンサルタンﾄ、建設業者がいない。スキルドワーカーもいな

い。現地人の雇用を義務付ける動きが南部政府にあるが、技術者が圧倒的に少ないた

め実現は困難と思われる。 
・ 現地傭人の人件費は近隣諸国に比べ非常に高い。USAID などが高い金で雇ってしま

う。一般作業員で 10US$/日以上、フォアマンでは 1000US$/月以上になる。 
・ 現地業者には A から E までのカテゴリー区分がある。 
・ 最近はジュバ市内に建機が増えた。ケニア人経営のクレーン専門のリース会社もある。

他にもリース会社があるのではないかと思われる。 
・ 土質試験については、インフラ省にラボがあるが、あまり稼動していない。海外企業

はプロジェクトでラボを自前で持つこともある。（SPENCON 浄水場建設現場のラボ

など） 
・ 履行保障を担保できる保険会社はないので、銀行保障となる。ケニアからの送金は

KCB（Kenya Commercial Bank）の支店がジュバにあり、送金を受けることが

可能である。同行はケニアの銀行の Juba 支店と位置づけられており、経済制裁の対

象から外されている模様。 
 
 
４月 3 日（金） 9:00～10:00  
下村 小林（福永設計） 
株式会社 片山エンジニアリング・インターナショナル 向井氏 

住所: 

TEL： 
・ 2006 年の緊急開発プロジェクトの桟橋工事（約 3700 万円）フォローアップを実施

中。管理者が州なのか南政府なのか分担がはっきりせずメンテが実施されてこなかっ

た。工事はスーダンに杭の桟橋工事ができる会社がなく日本業者（アーバン利根）に

発注した。建機と杭はタイから輸入したが、その他の建材はケニアで調達。 
・ 輸送会社はいくつか使って、インターフレートというケニアの会社に落ち着いた。金

額が他社より安く、しかも輸送が早い。その前に使った輸送会社のなかには通関など

でトラブルがあった分を後請求する会社もあった。輸送にようする期間はモンバサ～

ジュバ 18 日～23 日程度（雨季は一週間増し） 
・ 輸送に関しては、橋が落ちるなどの道路状態、関税手続き（州、南部政府それぞれに
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手続き）、治安が安定していない（国境付近で銃撃戦）などの問題多々あり。 
・ 南部政府と州政府は内戦時代に起因する事で互いによく思っていない。 
・ 骨材は現地調達できるが、砂利の質（強度）などは十分でないかもしれない。砂は川

砂が入手できる。 
・ 設計基準は BS（英国ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ）と思われるが、プロジェクトでは日本の基準で設計

した。まだ基準などがはっきりしていない模様。 
・ スーダン人の熟練工はいない。単純労働ならスーダン人も使えるがケニア人の 70％

程度の働き。ジュバの労務単価は高く、単純労働者でも 10 ドル/日以上する。USAID
が非常に高い金額で契約するのでよく比較される。ケニア人のエンジニアに 5,000 ド

ル/月払っていると聞いている。その結果、建設費も高くなるのではないか。 
・ 建機は現地でリースする会社が増えた。ケニアから来た会社からたいていの建機が手

に入る。プロジェクトで作られた生コンプラントやアスファルトプラントもある。（イ

タリアの会社） 
・ ヨーロッパの会社の場合、ポートスーダンを経由、500 トンクラスのバージでナイル

川を遡って資機材の輸送を実施している。（所要時間 往路：3～10 週間 復路：10
日間）北に本店をおくヨーロッパの会社なら北政府の承認も取れる。 

・ 南部スーダン政府からはポートスーダン経由の免税レターはとれない。南部スーダン

政府から取れるのはケニア、ウガンダの陸路のみ。 
・ 一般に汚職がなくクリーンな国であるが中央政府の給料未払い、州の交通警察の汚職

などの話があり、少しづつ状況が変わってきている様だ。 
 
４月 3 日（金） 16:00～17:00  
下村 小林（福永設計） 
株式会社 東京設計事務所 佐藤氏  株式会社アーバン利根 安達氏 

住所: 

TEL： 
・ この国ではほとんど全ての資機材を輸入に頼っている。アセチレンなどもない。 
・ 北から資材を入れようとしても北からの免税レターが取れない。モンバサ経由の方が

時間も早い。 
・ 人々の感覚は、すでに南北、別の国というところでないか。 
・ 内陸輸送は免税手続きの変更が多く苦労した。業者側に免税レターの悪用もあったよ

うだ。 
・ 輸送コストと需給バランスから物価が高くなっている。輸送経路の橋が落ちたという

ニュースが流れただけで資材の値段がすぐに上がったことがあった。 
・ スーダンの油田の多くは南北の境あたりにあって、どちらに帰属するかまだはっきり

していない。アメリカなどの援助はそのあたりを見ているのでは。社会基盤のないと
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ころにドナーが来過ぎているのではないか。時期尚早との印象がある。 
・ この国で、一般無償案件を実施するにはケニアやウガンダなどに事務所をおく会社で

ないと難しいと思われる。情報収集のためや資機材調達拠点が必要。また実施工程に

資材の輸送などのための準備期間が長く必用になる。 
・ ジュバに KCB（ケニア・コマーシャル・バンク）の支店があり、日本からも送金可

能。入金、出金にそれぞれ手数料が 1%かかる。 
・ ジュバは建設資材のみならず、生活物資が全体に高い。一般の人が行く市場でもスー

パーの値段とあまり変わらない。一時的に金儲けに来ている人間も多い。すぐに引き

上げられるように仮設の設備が多いのではないか。 
 
４月 6 日（月） 9:30～10:30 南スーダン政府 住宅・計画・環境省 
下村 小林（福永設計） 
Mr.Silvas Clark Amozay （Director General of Housing & Urban Development） 

住所: 

TEL： +256 477-124064   
・ この国で建設価格が高いのは、建設資材を輸入に頼っているからである。 
・ 建設現場にケニア人やウガンダ人が多い。スーダン人がなまけ者というのは正しくな

いが、技術を持っていないのは事実である。技術のトレーニングの必要性を感じてい

る。東アフリカ諸国からの外国人の登録制度を現在は実施していないが、外国人雇用

者に税金をかけるべきである。 
・ 無償案件で日本企業がスーダン国内でサブコンと契約する場合、現地登録企業をつか

って欲しい。その企業が外国人労働者を使用するのはかまわない。 
・ 建設業等のカテゴリー区分は現在のところはない。技術訓練に日本企業がひと役買っ

て欲しい。 
・ 庁舎の改修を実施したが、２つの省でひとつの建物を共同使用している状態。庁舎の

不足は深刻である。また省庁の上級官吏の住宅も不足しており、日本の無償援助で建

設してもらえないか。 
・ 設計基準は英国基準を参照するスーダン基準と東アフリカスタンダードを併用して

いる。しかし日本の無償援助の工事の場合、日本の基準を使用しても良い。 
・ 公共事業のためのオーソライズされた公的な資機材単価、労務単価は現在のところは

ない。入札などの予算組みには実際の市場単価を使用している。 
・ 建設許可は住宅・計画・環境省で実施している。ただし、日本の無償援助の工事の場

合は国の事業に準じるので建設許可取得の必要はない。 
・ 通常の公共の建設工事瑕疵担保期間は 1年。 

 

４月７日（火） 14:30～15:30 SPENCON（ケニア建設会社 ジュバ現場事務所） 
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下村 小林（福永設計） 
Mr.Edward（浄水場プロジェクトマネージャー） Mr.Roger（政府機関庁舎改修プロジェク

トマネージャー） 

住所: 

TEL： +256 477-126119  +256 477-136955 
・ 浄水案件（浄水場建設、送水管敷設 5 Km、1､900 万 USD）、庁舎改築案件(Mini. of 

Labour、Mini. of Finance 他、延べ約 5,000～6,000 ㎡、1､600 万 USD）の２件の

MDTF 案件を受注し実施中。 
・ 現地サブコンを使わず直営で工事を進めている。現在 100 人程度のケニア、ウガン

ダ人の労務者と 200 人程度のスーダン人を使っている。現地調達する材料は砕石、

砂などの他はほとんどない。材料が足りなくなった時の補充程度。ケニア、ウガンダ、

ヨーロッパなどから輸入している。ヨーロッパから材料を輸入する場合でもモンバサ

経由で入れている。 
・ エンジニア レベルで US$ 5,000 / M、カーペンターレベルで US$800～1,000 / M、

スーダン人非熟練工で US$ 20 / D。 
・ スーダン人労務者のレベルは相当低い。 
・ 技術者の不足も深刻であり、施設を引き渡した後の維持管理に不安を感じている。 
・ 免税の手続きが最近変わった。今までは、使用する材料全体で 1 回の承認レターでよ

かったがロット毎に必要になった。モンバサージュバ間の輸送期間が 2 週間だったも

のが、手続きの変更で 1 ヶ月かかったこともある。 
・ ジュバの建設費が高いのは輸送費が高いため。雨季の道路状態、治安の問題などで材

料価格が 3 倍にもなる。ジュバ政府にはこういう問題をコントロールする力がない。

プロジェクトが始まってから土地使用権の問題で工事が開始できなかったこともあ

り GOSS の行政能力にも問題ある。 
・ 地方での学校工事の場合などは、アクセス道路すらない場合があり、何もないところ

で工事をすることになり工事費が高くなる。 
・ 現在建設中の現場では、ケニア、ウガンダから技術者を連れてきており、宿舎、食堂、

クリニックなども整備している。 
・ 建物の契約は BQ。給水は緊急だったのでランプサム契約だった。 
・ 以前は骨材の採掘場がなくウガンダから輸入したこともある。価格は非常に高かった。

今は砕石プラントができているので、現地調達としている。 
・ 建機も以前はまったくなく自社ですべて手配していたが、最近は必要な場合、レンタ

ルする会社も増えてきており、レンタル料が安くなりつつある。しかしまだ非常に高

い。 
・ プロジェクトはケニアの基準、BS（英国基準）で設計した。最近スーダン基準がで

きたが、まだ一般に普及していない。 
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材料、建機、労務の価格表記入を依頼 
 
 
４月 8 日（水） 09:30～10 :30 教育省よりヒアリング 
下村、小林、中村由輝氏（JICA ﾃｸﾆｶﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 
Dr. John Lujang（Deputy Director of MEST） 
Mr. James Odick Digwa (Deputy Director of Physical Planning & Construction) 
Mr. Angelo Nachom (S/inspector) 
Mr. George Ali Steven 
Mr. Moses Olaki(EMIS Implementer) 
Mr. Alebel Derib (Technical Advisor/ERP) 
Mr.George Mogga(Directorate of Planning & Budgeting) 
住所: 

TEL： 
打ち合わせ前に南スーダン政府教育大臣の挨拶あり。 

・ 米国籍を取得している南スーダン人のボランテイア帰国制度あり、３ヶ月間。その後

本帰国し GOSS の要職に就くケースが多い。 
・ 学校建設、計画、設計、発注、施工監理は教育省 Directorate of Planning and 

Budgeting が所掌、公共事業省ではない。 
・ 学校建設 標準設計あり、8 x 6 = 48 ㎡ US$ 20,000～35,000 業者が 20%のプロ

フィットを要求し入札不調３回のケースあり。 
・ （世銀アドバイザー） 建設費が高いことが気に入らなければ community driven で

実施する方法もある。現地の小コントラクター、現地のマテリアル。UNICEF はこ

の方法を進めている。 
・ 職業訓練校において、建設関係コースが不人気なのは場所による。Juba ではホワイ

トカラー志向が強いかもしれないが、地方では建設以外に仕事が無い。であれば地方

では人気コースになるのではないか？ 
・ 南スーダンにおける学校教室数の不足、教室環境などの問題について、パワーポイン

トを使用した説明を受ける。 
進学者数、進学状況、生徒、教師の数、学校の数、小学校校舎の現状など 

・ 学校のスタンダードプランがある。教室サイズ 8m X ６ｍ 以前は 1500USD/㎡
したが、建設会社が増えて競争原理が働き現在は 900USD/㎡程度である。建設ニー

ズが非常に大きいことも建設費が高額になる原因である。 
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４月 8 日（水） 14:00～15:00 SVD LOGISTICS よりヒアリング 
下村 小林（福永設計） 
Mr. Francois Henepin, General Manager, Southern Sudan 
Mr. H. Herbert 
住所: 

TEL：092-682-7821、+256 477 179 739   +249 126 570 866 
 

・ SVD は Bollore の現地法人、Mombassa、Nairobi、 Kampala、 Khartoum、 Port 
Sudan に事務所を持つ。 

・ モンバサ～マロワ～ジュバの経路で税関等の問題がなければ 10 から 15 日間で到着

する。 
・ 税関で免税書類不備などの理由で時間がかかり遅れるほか、各種検問で車を止められ、

いろいろの名目で金を要求される。 
・ ケニアからジュバに入るには、カヤロードとニヌレロードの２つの方法がある。雨季

はカヤロードは洪水になったり橋が落ちたりして使えない。 
・ 建機などの重量物を運ぶにはロール・ローダートラック（自社保有）を使用する。 
・ モンバサ～ジュバの運送価格 

40 フィートコンテナで保険抜き価格 9,900USD 税関手続き、輸送後の車の帰還など

すべて含む。 保険は輸送品の価格の 1.5～2.0％ 
・ ジュバ方面が比較的に運送費が高いのは道路の状態によるもの。 
・ ポートスーダンから運送する方法もある（北に登録している会社が関与）が免税手続

きなどを考えるとモンバサ経由のほうが良い。 
From Mombasa to Juba 運賃 
Per 20’ container up to 12.99Gwt    5,500 
Per 20’ container From 13 Gwt up to 14.99  6,400 
Per 20’ container From 15 Gwt up to 16.99  7,100 
Per 20’ container From 17 Gwt up to 20.99  8,500 
Per 20’ container From 21 Gwt up to 26  9,700 
Per 40’ container  Up to 27Gwt       9,900 
 
Port clearance、 通関、帰路（空荷）料金を含む 
 
保険は CIF の 1.5%～2.0%程度 
 
 
４月 9 日（水） 10:00～11:00 USAID よりヒアリング 
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下村 小林（福永設計） 
Ms. Mary Hobbs, Economic Infrastructure Team Leader 
Mr. George O. Wagwa, Infrastructure Programs Engineer 
住所: 

TEL：0477-209-126, 0477-127-356, 0122-203-830 
 

・ 08 年度の対スーダン援助は総額 $96.3 百万。最大のドナー。このうち$ 76 百万がイ

ンフラ整備に向けられている。インフラ整備は①米コンサルタント Louis Berger 又
は②UNOPS の何れかを経由して実施されている。事業の実施をスーダン政府に委ね

ずに USAID が実施機関に委託するのは通常の方法であり変則的なことではない。政

府機関が十分な事業実施能力を持たないスーダンにおいては他の多くのドナーも同

様の方法で事業を実施している。 
・ コントラクターの利益率は 20～50%程度ではないかと思われる。コンサルタントに

よる事業費積算と入札時の応札額に 30%程度の乖離が生ずることは時々発生してお

り、この場合には再入札を強いられることになる。 
・ 建設資材価格は概ねナイロビの３倍、labour コストは５倍から 10 倍（engineer レベ

ル）とみている。（ケニア国内の labour コストは$4 ～5/ day）。 
・ 最大のインフラ整備案件は Juba-Nimule(ウガンダ国境)間 192Km の改修（舗装）で

あり工事には７箇所の橋梁の改修を含む。測量、設計、地雷除去、ベイリー橋の改修

は昨年 10 月までに終了しており、2009 年 4 月中に新たに入札を行い 2010 年 10 月

には完工の予定。総所要資金は$ 250 百万（技術協力を含む）。Louis Berger が実施。 
・ 道路案件ではこの他に UNOPOS 経由で西部エカトリア、ブルーナイルにおいて道路、

橋梁整備を進めている。 
・ USAID の他に、世銀（MDTF）は、Yambio～Kaya、Juba～Narus の道路整備を行

っている。また、EU は Tambura～Wau の道路整備を行っている。 
・ USAID では、道路の他に地方電化、Juba 衛生改善、住居整備等インフラ整備、農業

開発、private sector 育成、雇用機会創出、環境分野において協力を実施中。 
 
 
４月 10 日（木） 11:00～12:00 世銀よりヒアリング 
下村 小林（福永設計） 
Mr. Negede Lewi, Senior Highway Engineer 
住所: 

TEL：0477-129-192 
 

・ MDTF、世銀案件ともに世銀ガイドラインに従って実施されており、スーダンにおい
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て特例的な措置はなされていない。 
・ 2005 年世銀が GOSS に対する協力を開始した当時、プロジェクトのコストを事前に

積算するという作業は非常に困難であった。現在では、当時より遥かに市場化が進ん

でおり、世銀のみならず関連企業の経験も蓄積され、GOSS の行政レベルも向上して

おり、事業費積算の精度は格段に向上している。 
・ しかし、現在でも入札価格が事前の見積額をオーバーするという現象は日常的に生じ

ており驚くには値しない。このような場合は、多くの場合は、予定価格を引き上げる

ことで対応している。これが、困難な場合には、規模縮小、スペックダウン等の措置

をとることになる。スーダンのような状況の下で、応札者がどのようにリスクとプロ

フィットを計上するかコンサルタントが事前に見積もることは非常に困難と考えて

いる。 
・ GOSS が、労務者のスーダン化を推し進める具体的な政策を導入することはないもの

と考えているが、仮に、その様な事態が生じたとしても、その経済的な不便益を被る

のは GOSS 自身である。事業の担当者としてはコストを事業費に計上するのみであ

る。 
 
４月 10 日（木） 15:00～16:00 INTER FREIGHT よりヒアリング 
下村 小林（福永設計） 
Mr. Ravi, General Manager, Juba Office 
住所: 

TEL：0477-102-908 
 
・ INTER FREIGHT は東アフリカにおける最大手の輸送会社であり、南スーダンへの輸

送に豊富な経験を有す。 
・ Mombasa から Juba への輸送については、通常 Mombasa 港での荷役、通関に 7～9 日、

Jubaまでの輸送に 11～13日間を要す。（通関、免税書類が事前に準備されていること）。 
・ 輸送は道路事情により更に何日かを要する場合もあるが、最近は道路の整備が進み雨季

による影響は少なくなってきている。USAID により、来年 10 月に Juba～Nimule 間

190Km の舗装が完了すれば、Uganda 国内の道路事情の悪さは引き続き残されるが、輸

送事情は更に改善されるであろう。 
・  Juba への物資の輸送は Kenya、Uganda ルートが最も合理的であり、Port Sudan～

North Sudan 経由は現実的でない。政治的な影響を受けやすく North Sudan の許可を

得ることが困難である。中国他何件かの前例があるに過ぎない。また、GOSS も North 
Sudan 経由を嫌っており免税の承認を与えていない。輸送手段も、鉄道とトラック輸送

が混在し荷役の影響を考えれば、コストもより高額となるであろう。 
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４月 12 日（日） 11:00～12:00 POWER CONSULT(コンサルタント)よりヒアリング 
下村 小林（福永設計） 
Mr. Abdel Latif Ibrahim Mohammed（Bsc.Msc.Miee.Ceng） 
Mr. Emmanuel Lokiri Komuri （Engineer） 
住所：P.O.Box1724 Khartoum 
TEL:83466739 0912216639 0912980742 
 

・ 同社は、独 LAHMEYER INTERNATIONAL 社傘下の電力分野コンサルタント。 
・ 北スーダンのコンサルタントが南スーダンで仕事をする事を禁じられている訳では

ないが、南で活動するドナーなどは自前のコンサルタンﾄを連れてきたり、ケニヤ、

ウガンダのコンサルタンﾄを調達する。南政府も同様。北には調達情報もあまり入っ

てこない。時々軍関連の仕事がわずかだが入ってジュバで仕事をすることがある。 
・ 南政府が 2005 年～2007 年にかけて発電所関連施設の工事を実施した。その後、ジ

ェネレーターに故障が発生し、北スーダンの会社が修理メンテを実施している。これ

は少ない例のひとつであり、南での北の企業の活動は始まったばかりという印象であ

る。 
・ 南の工事でも資機材を北スーダン経由で輸入する事は可能であり、その方が安くなる

可能性もある。問題は手続きであるが、南で活動する業者は北から輸入した経験が少

なく、必要以上に警戒しすぎているのではないか。 
・ ジュバの工事価格はハルツームよりも高い。人件費が高いのは外部から技術者等を連

れてくるためである程度やむをえないが、工事価格には競争原理が働いてないのでは

ないか。 
・ 南も営業圏内として考えているが、北にも仕事はあり当面それはどの魅力は感じてな

い。 
 
４月 14 日（火） ９30～10:00 EDS(水理コンサルタント)よりヒアリング 
小林（福永設計） 
Mr. Abd Elrazg Mukhtar (General Manager) 
住所： 
TEL:0911214736 
 

・ 日本の無償がジュバで実施される場合、日本のゼネコンなどのサブコンをすることに

問題はない。ただし、南スーダンではジュバ以外には行くつもりはない。 
・ 昨今の政治状況から、ハルツームの経済状況は下がりぎみと考えている。その意味で

ジュバの仕事も開拓する必要があると思う。 
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・ ジュバには数年前に行った。ジュバでの建設費が高いのは、建材も宿泊施設も建機も

なにもないところでプロジェクトを実施しようとしている当然の結果である。建設資

材などはハルツームの 2～3 倍でないか。 
・ 北の建設会社が南であまり仕事をしないのは、安全面や南政府の対応など不確定要因

が多く参入するのをためらっているからと考える。 
・ 北から材料を入れるのは容易ではない。輸送に時間がかかる。また間接税は還付され

るが、これも時間が非常にかかる事を覚悟しておかなければならない。 
 
 





 
 
 

国内主要会議議事録 
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議題：アフリカにおける無償資金協力施設案件の実施環境にかかる基礎研究 

第一回打ち合わせ 

 

日時: 2009 年 2 月 5 日 17:00～18:30 

於：JICA 経済基盤開発部 会議室 

JICA ：畝、西宮、金縄、菅野、金縄、室岡（順不同、敬称略） 

福永設計：下村、小林、深田 

 

概要については「打合せメモ」参照のこと。 

 

・ 本案件で対象とするのは基本的にスーダン、コンゴ民である。ただし調達先としての経由地（ケニア、

ウガンダ、南ア）での調査は組み込む予定。 

・ スーダンではジュバ（メイン）およびハルツームを訪問しているが、官ベース団員の 

日程との調整を含め今後調整していく予定。なお、当初予定していた中央アフリカは訪問を中止する。

官団員は西宮、金縄の二名の予定。 

 

・ 紛争終結国においては、実施経験がない、商習慣や適正価格が不明、政府が脆弱で不透明、治安

上のリスクもある等の状況にもかかわらず、コンサルタントによる積算が適正でない、という不満が

本邦ゼネコンの間で嵩じている。また現在アフリカ案件では 3~4 割が入札で不調になるなどの問題

がある。本件調査は、コンゴ(民)及びスーダンでの調査をケーススタディとして、紛争終結国におけ

る事業費積算を適切に行うための情報収集をおこない、業務指示書、積算ブリーフィング、中長期

的には積算ガイドラインの見直しを目的とするもの。ただし、今回はスーダン、コンゴ(民)に限定した

調査研究であるため、提言は、厳密な意味ではこれらの国のみに適用可能なものとなる。ただし、他

の国でも適用可能な事項や必要な視点及び考慮事項等も示すことが出来ると考える。 

 

・ コンゴ(民)でこれから実施される案件については、3 月の調査着手には間に合わないものの、閣議

（最速で 7 閣、10 閣）前の国内作業には何らかのインプットが出来ると考える。 

 

・ 両国での調査の前提は同一のものとすることが好ましい。このため、基本的に、道路および浄水場

案件を主たる調査対象として想定する。実際の案件については案件ごとに詳細な調査を行うもので

あるが、本件調査は、その前提となる大枠を把握するもの。 

 

・ コンゴ(民)のJICA事務所長からは、政府の意見は鵜呑みにせず、世銀他、他ドナーの事例を参照し、

先方の制度と実態のギャップを把握することが重要であるとの意見が寄せられている。 

 

・ 限られた期間での調査となる為、明確な結果を出すのは難しい。完璧を求めるわけではなく、イメー

ジとしては現状が「こういう状態だ」という確認、報告程度であって、将来的に留意点などをガイドライ

ンに盛り込めればよい。 
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・ 成果品は、公開版と JICA 内部用の二種類を想定している。公開版は、建設業者に対する説明の意

を持つものであり、JICA 内部版は、業務指示書や積算、制度の改善などに反映されるべきものと考

えている。 

 

・ 現地調査に先立って行う建設業者へのアンケートは、JICA が主体となって調整を行う。(既にそうい

った取り組みは行っているのでその延長として)。2 月中旬には、海外建設協会(OCAJI)からのヒアリ

ングを行う予定であるが、必ず JICA が同行し趣旨説明を行うとともに、表明されるであろう意見等は

JICAがその場で受け取る形をとるようにする。具体的なヒアリングについては、聞き取り事項の準備、

聞き取り、結果の取りまとめについてはコンサルタントにお願いする。 

 

・ OCAJI からのヒアリングに基づいて、現地への質問票・調査表のドラフトを作成することを想定して

いる。 

 

●今後のスケジュール 

2/16-18 の間で OCAJI ヒアリング予定 

 

●手交資料 

・積算ガイドライン補完編（土木・建築各 1 部）（未決済） 受領済 

・コンゴ民、スーダンでの案件に関する調査成果品（追って CD-ROM にて送付） 

以上 



2-3 

 

議題：無償資金協力の実施環境基礎研究 外務省及び関係調査団への説明会 

 

１．日時・場所： 2009 年 2 月 26 日（木）14：30～15：30 JICA 本部経済基盤開発部会議室 

２．主たる出席者（敬称略） 

外務省無償技術協力課 吉川事務官 

経済基盤開発部 西宮審議役、都市地域開発第２課、菅野課長、室岡（担当） 

資金協力支援部 金縄 

福永設計：下村、小林、深田（基礎研究調査団） 

東京設計：武智（ンガリエマ浄水場調査団） 

アンジェロセック：井上、清水、阿部、小野田、アルノーセバスチャン（道路調査団） 

３．内容：別添資料（2009 年 2 月 5 日の第一回打合せ資料）に即して、基礎研究の概要を説明し質疑

応答を行った。 

質疑応答/決定事項の内容 

・ 浄水場調査団（JICA/コンサルタント）は 3/1、道路調査団（コンサルタント）は 3/9、基礎研究調

査団は 3/8 現地入り予定。DRC 事務所からの話では、調査団が政府や他ドナー等行く先々で重複し

た質問をしないよう、また、相手側の負担を軽減できるよう、合同で訪問のアレンジをする予定

（JICA）。 

・ 現地では調査結果を適宜共有していくとともに、役割分担を相談して決めてほしい。基本的に基礎

研究調査団は添付の調査項目を広く網をかけて調べるので詳細なことは個別の調査団にお願いす

る（JICA/福永設計）。 

・ 本日、資金協力支援部の積算ブリーフィングに同席したが通常案件と異なる配慮をする準備がある。

本基礎研究、個別の調査団で、それら配慮が必要な裏付けの情報を収集することが求められる

（JICA）。 

・ スーダン全国の免税については、Comprehensive Peace Agreement（CPA）の条文によれば、北部政

府が所掌していることになっている。南部の免税について調べる場合、北部での調査も必要（外務

省）。 

→今回は制度と事態の乖離を調べることが調査の重要な柱の一つ（JICA）。 

４． 決定事項及び今後のタスク・スケジュール 

・ 4 月中旬に現地調査より帰国。成果品は公表予定。 

以上 
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アフリカにおける無償資金協力施設案件の実施環境にかかる基礎研究 
 

2009 年 2 月 5 日 
経済基盤開発部 

 
１． 研究目的 
近年事業実績がないアフリカの中でも事業環境が厳しい国や地域（紛争終結国等）

を対象に調査を行い、協力準備調査等を含む無償資金協力実施に際し、事前に確認す

べき相手国の制度、計画・設計・積算に配慮すべき事項、相手国側に確認し、事業成

立に必要となる事項、実施を求める事項、新たに配慮すべき事項・課題等を整理する

こと 
 
２． 成果、活用方針 
①協力準備調査段階で確認すべき相手国の制度 
②計画・設計・積算に配慮すべき事項 
③相手国側に確認し実施を求める事項 
④無償資金協力実施に当たって新たに配慮すべき事項・課題等 
 
本プロジェクト研究の成果は、業務指示書、積算ブリーフィングの内容、積算ガイ

ドラインの運用のあり方、中期的には積算ガイドラインやその他無償資金協力制度全

般の改善に反映されることを想定する。 
 
３． 研究方針 

（１）現地調査はコンゴ民主共和国、スーダンを想定する。 
（２）主管及び事務局については、資金協力支援部の協力を得つつ経済基盤開発

部が担当することとし、研究の進捗管理及び品質管理を目的として、研究

会を開催する。内部関係者（企画部、アフリカ部等）及び外部関係者（コ

ンサルタント企業、施工会社等）に対しては、研究会への協力・参加を求

める。 
（３）外部関係者に対しては、国際建設技術協会、海外コンサルティング企業協

会（ECFA）、海外建設協会（OCAJI）を通じ、アンケートへの協力、研究

会等への参加を依頼するとともに、外務省及び必要に応じ国内公共事業実

施省庁・機関、有識者にも研究会等への参加を依頼し、本研究の品質確保

を図る。 
（４）成果品は、内部資料（業務指示書作成や積算審査業務の参考資料）と公開

用の 2 つのバージョンを作成する。 
（５）本基礎調査での検討は、今回対象とするような国・地域の事業環境を大枠

で把握し、事業方針や調査計画に役立てることが主眼であり、個別の案件
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においてはさらに詳細な調査を実施した上で個々の状況・内容に応じた具

体的な対応策を検討することになる。 
 

４． 現地調査対象国 
コンゴ民主共和国、スーダン、（ケニア、南ア） 
 

５． 現地調査内容 
【無償資金協力実施環境調査の担当】 
(ｱ) 無償資金協力を実施する上で関連する法制度（税制、免税、通関手続き、発注/

調達方法、設計審査、環境社会配慮等）、運用実態との乖離 
(ｲ) 相手国のキャパシティ、ｓｅｎｐｏｕ負担事項の履行能力 
(ｳ) 安全対策の方法、費用、工事関係の許認可 
(ｴ) 計画・設計・積算で配慮すべき事項 
(ｵ) 最近の類似工事の実績（規模、契約金額、契約履行の実態） 
(ｶ) 現地での商（ビジネス）慣行、その他邦人企業が事業を行なう上で留意すべき事

項 
(ｷ) 金融インフラ、工事保険制度の有無 
 
【調達事情調査の担当】 
(ｱ) ローカルの資材調達環境（流通品目・状況、品質、価格、価格変動など） 
(ｲ) ローカルコントラクターの有無、能力（過去の施工実績、工程管理及び品質管理

の実績、トラブルの有無、財務状況組織規模、技術者数、保有機材・施設、関連

業務実績、契約単価等）、価格、現地労務者の調達事情 
(ｳ) 第三国コントラクター/本邦コントラクターが参入するにあたっての法的な障害

の有無、問題等（労働者のビザ発給等） 
(ｴ)主要資材/機材の調達事情 
(ｵ) ローカルコンサルタント、その他委託先（測量、地質調査、水質調査など）の有

無、能力、価格 
(ｶ) 骨材・土採掘地、廃土処分地の有無等の一般工事環境に関連する事項 
 
６． スケジュール案 
3 月 7 日（土）：現地調査（スーダン、コンゴ民主共和国） 
4 月下旬   ：帰国報告 
（国内準備 10 日、現地調査 40 日、帰国後整理 20 日） 
 

以上 
 



2-6 

議題：アフリカにおける無償資金協力施設案件の実施環境にかかる基礎研究意見交換会 

 

１．日時・場所： 2009 年 2 月 18 日（火）14：00～15：30 OCAJI 会議室 

２．主たる出席者 

OCAJI メンバー 

 山下  高司 (株)鴻池組 海外事業部営業部長 

 岩田  文吾 (株)鴻池組 海外事業部営業部部長 

 大槻  正明 清水建設(株)  海外土木支店営業部長 

 山下  純一 清水建設(株)  海外土木支店営業部 

 三瓶  正二 大日本土木(株)  海外支店営業部長 

 中村  勝彦 大日本土木(株)  海外支店工事部 

 OCAJI 事務局 

 中山  隆  常務理事 

 油谷  勤  国際企画部長 

 田下  泰人 国際企画部副部長 

 鈴木 恵  国際企画部課長 

 入江  寛子 国際企画部 

JICA  

中村  明  経済基盤開発部次長  （中途参加） 

 西宮  宣昭 経済基盤開発部審議役 

 金縄  知樹 資金協力支援部設計・積算審査室 

 室岡  直道 経済基盤開発部 都市・地域開発グループ 都市・地域開発第二課 

 下村  則夫 (株)福永設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ部 部長 

 小林  正明 (株)福永設計設計部 

 深田 裕也 (株)福永設計設計部 

 桑原 準  (財)国際開発センター 
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３．内容： 

西宮：調査にいたるまでの経緯・今日の会議の主旨に関する説明がなされた。 

  アフリカでの援助を増やすにあたって、援助を停止していた紛争終結国で無償案件を再開・

実施することが望まれている。また、入札不調に終わる案件が増えているにあたって、これま

で中止していた国での実施は、環境が厳しいものと想像されており、これを改善することも必

要である。特にコンゴでは、上水道案件の形成が進んでおり、今後実施していきたいと思って

いる。今回はコンゴ・スーダン(南)等を主な対象として、現地での調査を行うこととしている。

応札をするにあたって、必要となる環境・調査へのアドバイスについて助言を頂ければお願い

したい。 

室岡：現地での調査を行ってくる事項を別紙に示している。調査に関しては特にこれに対して意見を

頂ければと思う。 

中山：今日参加しているゼネコンでも、スーダン・コンゴ民主共和国とも、ここ 10 年は施工をした実

績がない。スーダンでは 1991 年に鴻池組による実績があるのみである。またコンゴでは清水建

設によるものが 20 年前の 80 年代にある。スーダンは国建協のミッションで 3 年前に調査（清

水建設と共同）をしており、報告書がある。道路について無償・有償へつながる提案を行った

ものでもある。これについては、後日データを送付するようにする。 

清水：今紹介のあったように、80 年代にコンゴ民（旧ザイール）で無償を実施している。上水のプロ

ジェクトで、3 期に亘る予定で実施されるものであった。2 期目に治安の悪化にともない、機材

を全て現地に残して撤収をしている。その頃の知見が企業には残っているとは言い難い程風化

しているが、今日のために、退職している当時のプロマネに話を聞いてきた。内容は以下のと

おり。 

・ コンサルタントは三祐と東京設計。 

・ カウンターパート（レジデソ）の中に工事部門があり、そこを下請けとして発注を行った。 

・ カウンターパートの工事部門の技術力は高く、また自分たちが建設した施設を運用すること

もあり、オーナーシップも高かった。結果として外務省の評価も高く、コートジボアール（当

時）での案件にも同じ形式での実施を求められた程である。 

・ 悪質と言えるようなコンプライアンスに係るような要求などもなかった。 

・ 現地には毒蛇が多くおり、血清もないような状況の中での工事となり大変だった。 

・ 事故の際に、輸血を受け入れない作業員（または家族）がおり、亡くなられたのが残念だっ

た。 

・ マラリアの薬も継続して飲んでいた為に副作用も強く大変だった。 

・ 重機のスペアパーツを、ヨーロッパから空輸せざるを得ず、損料のみしか計上されていなか

ったこともあり、損失もあった。 

清水：  重機に関しては、損料のみでの操業は厳しいものがある。 

  また、紛争終結国における事業であれば、不可抗力の事項に関する予算措置が必要であろう。

ルワンダで中学校建設した際に、引渡後に紛争になり、重機等を残して撤収したことがある。

紛争中はゲリラの拠点として使われ、紛争後は廃墟になっていた。不可抗力に関する条項が契

約に含まれていたので、それに沿って請求をすることとしたが、E/N による支払は不可能であっ

た。2KR の見返り資金が残っているという話だったので、それでの支払を求めたが、帳簿上は残
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っていたものの、実際は使われてしまって、支払を得られなかったことがある。しかしながら、

契約に不可抗力条項があり、支払を受ける権利があるということを確認できたとのことの意義

はあったと思っている。 

  新しく、地域・国に再度入って行くという判断を会社で下すのは重大な決断である。1 案件だ

けでは判断できない事項である。5 年に一度５億円程度の案件が出てくる程度なのか、もう少し

金額が高く頻度が高く案件が出てくるのか、そのようなマーケットとしての見込みも必要であ

る。 

  スーダンでは東京設計が緊急開発調査で、アーバン利根さんがされたのは JICA の案件なので

よくご存知かと思う。また、ノンプロ無償も実施している。 

大日本土木：ノンプロ無償については、一般無償に比較しても、予算確保や安全確保に対する費用に

関する考えも柔軟で、実施しやすい。 

鴻池：例えばジュバで建設案件を行うのであれば、資機材がウガンダ・ケニアルートで入ってくるの

か、アクセス等も大きな問題であろう。調査段階では、「可能」とされていても、大きな建設資

材と小さなものであれば、通関等のシステムも異なっていることもある。調査を行うのであれ

ば、複数ルートの可能性、どのルートを使ったのか、想定するものは何だったのか等の情報も

必要である。当然、乾季と雨季では、異なってくる。このような情報を集めてきて欲しい。 

清水：案件を実施した際には、そのようなノウハウが各々のゼネコンにあり、それらが技術力の違い

であった。残念ながら支援を行っていない国では、このようなノウハウを持っている企業は存

在しない。今回このような調査を実施するのであれば、情報を開示して欲しい。知らない地域

での案件に入札に応じるのは、中々難しい判断である。無償の案件の公示がされて、入札まで

の 45 日間に、コンサルタントが作成した積算で実施できるのかを企業が再度確認をしなければ

ならない。支店や事務所がないアフリカの国・地域でこれらを 45 日間（入札期間）で行うのは

現実的に不可能である。 

鴻池：設計変更を行ってから、半年立っても承認がおりていないものがある。現実的には 3 月までに

工事を完成しなければならないので、変更を前提に工事を進めている。もっと柔軟な姿勢で取

組んでもらわないと、実施できない。調査期間も限られ、自然条件も詳細に関する調査を行わ

ないで設計をしている案件では、変更があるのは当然であり、それを元請だけのリスクとして、

実施していることに問題がある。また、免税については、調査を行っているコンサルタントが

全ての流れを理解していない場合がある。支払を行わないで済むものであれば、手続きに要す

る時間のみが課題である。しかし、支払を行って還付される形式のものについては、還付まで

の期間が長ければ、回収できない場合がある。免税に関しては、免税方式・手続きにかかる期

間・フロー等について、全てを把握してから、価格への転嫁を考えないと、リスクがゼネコン

にきてしまう。免税になるものについての負担をするのは不適当だと思う。 

大日本土木：法人登録及び建設業登録の有無、要する手続き、期間についても調べて欲しい。調達に

関しては、価格だけではなく、流通量に関しても調査が必要である。エリトリアでは、ディー

ゼルの値段は確かに調査通りだったが、量を確保する為には結局自分たちで海外から調達する

しか手段がなかったことがある。シエラレオネではヨーロッパからの航空便での通関だけに一

ヶ月半を有したこともある。 

 現地の試験場に機器があることは調査により示してあったが、スペアパーツがなく、稼働して
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いないことがあった。それについても、負担をしなければ、工事が進まなかったことがある。 

 第 3 国からエンジニアを呼ぶのについても、当初は E/N に関する事項であるから、認めていた

ものの、数が増えてくると応じなくなることもある。 

清水：かつてのザイールでは、大使自らにカラーテレビ等を要求されたことがある（時効であるが、

応じなかったが）。 

鴻池：世銀では VAT を含んで契約している例がある。そちらの方が、合理的である。もしくは、JICA

事務所は、プロジェクト後も残っているのだから、支払・還付とも JICA 事務所が行う方が確実

であろう。 

清水：今回のこのような調査の重要性はある。しかしながら、1 週間程度では収集できる情報も限られ

ている。調査項目については、それほど技術的な専門性が高くなく、難しくないものも多い。

JICA 事務所が現地にあるのであれば、そこで継続的に情報を収集するようにしてもらうのがあ

りがたい。昨年１０月より、国際協力機構の実施体制も変わっていて、権限に関するものも変

わってきているのであるから、できることはどんどん実施して行くべきであろう。 

大日本：アフガンでは、一般無償とノンプロ無償があるが、安全確保に関する予算の考え方が大きく

異なっている。積算形式がランプサムと Cost+Fee と異なっていることもあるが、JICS は安全対

策費を認めてくれるが、JICA は認めてくれない。 

OCAJI：相手政府の主な負担事項として、免税と用地確保があるが、現在は予算の執行を急ぐ側面があ

り、中々この実施を待っていられない側面がある。これらの実施がされていないまま工事を発

注し急ぐよりは、待つという手段もないのか？ 

OCAJI ではアフリカ研究会も実施しており、色々勉強をしている。是非是非今度は参加をして欲

しい。 

清水：かつては、アフリカに商社の事務所もあったが、現在は無償を扱っている事務所はない。商社

はゼネコンにとって、良い側面と悪い側面があるが、現地に関する情報を得られるという面で

は、プラスの側面があった。現在では、入札の 45 日間で予算の精査ができることが入札に応じ

る条件であるが、日本からアフリカへ要員を派遣して、精査をするのは無理である。例え、45

日間が 90 日間になったとしても、他の要素（地域での今後の案件増加傾向などのマーケットの

状況）がないと難しいと思う。 

金縄：精度の高い調査を行って、積算を行えば、応札して頂ける環境をつくることができると考えて

いたが、今回の話を聞いていると、それだけではなさそうな印象を受けるが、どうであろうか？ 

清水：企業の中には、日本の ODA を受注して、貢献して行こうというマインドを持っている人は多い。

このような状況は鴻池さん・大日本土木さんも同様だと思う。しかしながら、企業としては、

リスクが見えない上に負担が大きい現在の状況では、応じないという決断をせざるを得ない場

合が多い。 

OCAJI：色々問題点を指摘してきたが、現在の体制では無理なのではないかと思う。機材の調達と違っ

て、特に土木は自然を相手に現地にローカライズしたものを建設するものである。限られた調

査・設計で行ったものを、よりよいものにしていくことは、当然でてくるプロセスであり、設

計変更を認めないという現状のシステムには問題がある。 

清水：コンサルタントの設計にも案件によって質的な差があって、参考図程度のものしか作成してい

ないものあれば、ある程度の精度を保った設計を行っているものもある。しかしながら、限ら



2-10 

れた期間で行う調査では、まだ条件を確定しきれていない。例えば、構造物を建設する際の土

質の条件は、価格や工期を左右する工法や方式を定める重要な事項であるのに係らず、ボーリ

ング等の調査ができていないものがある。コンサルタントの能力というよりは、設計期間や資

源による制約が大きいものが大きいと思われる。もう少し調査・設計に時間をかけないと、精

度は高くならない。 

OCAJI：色々要望を言っているが、コンサルタントの業務も競争で、価格競争の要素が高くなっている

のなら、調査にかける時間・費用をかけられない事情も発生するであろう。このあたりは、ECFA

も含めて話をしていかないと包括的な解決にはならないであろう。 

鴻池：どこかでパイロットケースや特例国と認めて、これまで指摘した事項を適用しながら、実績を

つくっていったらよいのではないか？いずれにせよ、よりダイナミックな方法の変更が求めら

れている。 

西宮：先ほどアフガンの話がでたが、アフガンはより政治的な事情があって特別である。JICA もコミ

ュニティ開発無償の導入等、以前に比較すると、柔軟になってきているところもあるが、これ

らの指摘を受けて、全てを同時に行うのは無理である。このような調査を行いながら修正する

とともに、それと同時に事業も同時並行的に進めていかないといけない。 

OCAJI：今回の調査の項目を見ると、非常に多くの項目を短期で調べることになっている。行政能力を

図るなどの調査は実施が難しいのではないか？ 

鴻池：全て工事実施を行うには重要な情報であるが、優先順位をつけて行えばよいのではないか。例

えば、施工業者の能力等は、我々が行った際に分かる情報である。Bond 制度、建設業登録、法

人登録、行政関係の手続き等については重点をおいて調査をしてきて欲しい。 

福永：スーダンでは世銀案件を中国業者が多く落札している。これらの企業と会って情報を収集する

必要があるか？つまりは下請として利用する可能性はあるか？ 

清水：アフリカで下請に利用した実績はあるし、円借款案件では受注をしているものの、無償の仕組

みの中での条件でのパフォーマンスは分からない。 

鴻池：直感的には下請けで依頼する可能性は少ないと思う。FIDIC 準拠で行われる下請け契約だと思う

ので、リスクを元請けがとらなければならない。中国企業が無償の仕組みでの仕事を引き受け

てくれるかは相当疑問である。 

福永：南アフリカの製品はコンゴにも多く入っている。この業者を使う可能性についてはどのように

考えるか？ 

清水：コンゴ民では、ベルギーが宗主国であったので、よりフランス語系の企業の可能性が高いので

はないか。単位系などが異なっていると、 

鴻池：確かにザンビア・マラウィ・モロッコでは、南アフリカの建設業者と契約をして業務を実施し

たことがある。いずれもライセンス精算・施工の案件である。材料は確かに南アフリカ産のも

のを使うことは多くなっている。 

金縄：銀行口座についてはどのように考えるか？ 

鴻池：企業登録を行うことにより、銀行口座が開設できるのであれば、当然それを利用する。銀行口

座のない建設事業はありえない。かつては、個人名義の口座で事業を行うこともあったが、昨

今のコンプライアンス事情ではそれは許されなくなってきている。 

大日本：企業登録を行うことにより、ローカルで雇用する人々の社会保険や税務に係ることができる。
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一般的には税務登録＜企業登録<建設業登録の順にハードルがあるが、これらの税務登録ができ

るのが最低限に望まれる基準である。現地に訪問してから、この時間も要するし、その間には

着工はできないので、本来的には工期に含んで欲しい事項である。調査では企業登録・建設業

登録に係る時間と費用等も調べて欲しい。 

金縄：建設保険についてはどのように考えるか？また、その他の保険加入の加入状況はどうか？ 

清水：建設保険に入らないで行う事業はありえない。基本的に保険は事業を行う国毎に管轄があるも

のである。従って、事業を実施する国で加入する（もしくは再保険を行う）のが基本であるが、

現在の契約書には「日本での保険も可能」と、書かれているので、それを元に日本で各社がか

かりつけの保険会社に依頼して、引き受けてもらっているという状況である。単独で引き受け

てくれている保険会社はなく、信用で引き受けてくれているものである。戦争保険・現金保険

もそれ程高いものではないので、必要であれば、付与して運営している。 

中村：協力準備調査ガイドラインでは積み上げ方式も可能になってきている。 

OCAJI：危険に係る費用の積上げはできるのか？ 

金縄：共通仮設費は比率のもので、積みあげでは行えない。 

OCAJI：事業損失防止費等を含めることはできるのか？ 

金縄：用地と同じなので、先方政府の負担事項であり、項目に含むことはできない。 

中山：では時間が来たので閉会としたい。OCAJI ではアフリカ研究会・無償研究会も行っているので、

今度は JICA も招待したい。このように意見交換ができることは好ましいことである。 

 

添付：打ち合せ資料 

 

以上 
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平成 21 年 2 月 18 日 
 
アフリカにおける無償資金協力施設案件の実施環境にかかる 

基礎調査について 
JICA 経済基盤開発部 

 
昨年 5 月の TICADIV 横浜宣言、同 7 月の洞爺湖サミットにおいて、アフリカ支援強化

の方向性が各国首脳により確認され、アフリカを重視した援助方針は今後も継続されること

が予想されています。我が国無償資金協力においてもアフリカのシェアは年々増加してきて

いるところですが、今後、他の地域以上に施工・調達状況が厳しい、コンゴ(民)、スーダン、

ブルンジ、リベリア、シエラレオネ、中央アフリカ等の紛争終結国についても、支援再開、

事業の展開が必要になっています。 
このような状況から、JICA は、アフリカにおける紛争終結国及び近年事業実績がない国

等において無償資金協力施設案件の協力準備調査を実施するにあたり、事前に当該国におけ

る無償資金協力施設案件の事業環境を調査し、事業成立に求められる要件について提言を取

りまとめ、協力準備調査を実施するコンサルタントへの業務指示書に反映させることを検討

しています。 
本件調査につきましては、昨年、海外建設協会加盟各社より指摘された問題点をふまえ

て実施することが必要と考えており、具体的な調査につきましては、昨年実施されたアンケ

ート調査の結果に基づき、別紙「調査事項」に沿って実施することを予定しています。 
つきましては、「調査事項」につき、ご意見、ご要望を頂ければ幸いです。 

  なお、調査結果につきましては、取りまとめが終了する 6 月頃を目処に改めてご報告申

し上げます。 
 
1.  現地調査対象国 コンゴ(民)及びスーダン 
 
2.  調査全体日程 2008 年 2 月中旬～同 5 月中旬 
    現地調査     3 月 7 日～4 月 15 日 
 
3. 調査団   

総括              西宮宣昭 JICA 経済基盤開発部審議役 
    調査計画           金縄知樹 JICA 資金協力支援部設計・積算審査室 
    無償実施環境調査  下村則夫 (株)福永設計 
        調達事情調査      小林正明 (株)福永設計 
    通訳         平松直子 
 
4. 調査事項 別紙 
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議題：アフリカにおける無償資金協力施設案件の実施環境にかかる基礎研究 

外務省報告会 

 

 

日時: 2009 年 6 月 30 日 16:00～17:00 

於：JICA 経済基盤開発部 会議室 

外務省 」：無償・技術協力課 吉川事務官 

東京設計：武智、佃、伊計 

福永設計：下村、深田、他 1 名 

JICA ：資金協力支援部 永井副室長、宮田参事役、金縄 

経済基盤開発部 西宮審議役、畝審議役、菅野課長、室岡 

福永設計：下村、深田、他 1 名 

 

１．報告要旨 

 添付の報告会資料（報告書の要約案）に基づき、西宮審議役から報告、金縄職員から補足説明を行っ

た。主要な点は以下の通り。 

・コンゴ民、スーダンともに、相手国に資金を渡して事業を実施しているドナーはない。 

・両国とも物価が高い。特にスーダンは内陸国で輸送路もモンバサ、ウガンダ経由にほぼ限定されてい

ることもあり事業コストに大きく影響する。 

・コンゴ民においては不透明なリスク（汚職、治安の悪化による中断等）がある。世銀のレポートでコンゴ

民はビジネスのやりにくさ（手続き、許認可に必要なプロセス、日数、費用等）で数年間世界ワースト 1

にランキングされている。 

・コンゴ民のゼネコンは比較的しっかりしている（信頼できるかどうかは別）。スーダンではケニア、ウガン

ダ等のゼネコンが入っている。現地ワーカーの質は、特にスーダンにおいて著しく低い。 

・両国とも関税は免除で対応可能。内国税は、徴税システムが機能しているものについては免税、そうで

ないものについては無税とみなして対応することが肝要。 

・本体に係るコンサルタント、ゼネコンは、先方政府との私契約となるため、関係者に公用旅券を発給で

きない。一般旅券で出入国及び現地滞在することに伴うリスク（免税申請時の嫌がらせ、現金持込/所

持等）が無視できない。 

・以上を踏まえ、現行の制度内で JICA が出来る対応は行っていく。外務省に対しては、現地における手

続き等でスタックした場合に先方への働きかけ等で支援いただくこと、先方負担事項を妥当と認められ

る場合は日本側工事に含めること、入札以降の設計変更や中断リスクや等を考慮して予備費を認め

ていただくこと、コンサルタント/ゼネコンで常駐する関係者への公用旅券発券を検討いただくことをお

願いしたい。 

 

２．意見交換 

・公用旅券はハードルが高そうである。前例があるか確認する必要があるとともに、別の対応も検討する

必要がある。 

・予備費については現在コンゴ民で進捗中の 2 案件で個別に相談していきたい。 
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・JICA、在外公館の支援については従来行ってきているものと理解。今回の提言は、従来以上にとのこ

とだが、システマティックにどのようにやっていくのかについては別途検討が必要（以上、外務省）。 

 

３．今後のスケジュール 

7 月 8 日（水）午後に OCAJI 報告予定 

 

配布資料：報告書要約案 

以上 
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議題：アフリカにおける無償資金協力施設案件の実施環境にかかる基礎研究 

社団法人海外建設協会（OCAJI）報告会 

 

 

日時: 2009 年 7 月 8 日 14:00～15:40 

於：OCAJI 会議室 

OCAJI：別添の「JICA 無償関連説明会（OCAJI 作成）」参照 

福永設計：下村 

JICA ：資金協力支援部 永井副室長、宮田参事役、金縄 

経済基盤開発部 西宮審議役、川原参事役、室岡 

 

１．報告要旨 

 添付の報告会資料（報告書要約及び関連資料）における提言の要旨について西宮審議役から説明を

行った。その後、資金協力支援部の永井副室長、宮田参事役から、添付資料の「平和構築・復興支援国

における無償資金協力案件事業費積算に係る付加的経費の計上について」に基づき補足説明を行い

質疑応答に入った。 

 

２．質疑応答 

・DRC には送金したお金を引き出すのに手数料として 10％を取られるとのこと。これは経費で見てもらわ

ないと厳しい。現金持込に対して保険が係るにしても全てを持ち込むわけには行かない。（大日本土

木 三瓶） 

⇒DRC のコントラクターは国外に複数の口座を持っていることが普通。それらとのやり取りは国外送金で

対応可能。しかし、現地で直接支払うことが必要な経費は持ち込まざるを得ない。持ち込み制限はス

ーダン、DRC ともにない。また、手数料について事業費で見るとは現段階ではいえない。（下村、永井） 

 

・会社登録が必要な場合、その手続きに要する期間を工期でてもらえるのか。登録しないと免税番号を

もらえない国もある。現地人の雇用をした場合、withholding tax（源泉徴収税）の免税等はどうなるか。

個別案件での対応ではなく全案件共通の方針を示してほしい。（鴻池 岩田） 

⇒基本的に両国ともに会社登録の必要はない。免税番号、雇用した現地人への免税等については調査

する予定だったが、調査をしていると当局に目を付けられて本件だけでなく他の件/関係者が何かと

面倒なことに巻き込まれる可能性もあったので現地関係者から調査をあまりしないでほしいとの要

望もあった。（下村） 

 

・コンサルタントに対し、JICA の取り組みは HP で知らせているが、無償本体の個別の案件でどのような

制度上の運用を認めているかを直接契約関係にないゼネコン各社にどうやって知らせようか、考え

ている。施主が相手国政府にもかかわらず、公に現地の状況とそれへの対応のための安全対策費、

技術費増等を明記すると心象を悪くする等の意見がある。知恵があればご教示願う。（宮田） 

⇒有償資金協力のように、入札図書に条件書をつけることは可能では。（大成建設 浅香） 

⇒PQ に日本語で書き、入札説明会で補足の説明することは一案。（大日本土木 三瓶） 
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・国内の仕事でも、当初予期せぬことが発生し設計変更をする場合がある。政治体制が不安定な国では

政令、法令が変わる場合がある等不透明なリスクはより大きい。そういった予期せぬことへの対応に

は予備費は必要。（大成 浅香） 

・JICA のコンサルタント積算マニュアルでは類似事項の調査を 10 項目程度義務付けているが DRC やス

ーダンでは無理ではないか危惧する。予備費あるいは追加 E/N が難しいのであれば、年度を越えて

残余金を活用することも考えられないか。また、アフリカ共通に設定している歩掛りを当該国の実情に

合う形で反映してほしい。（鹿島 内藤） 

・安全対策費については必要数、人数、期間、箇所等十分に考慮してほしい。（大日本土木 三瓶/大成 

浅香） 

⇒本日説明した内容は、現段階で JICA が出来ること。歩掛りについては検討中。予備費等は従来同様

認めていただくように外務省に検討を依頼する。不確定なリスクは積み上げられないので予備費は必要

と認識している。（永井） 

 

・2 つお願いがある。このような難しい国では、入札図書の準備期間を現行の 45 日から 3 ヶ月程度に延

ばしてほしい。また、入札図書を踏まえてゼネコン各社は数量を拾うことになるが、できれば入札図

書に数量を示してほしい。コンサルタントは嫌がるだろうが図書作成期間の短縮につながる。

（OCAJI 中山） 

⇒検討する。（永井/西宮） 

 

３．今後のスケジュール 

7 月中に報告書の最終化を行う。 

 

添付資料： 

① プロジェクト研究報告書案 

② 平和構築・復興支援国における無償資金協力案件事業費積算に係る付加的経費の計上について 

③ 付加的経費対照表 

④ 平和構築・復興支援案件に関する安全対策にかかる経費の取扱いについて 

以上 
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（１）行政関係 

a. 相手国政府の行政組織 
 
b. 税制・免税 

どこの国でも担当機関と税務機関の意思疎通が悪く、免税が充分に行わ

れていません。税制・免税については調査でなく、相手側関係機関への

強固な｢免税｣申し入れを行って欲しい。 
また、契約書には具体的な免税項目の列挙が肝要（例えば VAT）。  
 

c. 発注、調達方法 
相手国契約当事者が時々実施機関 (Implement Agency) の公社、局にな

る事があるが、上位の省レベルにすべきである。 
 

d. 瑕疵担保制度 
無償工事では通常１年間はメンテナンス期間があり、期間中は 
Contractor の責任ですが、それ以降の責任はありません。 
瑕疵担保制度を調査する目的は。 
 

e. 建設業登録の要否 
無償工事で日本の Contractor が工事を実施しますが、現地での建設業

登録は要求されていません。なぜこの項目を調査するのですか。 
 

（２）安全対策 
■紛争締結国について、治安状況の充分な見極めがなされた上で、施設

案件が形成されているか疑問。 
 
■地雷・不発弾未処理地域の明示。 
 

（３）計画・基本設計・詳細設計 
公的な歩係り 公共事業における材工単価 
歩掛り、材工単価は、施工条件、施工場所、気象条件などを詳細に調査

することが必要です。 
 

① 単発調査の限界 

・ 治安面、政治的な動きもさることながら、建設市場が回復しており現地建
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設企業の活動が行われているかどうかは現地日本大使館、ＪＩＣＡ駐在者

が継続して調査報告すべきことと思います。短期間での調査結果ではデー

タとしても、判断としても往々にして間違えることが弊社の現地調査等で

も見受けられます。 

 

② 安全対策費用 

・ 通常の無償供与国以上にリスクが高い事から、施工会社としては取り組み

判断のハードルが高くなる事は当然であり、最低条件として、安全対策費

用の予算措置がなされていなければ、取り組みは出来ません。 

・ 費用を積み上げて予算措置することがひとつの方法であり、積算根拠の算

定が困難である場合は、安全対策の実費費用、工事中断時等の追加費用、

工期の延長等の費用に対する負担者、査定方法等を契約に明確に織り込む

ことが必要です。 

 

③ 情報の公開 

・ 今回調査国の直近の情報は施工会社側でも非常に乏しい状態です。従って

通常の資格審査、入札公示の手続きが為されても、施工会社としては取り

組み判断できずに応札者が現れない可能性が十分にあります。 

・ 応札の可否判断を民間施工会社自身が独自に事前調査のうえ、彼らの自由

な企業判断にゆだねる事は極めて当然なやり方ではありますが、最初から

アフリカの紛争集結国に対し興味を持って、リスクが高く情報が限られた

案件であるにも拘らず取り組む企業が果たしてあるかどうか疑問です。 

・ 基礎調査以降の準備調査内容に関しても情報公開していただき、少しでも

参加できる環境とすることは重要と思います。 

 

④ 応札期間 

・ 通常の無償工事の見積期間は約 45 日間でありますが、これは施工経験のあ

る国においても現実は非常にタイトであり、十分な見積検討が困難です。 

・ 特に昨今の設計図書の不備、完成度の低さをすべて応札時点で洗い出し、

質疑で確認のうえコストに織り込むことは殆ど不可能といえます。 

・ 紛争終結国においてはｻﾌﾞｺﾝ、資機材調達、輸送、通関その他コストに直接

影響する情報がないために、45 日間の見積期間では応札に耐える見積もり

は完成できません。 

・ 通常の無償工事見積も同様ですが、最低 45 日の 2 倍、90 日間の見積期間

がなければ応札は不可能と考えます。 
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⑤ 物価上昇 

・ 過去 1～2年の鋼材等の異常な高騰、或いは現在の経済危機による影響等に

よるコスト面でのしわ寄せについて、なんら契約上の対応は考慮されてお

らず、すべての費用負担は施工者側が負っております。 

・ 国際契約約款でもエスカレーション条項のない場合は応札は行いません。

無償工事であることから無理やり取り組みをしてまいりましたが、今後は

一切エスカレーション条項がない契約に対しては取り組みを行えない状態

です。 

・ 紛争終結国においては、経済活動が正常化するまでには時間がかかるのが

普通であり、物価変動に対する事業費積算による予算化、或いは施行中の

異常な物価高騰に対する契約による救済は、きちんと対応いただく必要が

あります。 

 

⑥ 相手国の責任について 

・ 紛争解決国に限りませんが、ＥＮで合意された土地収用、移設、撤去等の

相手国工事、さらには税金通関等の便宜の供与が実際には実行されていな

い事例が非常に多く、本工事の工期内完成の為に施工者が費用負担して実

施する結果となっております。 

・ 相手国の混乱が完全に収束していない国においては、そのリスクは通常よ

りも高いと判断されます。 

・ 施工側も相手国の責任による土地等の引渡しが完了していない場合は、今

後はクレームの対象とし、工事着手指示があったとしてもそれに従うこと

は出来ませんので、工事のスムーズな進捗の為には新ＪＩＣＡの現地責任

者の決済と解決の為の判断が非常に重要となります。 

・ 従いまして今回調査におかれては、どのような具体的な相手国側責任が予

測されるか、仮にそれが守られなかった場合の、着工の遅れ、工期の延長、

コストの配慮等に対する相手国認識の確認が必要と思われます。 

・ さらに協力準備調査期間中にはそれらに対する対策や、場合によっては工

法等の変更の可能性まできちんと検討し計画することをお願いします。 

・ 現状では相手国責任を果たされなければ、事故扱い等の対策しかとられて

おりませんが、この問題は無償工事で見かけないことは少ないのであって、

その対策が検討されていない、或いは相手国に対しやらせられないのは日

本政府側にも責任があるといわざるを得ません。 

・ コンゴの浄水場は予備調査報告書によれば用地の取得が不完了となってお

ります。用地が確保されるまでＰＱ公示を留保するのも一案かと思います。 
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⑦ 資機材調達 

・ 特に事業費積算の際に良く見受けられますが、単価等調査が表面的な結果

となり、実施工数量、調達の確実性、等の検討が表面的であり、採用単価

が実際には役にたたないいい加減な資料と情報になっていることがありま

す。 

・ 確実性の重み付けが為された資機材調達及び価格調査を実施いただくよう

お願いいたします。 

 

（４）その他 
   ○希少動植物の有無とその予想所在地域 
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